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調査位置図 

出所： (上左) 外務省 HP、(上右･中) OpenStreetMap 

(下) Google Earth、東ティモール洪水緊急報告会（2021/5/29、山口大学地域防災･減災センター）を基に調査団作成
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コモロ川   
 

左岸 0.9km 付近：被災区間の一部
は空港滑走路に近接している。 

 

右岸 3.8km 付近：籠マット護岸が大きく変形し、河岸上の車両通行に
支障を及ぼしている。 

 

右岸 4.1km 付近：擁壁護岸が崩れ
河岸上の道路の一部が崩落。 

 

右岸 5.5km 付近：護岸が崩れ、河
岸上道路が崩落。 

 

右岸 6.1km 付近の川裏側：背後の
山からの土石流により家が埋没 

ベモス給水施設   
 

頭首工：のり面上からの落石によ
り竪壁、翼壁が破壊された。 

 

第 1 河川横断工：左岸側取り付け
護岸を除いて壊滅的に破壊。 

 

第２河川横断工：洪水流が右岸高
水敷を流下。右岸側取り付け護岸
が被災。 

ブルト、マリアナ灌漑施設   
 

ブルト灌漑 土砂吐き下流右岸：
練石積み護岸が倒壊。籠マットで
応急復旧済み。 

 

マリアナ灌漑 土砂吐工：摩耗によ
り鉄筋が露出。 

 

巻頭写真 
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第1章  調査の概要 

1.1  調査の背景 

東ティモール民主共和国（以下、「東ティモール」という）は国土の大部分を山岳地帯が占め、

海岸沿いは急峻な地形を有するため、地滑りなどの土砂災害や浸水被害が毎年のように発生して

いる。首都ディリは約 30 万人が居住する都市であるが、排水施設の整備は増加する都市人口に追

いついておらず、局地的な豪雨や極端気象により累次の浸水被害が近年増大し、同地域の経済・

社会活動は深刻な影響を受けている。 

2021 年 4 月、数日来降り続いた豪雨により 4 日未明にディリ内の小河川及び排水路は氾濫し、

溢れた水は市街地の排水能力を大きく超えたため、ディリ内の大部分が冠水し、道路や護岸、住

宅は被害を受け、死者 48 人、10,000 人以上が避難する災害が発生した。1 また、山岳地域では土

砂崩れ・地滑りが発生し、道路や橋梁、給水施設が被災するとともに地方都市間の移動が困難と

なり、地方部の被災状況の把握に支障が生じた。（以下、「今次洪水」または「2021 年 4 月洪水」

という。） 

東ティモール政府は、日本政府と JICA に対して、より良い復興を目指す政府の取り組みを支

援するための技術協力の公式書簡を送付した。同公式書簡に応えて、JICA と東ティモール政府は、

調査について一連の議論と意見交換を行い、2021 年 8 月 12 日に先方実施機関（公共事業省、農

業水産省）とミニッツ（Minutes of Meeting）を締結し、ディリ洪水対策情報収集・確認調査団（以

下、本調査団）が東ティモールに派遣された。 

 

1.2  調査の目的 

本調査は、首都ディリの災害に強い街づくりに関し、今後の協力案件形成に必要な情報を収集

することを目的とする。具体的には、治水施設や排水施設、給水施設の今次の被災状況、洪水被

害発生メカニズム、防災関連機関の対応状況等を分析・把握する。その上で、洪水対策や浸水ハ

ザードマップ等の具体的な検討を試行的に行うことを通じて、今後の協力案件形成に必要な情報

収集と分析を行う。 

 

1.3  調査対象地域 

・ ディリ県（ディリ（注）、ヘラ、タシトル、コモロ川、ベモス－ディリ給水システム） 

   注：“ディリ”とはディリ県の都心部を示す。 

・ リキサ県（ティバール） 

・ アイレウ県（コモロ川、ベモス－ディリ給水システム） 

・ マナツト県（ブルト灌漑施設） 

・ ボボナロ県（マリアナ灌漑施設） 

 

1 UNEP/GCF Proposal “Enhancing Early Warning Systems to build greater resilience to hydro-meteorological hazards in Timor-Leste” 
(2021/07) 
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1.4  東ティモール側カウンターパート、関係機関 

1.4.1  カウンターパート機関 

(1) 公共事業省（Ministry of Public Works: MPW）

1) 道路・橋梁・治水局（Directorate of Road, Bridge and Flood Control: DRBFC）

2) 国家水道公社（Bee Timor-Leste: BTL）

(2) 農業水産省（Ministry of Agriculture and Fishery: MAF）

1) 灌漑水利管理局(Department of Irrigation and Water Management: DIWM)

1.4.2  パートナー機関 

東ティモール国立大学工学部（National University of Timor Leste: UNTL, Faculty of Engineering, 

Science and Technology: FEST） 

1.4.3  関係機関 

(1) 財務省（Ministry of Finance: MoF）

(2) 外務協力省(Ministry of Foreign Affairs and Cooperation: MNEC)

(3) 主要事業事務局（Secretariat for Major Project Service: MPS）

(4) 国民保護庁（Civil Protection Authority: CPA）

(5) 水資源規制庁（National Authority for Water and Sanitation: ANAS）

(6) 気象地球物理局（National Directorate of Meteorology and Geophysics: DNMG）

(7) 石油地質研究所（Institute of Petroleum and Geology: IPG）

(8) 電力公社（National Electricity Company: EDTL）

(9) ディリ県（Municipality of Dili）

1.4.4  国際機関 

(1) 国連連絡事務所（UN Resident Coordinator Office: UNRCO)

(2) アジア開発銀行（Asia Development Bank: ADB)

(3) 世界銀行（World Bank：WB）

(4) 国際連合開発計画（United Nations Development Programme: UNDP）

1.4.5  他ドナー 

(1) ポルトガル水道公社（Aqua de Portuguese: AdP)

(2) オーストラリア／国境なき技師団（Engineers Without Border (Austraria): EWB）

(3) 米国援助庁（United States Agency for International Development: USAID）

1.4.6  NGO/NPO 

Mercy Corps 
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1.5  調査団の構成 

調査団は表 1.5-1に示す 10 名で構成される。 

表 1.5-1 調査団の構成 

担当業務 氏名 所属先 

1. 業務主任者/復旧復興支援 小宮雅嗣 IDEA 

2. 副業務主任者/内水・排水対策/災害リスク評価 岡田裕毅 IDEA 

3. 河川改修計画/土砂対策 児玉真 IDEA 

4. 水文解析/流出・氾濫解析 小池克征 IDEA 

5. 給水施設復旧計画 小木曽凡芳 SCI 

6. 灌漑施設復旧計画 戸嶋龍 SCI 

7. 防災情報伝達/発災前後対応 前原規利 IDEA 

8. 道路復旧計画/施工計画・積算 廣瀬末雄 ISEC 

9. 環境社会配慮 辻村直 IDEA (KEI) 

10. 業務調整/住民避難支援
上田実和子/ 
松本史子 

IDEA 

(*) IDEA：いであ株式会社、SCI：株式会社三祐コンサルタンツ、ISEC：株式会社アンジェロセック、

KEI：株式会社片平エンジニアリング・インターナショナル 

(*)「4.水文解析/流出・氾濫解析」の小池は現地渡航せず国内作業のみ。 

1.6  現地調査実績 

各調査団員の現地調査実績を下表に示す。なお、航空便の運航スケジュールの変更や新型コロ

ナウイルスの感染拡大による入国制限等に対しては、渡航時期・期間の変更や渡航人数の絞り込

み等により柔軟に対応した。 

表 1.6-1 現地調査実績表 

 2021年 2022年

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月
現地 国内

業務主任者/復旧復興支援 小宮雅嗣 IDEA 2 2.93

副業務主任者/内水・排水対策/災害リ
スク評価

岡田裕毅 IDEA 3 3.97

河川改修計画/土砂対策 児玉真 IDEA 3 4.53

水文解析/流出・氾濫解析 小池克征 IDEA 4 0.00

給水施設復旧計画 小木曽凡芳 SCI 4 0.50

灌漑施設復旧計画 戸嶋龍 SCI 4 1.27

防災情報伝達/発災前後対応 前原規利 IDEA 4 2.60

道路復旧計画/施工計画・積算 廣瀬末雄 ISEC 4 1.87

環境社会配慮 辻村直
IDEA
(KEI)

4 1.40

業務調整/住民避難支援
上田実和子/
松本史子

IDEA 6 2.00

人月

担当業務 氏名 所属先
格
付

雨期（12月～3月）

9/2 10/15

9/2

9/2

11/25 12/14

10/15
12/14

12/14

10/22

2/9 2/23 7/20 7/28

7/20 7/28

7/20 7/28

2/191/26

4/284/13

9/2

11/19

12/1410/13

10/20 11/19

10/13

11/19 12/30

11/25 2/9 3/10

2/9 2/23

2/9 2/23

4/284/6

国内作業のみ

7/20 7/28
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第2章 対象国の概要 

2.1  主要社会経済状況 

2.1.1  概況 

東ティモールは、オーストラリアのダーウィン北部約 300km、インドネシア東部小スンダ列島

のティモール島に位置する。東ティモールは、首都ディリが位置するティモール島の東半分、ア

タウロ島、ジャコ島、ティモール島西側飛地オクエシから構成されている。国土面積は約

14,900km2（ほぼ東京、千葉、埼玉、神奈川の合計面積と同じ）の小国であるが、サンゴ礁を含む

生物多様性に富んだ海に囲まれている。 
東ティモールの人口は約 127 万人であり、人口密度は約 89 人/ km2（日本：345 人/ km2）1であ

る。民族構成の大部分は、メラネシアン及びポリネシアン系であり、その他、マレー系、中華系、

ポルトガル系を主体とする欧州系及びその混血等である。99.1％の国民はキリスト教（大半はカ

トリック）であり、0.79％の国民はムスリムである。

一人当たり GNI は 1,800USD（世界銀行、2020 年）の低位中所得国である。主要産業は、石油・

天然ガスであり、国家予算の 8 割～9 割は資源収入由来である。石油・ガス収入は石油基金によ

り管理・運営されており、短期的な影響は少ないものの、天然ガスや原油価格の下落は中長期的

に国家財政に影響を及ぼす可能性がある。その他主要産業として農業（コーヒー、コメ及びイモ

類等）があり、輸出品目の 9 割はコーヒーが占める。経済成長率は、Covid-19 感染拡大下の影響

により-10.5%（世銀、2020 年）に下落しており、物価上昇率は 1％（世銀、2019 年）である。 
政治体制は共和制で、一院制（任期 5 年）、議席数 65（2020 年 6 月）の国民議会が設置されて

いる。国家元首は、ホセ・ラモス・ホルタ大統領（任期 5 年：2022 年 5 月 20 日～）である。 
東ティモールは、16 世紀前半よりポルトガルによる植民地支配、日本による占領、インドネシ

アによる軍事侵攻・併合の後、国内の治安悪化に対し国際社会及び国連の介入等により治安回復

に努め、2002 年に独立回復を果たした。独立回復後にも、西部出身の国軍兵士による差別待遇改

善要求のデモをきっかけに、治安が急激に悪化し 15 万人の住民が国内避難した。この事態を受

け、東ティモールの要請で豪州やポルトガル等による国際治安部隊、また、国連安保理により OKA
（UNMIT）が設置された。2008 年 2 月、大統領と首相が武装勢力に襲撃され、大統領が重傷を負

う事件が発生した。治安の再悪化が懸念され、非常事態宣言が発出されたが治安は保たれ、現在

も平穏が維持されている。 
上記歴史背景のとおり、2008 年の治安回復までの長きにわたり国内の政府機関施設及びインフ

ラ等が襲撃・破壊されてきており、現状はインフラ整備が不十分で、また、管理・運用に関する

蓄積的経験を持つ者がいない状況である。東ティモール政府は、インフラ整備は経済発展に不可

欠として「インフラ基金」を設置し、年間約 3～4 億 USD（国家予算全体の 25％程度）を計上し

ている。 

1 世界銀行 2020 https://data.worldbank.org/indicator/EN.POP.DNST?locations=TL 
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2.1.2 社会情勢及び主要経済指標 

表 2.1-1 に一般事情および政治体制・内政状況を、また表 2.1-2 に経済状況および対日貿易状況

を示す。 

表 2.1-1 東ティモールにおける一般事情および政治体制・内政状況 

一般事情 政治体制・内政 

面積 
14,900 平方キロメートル（ほぼ東
京、千葉、埼玉、神奈川の合計面積
と同じ） 

政体 共和制 

人口 127 万人（世銀、2020 年） 元首 ホセ・ラモス・ホルタ大統領（任期 5 年：
2022 年 5 月 20 日～） 

首都 ディリ（Dili） 議会 一院制（任期 5 年）（議席数 65） 

民族 

テトゥン族等大半がメラネシア系。
その他マレー系、中華系等、ポルト
ガル系を主体とする欧州系及びその
混血等。 

政府 

 タウル・マタン・ルアク首相（2018 年 6 月
～） 

 アダルジザ・アルベルティナ・シャビエ
ル・レイス・マグノ外務協力大臣（2020 年
6 月～） 

言語 

公用語は、テトゥン語及びポルトガ
ル語。実用語に、インドネシア語及
び英語。その他多数の地方言語が使
用されている。 

軍事力 

（1）予算：約 2,061 万ドル（出典：東ティ
モール財務省が公表している 2018 年予算書
における国防省への予算額） 

（2）兵役：志願制 

（3）兵力： 

 2000 年 9 月、東ティモール暫定内閣は、5
年以内に 1500 名の正規兵及び 1500 名の予
備役からなる東ティモール国軍の創設を決
定。 

 2001 年 10 月、第 1 大隊設立。 

(4) 司令官：Mr. Domingos Raul（2022 年 1
月 28 日～） 

宗教 キリスト教 99.1％（大半がカトリッ
ク）、イスラム教 0.79％ 

出所：外務省 Web サイトを基に調査団が作成2 

 

 
2 外務省：https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/mauritius/data.html#section1、2020 年 11月 8 日閲覧 
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表 2.1-2 東ティモールにおける経済状況および対日貿易状況 
経済指標 対日貿易 

主要産業 

農業が主要な産業（多くは零細農業。
コメ、とうもろこし、イモ類、ココナ
ッツ等を栽培）。輸出用作物としては
特にコーヒーの栽培に力を注いでい
る。石油・天然ガスの開発が貴重な国
家財源として進められている。 

貿易額（2020 年、財務省） 

輸出 19.1 億円 

輸入 7 億円 

主要品目（2020 年、財務省） 
GDP (資源収入
含） 25.9 億米ドル（2019 年、世銀） 輸出 コーヒー 

一人当たり GNI 1,800 米ドル（2020 年、世銀） 輸入 自動車、機械類 
経済成長率 -10.5％（2020 年、世銀）  
物価上昇率 1％（2019 年、世銀）  
失業率 10.4％（2016 年、ILO） 
輸出 1.1 億米ドル 
輸入 5.4 億米ドル 
主要貿易品目（2018 年、東ティモール財務省） 
輸出 コーヒー 

輸入 鉱物性燃料、自動車及び部品、電気機
器、穀物、機械類 

主要貿易相手国（2019 年、OEC） 

輸出 シンガポール、中国、日本、インドネ
シア、米国 

輸入 インドネシア、中国、シンガポール、
マレーシア、オーストラリア 

通貨 
米ドル、ただし、1 米ドル以下につい
ては独自の「センタボ（centavo）」貨
を使用（米セントと同貨）。 

出所：外務省 Web サイトを基に調査団が作成 2 

2.1.3  自然条件（気候、地形、生物多様性、保護区） 

(1)  気候 

東ティモールの気候について、詳細な気象データ・降水量は次章以降で記述する。一般的な東

ティモールの気候は、熱帯サバナ気候に属し、雨季と乾季の区別がある。日中の最高気温は、山

岳地域を除き、一年を通じて 30℃台である。雨季は 12～4 月、乾季は 6～10 月で、5 月と 11 月は

遷移時期にあたる。乾季にはほとんどの川で水の流れがないが、雨季には国内各地で洪水被害が

発生する。ディリ内の排水路は設置及び管理不十分のため、降水時には道路が冠水しやすい状況

である。 
 
(2)  地勢・地形 

東ティモールは、東経 123～127 度、南緯 8～10 度に位置し、延長 265km、幅 92km である。島

の中央にはラメラウ山脈が連なり、最高峰はタタマイラウ山（標高 2,963m）が君臨する。南北の

海岸線まで、この山脈の斜面が迫っていることが多い。島の北側地域には山岳地帯の急傾斜がそ

のまま海に接した断崖の海岸線となっている地形が多く、南側地域は、山岳地帯から比較的緩や

かな傾斜地で形作られ、河川沿いには平地や低湿地も存在する。 
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(3)  生物多様性 

東ティモールは、長い歴史の中で大陸と一度も繋がったことが無いウォーレシアと呼ばれる生

物地理学的区分内に位置しており、多数の固有種が存在し、生物多様性に寄与している。一方、

ティモール島及び東ティモールにおいて、特に植物相の現代手法によるセンサスの実施やチェッ

クリストの報告はされてきておらず、森林伐採や狩猟、開発による生態系の喪失が加速している。 
Convention on Biological Diversity によると、ティモール島には、983 種存在するとされており、

両生類は 15～20種、昆虫類は 40種以上存在する。特に、ティモール島に存在する、カエルは 50％、

トカゲ類 25％、ヤモリ科 25％が固有種である。コウモリ類は、フルーツバット 12 種を含む 34 種

が確認されている。また、ネズミ科は最低でも 7 種、トガリネズミ科は 5 種存在する。 
また、東ティモールは、コーラルトライアングルと呼ばれる世界のサンゴ礁の約 76％の種類が

集まる生態系保全・生物多様性に重要なエリアに位置しており、海域における生物多様性も豊富

である。東ティモールの海岸線はおよそ 700km 以上からなり、潜在的な排他的経済水域 75000km2

を持つ。東ティモール農業水産省及びオーストラリア海洋科学研究所の海洋巨型動物類に関する

共同研究（2012）3によると、1000 種以上の海洋巨型動物種が東ティモール周辺海域に存在する。 
東ティモール政府は、生物多様性・生態系保全を目的とし 2020 年 2 月に Decree No. 6/20204を

定め、生態系保全に関する関係省庁の所掌、Biodiversity Advisory Committee の設立、保護種の設

定、保護区の管理及びモニタリング等に関し規定している。 
 
(4)  保護区 

東ティモールにおける自然保護区一覧を表 2.1-3 に示す。保護区は、Decree No. 5/20165で海域保

護区 2 カ所、陸域保護区 44 カ所が定められており、陸域保護区の内、Nino Konis Santana（ニノ・

コニス・サンタナ）及び Kay Rala XananaGusmao（カイ・ララ・シャナナ・グスマン）の 2 カ所は

国定公園として規定されている。 
  

 
3 https://www.cdu.edu.au/sites/default/files/research/docs/project3.pdf  
4 http://extwprlegs1.fao.org/docs/pdf/tim196840.pdf  
 5 http://extwprlegs1.fao.org/docs/pdf/tim167551.pdf 
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表 2.1-3 東ティモールにおける自然保護区一覧 

 名前 面積（ha） 
陸域保護区 
1 Parque Nacional Nino Konis Santana 123,600 
2 Monte Legumau 35,967 
3 Lagao Maurei 500 
4 Be Matan Irabere 記載無し 
5 Monte Matebian 24,000 
6 Monte Mundo Perdido 25,000 
7 Monte Laretame 16,429 
8 Monte Builo 8,000 
9 Monte Burabo’o 18,500 
10 Monte Aitana 17,000 
11 Monte Bibileo 19,000 
12 Monte Diatuto 15,000 
13 Monte Kuri 記載無し 
14 Parque Nacional Kay Rala Xanana Gusmao 18,000 
15 Ribeira de Clere 30,000 
16 Lagoa Modomahut 22 
17 Lagoa Welenas 20 
18 Monte Manucoco 4,000 
19 Cristo Rei 1,558 
20 Lagoa Tasitolu 記載無し 
21 Monte Fatumasin 4,000 
22 Monte Guguleur 13,159 
23 Lagoa Maubara 記載無し 
24 Monte Tatamailau 20,000 
25 Monte Talobu/Laumeta 15,000 
26 Monte Loelako 4,700 
27 Monte Tapo/Saburai 5,000 
28 Lagoa BeMalae 記載無し 
29 Korluli 記載無し 
30 Monte Lakus/Sabi 記載無し 
31 Monte Taroman 19,155 
32 Reserva Tilomar 7,000 
33 Cutete 13,300 
34 Monte Manoleu 20,000 
35 Area Mangal Citrana 1,000 
36 Oebatan 400 
37 Ek Oni 700 
38 Us Metan 200 
39 Makfahik 記載無し 
40 Area Mangal Metinaro 記載無し 
41 Area Mangal Hera 記載無し 
42 Lagoa Hasan Foun & Onu Bot 12 
43 Lagoa Bikan Tidi 110 
44 Samik Saron 記載無し 
海域保護区 
1 Reserva Natural Aquatica (Balibo, Bobonaro) 112,59 
2 Reserva Natural Aquatica (Atauro, Dili) 50,85 
出所：Decree No. 5/2016 
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2.2  関連機関の概要 

2.2.1  既存防災体制の状況 

(1) 防災に係わる法・制度 

 現在、東ティモールには、国の災害リスク管理について「災害リスク管理政策 2008-2012」と新

たに承認された「国民保護法 No.12/2020」がある。これらの政策・法律の概要と課題について以

下に述べる。 
 

1) 災害リスク管理政策（National Disaster Risk Management Policy: NDRMP） 
「災害リスク管理政策 2008-2012」は、2008 年に兵庫行動枠組み（2005-2015）に基づいて策定

されている。本政策は、自然災害や人為的災害から国民とその財産の安全を保証し、天然資源を

守り、政府の優先事項を明らかにし、憲法上の使命に応えることを目的としている。同政策は、

国レベルから村(Suco)レベルまでの災害管理に関する政府のビジョンを示している。脆弱性評価、

リスク分析、早期警報システム、危機管理、災害後の調査・検討、復旧・復興、災害リスクに対

する意識向上などの災害リスク管理の一連の活動を示している。 
同政策の中で、避難計画について以下の方針が示されている。「村(Suco)の委員会は、災害や重

大な緊急事態への備えの一環として、洪水やその他の危険からの安全な避難所と、その避難所へ

の安全なルートを特定しなければならない」としている。本調査における関係者や住民への聞き

取り調査では、このような緊急避難場所やそこに至るルートはディリ県では特定されておらず、

それが Suco の役割との認識もなかった。次の洪水災害への備えとして早急な対応が必要な取組

みである。 
第 4 章の「組織と災害リスク管理」では、図 2.2-1 に示す国家防災管理体制が示されている。国

民保護府の情報では、名称の変更はあるものの、基本的には防災管理体制に変更はなく、この体

制を維持しているとのことである。同政策では、国家災害管理局（National Disaster Management 
Directorate: NDMD）が、社会連帯省（Ministry of Social Solidarity: MSS）の下に組織され、東ティ

モールにおける災害リスク管理の

調整や技術支援を行う責任機関と

して防災に取組むこととなってい

るが、2019 年 3 月の政府の組織改

編、更に 2021 年 5 月の政令によっ

て、内務省の下に国民保護総局

(Directorate General of Civil 
Protection: DGPC)が組織され、更に

2022 年 3 月の法令 No.11/2022 によ

って、国民保護庁（Civil Protection 
Authority: CPA）へと改組された。

NDMD は国家災害リスク管理局

（ National Directorate of Disaster 
Risk Management: DNGRD）と名称

Vice-Prime Minister
National Coordinator
MSS or SoSNDSA
Vice-Coordinator

Inter-ministerial Commission for 
Disaster Management (CIGD)

International
Assistance Links

National Disaster 
Management Directorate 

(NDMD)
National Disaster Operation 

Center (NDOC)

District Administrator
District Disaster Management Coordinator

District Disaster Management Commission

Sub-district Disaster Management Commission

Suco Disaster Management Commission

N
ationalL

evel
D

istrictL
evel

Suco
L

evel

図 2.2-1 国家防災管理体制 

出所: 災害リスク管理政策 
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が変更され、CPA の部局の一つとなっている。CPA については、「2.2.4 関係機関」で述べる。 
2004 年 12 月 26 日のインド洋大津波後の地震や津波に対する国民の不安に対応するため、防災

担当省庁間委員会（CIGD）が首相府によって組織された。本政策は、全ての災害管理を扱うオー

ル･ハザード･アプローチを採っているため、全ての省庁及び警察、赤十字、市民社会の代表、国

連代表等で構成される CIGD に昇格させる必要があるとしている。CIGD の役割として、国の災

害リスク軽減政策と戦略的開発の年次レビューや首相への次年の優先事項に関する提言、国家災

害調整官(NDC)及び国家災害オペレーションセンター(DOC)に対して、技術的・政策的な助言やリ

ソースの支援を行うことが含まれている。 
本政策では、ディストリクト(現在の県)、サブディストリクト(現在の地区)、Suco(村)の各レベ

ルの長が災害管理委員会を組織し、担当域内の緊急･災害リスク軽減活動に責任を持つこととな

っている。 
4.3「部局・機関の責務」では、災害リスク管理に係わる総ての省庁や機関の責務について述べ

られている。また、関係する省庁や機関はそれぞれのサブプラン（業務計画）を作成することを

求めている。 
以上のとおり、同政策は、兵庫行動枠組み(2005)に基づいているため、総合的な防災政策にはな

っているものの、どちらかと言えばボトムアップ型の政策となっており、防災を人道問題として

捉えコミュニティ防災や早期警報の拡充が重視されている。防災を開発問題と捉え経済損失の防

止を重視し、防災事前投資の重要性を掲げた現在の防災の潮流（仙台防災枠組みの方向性）とは

異なる内容となっている。また、関係省庁の役割が記載されているものの、組織改編によって現

行の政府組織や地方組織と合致しておらず、役割や責任が不明確になっており、早急な更新が必

要である。 
 

2) 国民保護法（Civil Protection Law No.12/2020) 
2020 年 12 月 2 日成立した「国民保護法（Civil Protection Law No. 12/2020）」が東ティモールに

おける現時点の国民保護に係わる基本法である。国民保護法の目的として下記のとおり述べられ

ている。 

a. 集団的リスクや重大な事故・災害の発生を防止すること。 
b. 大規模な事故や大災害が発生した場合に、集団的なリスクを軽減し、潜在的な影響を

抑える。 
c. 危険にさらされている人や動物を救助・援助し、財産や文化的・環境的・公益的価値の

高いものを保護する。 
d. 重大な事故や大災害の影響を受けた地域の人々の生活の正常化を支援する。 

第 4 条の目的と活動分野には、住民への避難命令の発出は CPA の役割として規定されている。

第 8 条及び第 9 条では、災害の事象に応じて警戒宣言、有事宣言、緊急事態宣言の 3 つのレベル

の宣言について定められており、警戒宣言ではメディアや通信事業者の協力義務が定められてい

る。 
第 5 条原則では、b) 予防の原則が述べられており「重大な事故や災害のリスクを事前に検討し、

起こりうる原因を排除するか、それが不可能な場合はその影響を軽減しなければならない。」とし
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ており、災害リスク削減を定めている。更に緊急事態宣言では、私有財産へのアクセスや商品や

サービスへの一時的な要求、公務員の動員などについて規定している。 
第 3 章第 25 条～第 28 条では、国民保護政策の運営組織について規定しており、首相を国民保

護政策を指揮する第一の責任者としている。 
第 28 条では県知事は県の国民保護政策に責任を持つこととなっており、重大な災害が切迫ま

たは発生時には予防、救助、支援、復旧など状況に応じた国民保護行動を行う義務を負うことが

規定されている。また、県知事は県の国民保護サービスや機関の支援を受けることとなっている。 
国民保護政策を調整するため、国、地域、県レベルにおいて国民保護評議会が設けられること

となっており、国民保護国家評議会（National Civil Protection Council）は、国防、内務、司法、金

融、貿易・産業、環境、公共事業、運輸・通信、農業、森林・漁業、社会連帯、保健、教育、国

家行政の各分野から政府メンバーが指名する高い職位の職員が代表者となることになっている。

さらに、消防、国防軍、国家警察、移民局等もメンバーとなっている。国家評議会は、必要に応

じて県の行政官や技術・科学分野の専門家を招集することができる。国家評議会の義務の 1 つと

して、国民保護緊急計画(Civil Protection Emergency Plan)の策定及び運用に関る基準及び技術的規

範を提案することが挙げられているが、緊急計画の策定にとどまっており、災害リスク削減のた

めの防災(投資)計画に関する協議は任務に含まれていない。 
第 36 条では、県の国民保護協議会(Municipal Civil Protection Council)は、県域内の国民保護に関

する調整機関と定めている。県協議会は、県知事、県国民保護司令官、国の関係省庁の県におけ

る分権的サービスの責任者レベルの者、防衛、治安、医療緊急サービス、消防の代表者がメンバ

ーとなっている。県協議会の任務のとして県の国民保護計画について意見を述べることや国民保

護緊急計画の実施を監視することが規定されているが、災害リスク削減のための防災(投資)計画

の策定の役割は担っていない。 
上述のとおり、国民保護法は、その目的の一つとして「重大な事故・災害の発生を防止」する

ことが掲げられているものの、その内容は発災後の災害緊急対応が中心であり、災害リスク削減

についての言及はほとんどない。また、国民保護国家評議会（National Civil Protection Council）に

は、国防、内務、司法、金融、貿易・産業、環境、公共事業、運輸・通信、農業、森林・漁業、

社会連帯、保健、教育、国家行政の各省庁から長ランクがメンバーとなるとされているが、防災

政策の実施における各省庁の役割や連携した取り組みに関する言及は記載されていない。2030 年

を目標年とする国際的な防災枠組みである「仙台防災枠組 2015-2030」に沿った取組みを実施す

るため、「国家災害リスク削減政策」更新が急務であると共に、グローバルターゲット(e)に合致し

た「国家防災投資計画」の策定も急がれる。 
 
(2) 災害リスク削減への投資の現状 

東ティモールでは、戦略的開発計画（SDP）の実施を支援するために、基幹インフラや重要な

資本開発プロジェクトに資金を提供する目的で、2011 年に政府によってインフラストラクチャ

ー・ファンド（IF）が設立された（法律 No.1/2011 年 2 月 14 日）。SDP は、東ティモールの社会

経済発展の中心的な柱として、インフラ開発を優先事項としている。IF の目的は、道路や橋、港

や空港などの重要インフラの建設と維持、信頼性の高い電力の全国的な供給、水と衛生設備、公

共施設などの戦略部門の改善である。その後「2016 年国家予算に関する法律№1/2016」によって
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IF は自律的な基金に生まれ変わり、IF 投資の範囲はより広範な以下の 9 セクターをカバーするも

のとなっている。 

1)  道路、橋、港、空港などの交通インフラ 
2)  病院、学校、大学などの社会インフラ 
3)  洪水制御・地滑り防止インフラ 
4)  水処理・衛生設備 
5)  発電・送電施設 
6)  通信施設 
7)  物流施設（貯蔵インフラを含む） 
8)  公共建築物及び公共施設 
9)  戦略的な開発を促進するインフラ 

9 セクターの内、1 つは「洪水制御と地滑り防止インフラ」への投資が含まれているが、予算書

の上では、上記セクター別の集計はなされていない。表 2.2-1 は、過去 6 年間の IF 全体とその内、

被災インフラの維持･リハビリのための予算と執行状況を示している。2021 年の被災インフラの

維持リハビリのための予算は、今次洪水被害を受けて大幅に積み増しされていることがわかる。

被災後の復旧のみならず、災害を起こりにくくする事前の防災投資のための「災害リスク削減投

資」を計画的に進めることが重要である。 

 

 
(3) ディリ県の既存防災体制の状況 

1) 災害応急対応 

 a) 災害情報伝達 
現状では、ディリ県による防災への取組みは限定的である。ディリ県には防災を担当する部署

は存在せず、庁舎に県国民保護サービスの調整役（Focal Point）の部屋が設けられており、合計 5
名の職員が勤務している。CPA から派遣された職員は、県と CPA をつなぐ調整役を担っており、

給与も CPA から支給されている。 
災害リスク情報の伝達については、気象･地球物理局（DNMG）からの気象情報は、CPA へ送ら

れ CPA で緊急避難の要非などの分析がなされ、関係省庁･機関へ送信される。DNMG の気象情報

は、テレビ、ラジオ、ソーシャルメディアを通じて直接住民に伝達される。 
CPA は、前述の国民保護法の第 4 章 2. d)に基づいて避難命令等の災害リスク情報を国民に対し

て発出する。この情報は、県や村の窓口(Focal Point: 県の場合 CPA からの派遣職員、村の場合 Suco

表 2.2-1 インフラファンド予算と被災インフラの維持リハビリ予算(百万 USD) 

註：・2021 年の IF 全体の執行・執行率は、第 2 四半期(2Q)末の数値 
   ・2021 年の被災インフラの維持・ﾘﾊﾋﾞﾘ予算の執行・執行率は、第 3 四半期(3Q)末の数値 
出所: State Budget 2022, Book 3A Infrastructure Fund, 財務省 

予算 執行 執行率 予算 執行 執行率

2016 784.47 549.64 70% 4.67 0.63 14%

2017 325.62 231.95 71% 7.06 4.57 65%

2018 386.01 331.23 86% 10.62 9.47 89%

2019 367.54 276.90 75% 6.15 4.39 71%

2020 184.93 138.74 75% 2.91 1.97 68%

2021 280.89 32.49 12% 63.21 0.87 1%

計 2,329.46 1,560.95 67% 94.62 21.89 23%

年
インフラファンド（IF)全体 IFの内、被災インフラの維持・ﾘﾊﾋﾞﾘ
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長)へ直接情報伝達される。県は、地区長(Administrative Post 長)、村長(Suco 長)、サブビレッジ長

（Aldeia 長）へ電話、ソーシャルメディア等を利用して災害リスクについて伝達する。現状の災

害リスク情報の流れと連絡手段を図 2.2-2 に示す。 
災害リスク情報の発信に複数の通信手段が用意され、冗長性が確保されていることは好ましい。

また、2021 年 4 月洪水災害以降の取組みであるが、東ティモールの携帯キャリア 3 社との合意に

より、国民保護府からの災害リスク情報が SMS ブロードキャストで配信されるようになったこ

とは大きな進歩と言える。SMS ブロードキャストは、ソーシャルメディアのようにインターネッ

ト接続の必要がなく、旧型の携帯電話でも、プッシュ型で情報を受信できるため、警報発令には

理想的である。 
住民への聞き取り調査で、テレ

ビを通じてサイクロンの気象情

報は聞いていたが、いつもと同じ

だと思ったとのコメントがあっ

た。接近するハザードの規模によ

っては、インパクトの可能性が伝

わるメッセージが必要である。日

本では、「これまで経験したこと

が無いような」や「20xx 年豪雨に

匹敵する」といった表現が使用さ

れることがあるが、切迫感を伝え

るために東ティモールにマッチ

した表現が必要である。 
 
b) 災害応急対応 
ディリ県によると、災害リスク管理に係る役割はまだ CPA から移譲されておらず、2022 年か

ら県が災害リスク管理の役割を担うとのことであるが、現在のところ組織やチームは編成されて

おらず、計画や役割についても明らかではない。コミュニティ防災活動（CBDRM）のファシリテ

ーターの訓練を受けた職員はいるが、まだ活動は開始されていない。洪水、土砂災害等の恐れが

あるときに、緊急避難場所の指定もなされておらず対応の遅れが見られた。 
2021 年 4 月の洪水災害への対応では、予算的制約から県による被災者支援は食料、水、毛布の

提供などにとどまった。この経験から 2022 年の会計年度では 100 万米ドルを災害対応のための

予算として議会で要求したが、結果的には承認されず災害への備えは強化されていない。 
現状ではディリを含むすべての県の防災対応は限定的であり、CPA に依存した体制となってい

る。国民保護法（Civil Protection Law No.12/2020)の実施が遅れていることが原因である。2022 年

3 月の法令 No.11/2022 によって、国民保護庁（Civil Protection Authority: CPA）が設立され、今後、

国民保護法に沿った国民保護体制の構築が実施されることとなる。同政令によれば、国民保護庁

の設立から 1 年以内に SIOPS と呼ばれる「保護・救助活動の統合システム（Integrated System of 
Protection and Rescue Operations）」及び「国民保護緊急計画（Civil Protection Emergency Plan）」が、

Himawari cast (JMA) BOM (Austraria) BMKG (Indonesia)

Grobal Model Windy NOAA Model

DNMG

Acquisition of External Meteorological Information

・Automatic and commissioned rain gauges
・Newly installed automatic weather stations in Dili

Weather information, forecast, alert (daily, weekly)

CPA - NDRMD

Residents

- Facebook
- Blog
- RTTL
- Community Radio

- WhatsApp Group
- Email (Bulletin)
- Phone call

Focal Point (Municipality and Suco)

- RTTL
- Community Radio
- Car with laud speakers
- SMS broadcast
- Facebook, WhasApp

Relevant 
Government 
InstitutionsDisaster risk information 

& evacuation order

- Phone call
- WhatsApp Group
- Facebook

UN agencies, Red 
Cross, NGOs, 
International 
agencies, etc.

情報伝達手段(例)

- RTTL
- Facebook
- DNMG Blog
- DNMG Web Site
- Community Radio

- Official letter
- Phone call
- Social media

図 2.2-2 災害リスク情報の流れと連絡手段 

出所: 災害リスク管理政策 
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策定されることとなっており、国、地方、県等各レベルの機能や役割が明確にされることが望ま

れる。 
2) ディリ県の防災への投資 
災害リスク削減のための、河川の改修などインフラ整備の役割を県は担っておらず、公共事業

省（MPW）の任務となっている。県が扱うことができるインフラ整備は 50 万米ドル未満のプロ

ジェクトである(Decreto-Lei N.º 54 /2020)。Suco や Aldeia への学校建設等には県の予算が使用でき

るが、河川改修等のインフラはもっと大規模なものとなるため MPW が扱うこととなる。Suco や

Aldeia への予算使用も Suco 長、Aldeia 長からの提案書に基づいて評価し実施されることとなって

おり、県が自ら実施することはできない。このため、2021 年 4 月洪水災害後には、河川や道路に

堆積した土砂の除去は、建設機材管理公社（IGE）の協力により実施された。 
現行の法律の下では、このような国と県との役割分担から、規模の大きな河川改修事業は実施

できないが、住民参加による排水溝の清掃や小規模の堆積土砂の掘削などは市の予算でも実施可

能と思われる。また、首都の洪水被害の軽減のためには、河道のモニタリングと BTL や IGE と

の協力による河道管理の実施が不可欠である。 
 
2.2.2  カウンターパート機関 

(1) 公共事業省（Ministry of Public Works: MPW） 

1) 道路・橋梁・治水局（Directorate of Road, Bridge and Flood Control: DRBFC） 
公共事業省（以下「MPW」）は、給水排水サービス・電力供給・交通等の公共サービスの事業

計画・政策策定・施行・管理にかかる政府機関である。MPW の組織図を図 2.2-3 に示す。MPW
の 2021 年度全体予算は、US＄23.45M であるが、この他に、後述する主要事業事務局のインフラ

ファンドよりプロジェクト毎に予算割当がある。 

 
出所：MPW 

図 2.2-3 MPW組織図 
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道路・橋梁・治水局（DRBFC）の所掌は、表 2.2-2 のとおり 2013 年工業事業省省令 25 号(Ministerial 
Diploma 25/MOP/2013)の Article 5 に規定されており、道路、橋梁及びインフラ等の主にハード面

の洪水管理対策実務部門である。DRBFC は、過去 JICA 支援業務の道路維持管理水準向上プロジ

ェクト、コモロ川上流新橋等のメインカウンターパートであり、JICA 支援プロジェクトを通じト

レーニングを受けた職員も多い。DRBFC の組織図を図 2.2-4 に示す。 

 

表 2.2-2 DBRFC責任範囲 

No. 事項 
1 道路、橋梁、その他インフラの建設、拡張、修復プロジェクトの推進 
2 洪水やその他の性質の水を保護および管理するための他の作業を含め、国のネット

ワークの道路および橋の建設、保全および維持を確保する。 
3 他のサービス及び関連機関と連携して、道路および他の通信手段の安全条件の改善

を含む、公共事業部門のための立法及び政策策定行う。 
4 道路、橋、その他の通信手段の保全状況にかかる記録を保持する。 
5  他のサービス及び関連機関とともに、国道ネットワークの国家計画と道路輸送ネッ

トワークを促進する。 
6  法律により割り当てられたその他の事項 

出所：2013 年公共事業省省令 25 号 

 

出所：MPW DBRFC 

図 2.2-4 DRBFC組織図 

2) 東ティモール水道公社（Bee Timor-Leste: BTL） 
国家水道公社は、2021 年 1 月には公社化及び組織改編が行われ、Decree No. 41/2018 に基づき、

DNSA から東ティモール水道公社（Bee Timor-Leste、以下 BTL）に水道事業が移管された。 
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BTL の所掌内容は、東ティモール国内の給水及び排水に係る操業及び管理の実施部門である。

具体例として、ディリ内の給水分野においては、べモス取水堰、べモス浄水場の管理・オペレー

ション、また、導水管その他付帯設備の管理・オペレーションを担当している。4 月洪水発生直

後に破壊されたべモス取水堰から浄水場までの導水管は、オーストラリア国境なき技師団の協力

により一時的な修復工事が行われる予定である。 
一方、排水分野のオペレーションについては現状ディリ内のみのメンテナンスのみを行ってい

る状況であるが、ディリ内の排水施設更新計画がポルトガル水道公社協力の下進められている。

当該計画は自国予算 US$16.5M で、ディリ内の排水路の拡張、貯水池の整備及び排水チャンネル

（トンネル）の建設である。 

(2) 農業水産省（Ministry of Agriculture and Fishery: MAF） 

農業水産省（以下「MAF」）の組織図を図 2.2-5 に示す。MAF は、2015 年政令 14 号に基づき、

組織されており、農業分野、森林分野、水産分野、家畜分野に関する政策策定、実施、調整政府

機関 である。加えて、地方の開発計画・政策策定も所掌である。 
MAF の省全体の平均年間予算はUS$29.5 百万であり、その内訳には、灌漑整備予算US$250,000、

災害復興及び緊急対応に係る予算 US$15,000 も含まれている。 
MAF の内、現地法令上、自然災害の担当部門は、The National Directorate of Rain Catchment and 

Mangrove Areas (Direção Nacioanal das Bacias Hidrográficas e Áreas Mangais)であるが、予算割当が限

定的のため実質当該部門が緊急復興対応を行った実績はない。実際には、復興対応は被災を受け

た構造物・システム等の管理担当部門が年度予算の調整・他部からの調達を行う。4 月洪水では、

灌漑施設が被災したため、灌漑担当部が約 US$150,000 を省内調整し復興対応を行った。 
MAF は FAO の支援により、灌漑部門、水産部門、家畜部門及び森林部門の局長レベルからな

る災害リスク管理ユニットを組織しているが、施策は国民保護府が行うと位置付けており、MAF
の災害対策にかかる政策・対応方針は存在しない。 

 
出所：MAF HP6 

図 2.2-5 MAF組織図 

 
6 https://www.maf.gov.tl/tl/perfil/organograma 
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2.2.3  パートナー機関 

東ティモール国立大学工学部（National University of Timor Leste: UNTL, Faculty of Engineering, 
Science and Technology: FEST） 
東ティモール国立大学（以下「UNTL」）は 2000 年に設立され、9 つの学部（工学部、農学部、

科学部、社会学部、法学部、経済・経営学部、教育・芸術尋問科学部、哲学人間科学部及び医療

健康科学部）から構成される。 
工学部には、機械工学科、土木学科、電気電子工学科、情報工学、地質・石油工学の 5 つの学

科がある。土木学科には EDTL の President Dr. Paulo da Silva 含む 19 名の職員が在籍している。

JICA より産業人材育成支援を目的として、2001 年の工学部設立より、カリキュラム策定、施設

復興、機材供与、技術協力等の支援が継続されてきている。 
UNTL に在籍する Dr. Benjamim Hopffer Martins は、2021 年 4 月洪水を受け、大統領命令により

Post disaster infrastructure restoration committee のコーディネーターに任命され、洪水被害の調査を

行うなど豊富な知見を有している。本調査では、UNTL-FEST をパートナー機関と位置付け、

Benjamim 氏へのヒアリングや調査の節目での報告、情報共有を図りながら調査を実施した。 

2.2.4  関係機関 

関係機関の予算及び所掌の記載された設立根拠法を表 2.2-3 に示す。 

表 2.2-3 関係機関の予算及び設立根拠法 

関係機関 予算7（US＄M） 設立根拠法令 

財務省 31.8 2012 年政令 41 号 
外務国際協力省 26.3 - 
主要事業事務局 339.6（インフラファンド） 2011 年政令 No.8 
国民保護庁 13.5 2022 年法令 11 号 
水資源規制局 2020 年政令 38 号 
気象地球物理局 11.8(運輸通信省) 
石油地質研究所 2.98 2012 年政令 33 号 
電力公社 157 
ディリ県庁 8.6 2009 年法令 11 号 
東ティモール国立大学工学部 19.1（大学総額） - 

  出所：出所：MOF HP 及び協議結果 

(1) 財務省（Ministry of Finance: MoF）

財務省（MOF）は、2012 年政令 41 号に基づき、年間予算案計画、モニタリング、ファイナン

ス等を所管としている。財務省の所掌は下表 2.2-4 のとおり。本調査との関係は、将来案件形成時

の諸税取扱調整を担う。 

7 2021 年補正予算含む。 
8 2020 年度予算。出所：IPG Annual Report 2020 
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表 2.2-4 MOF の所掌内容 

No. 項目 

1 中央銀行とともに、マクロ経済、金融、為替レートの政策を提案する 
2 収入、予算の枠組み、調達、公会計、財政、国庫の監査と管理、公的債務の発

行と管理に関する政策と法案を提出する 
3 東ティモールの石油基金を管理する 
4 東ティモールとドナーとの関係を調整するために、外務省と連携する 
5 外部の公的債務、州の企業への出資及び外部の支援を管理し、財務および税の

調整および定義する 
6 国の資産を管理する 
7 公式統計の情報整理・公開 
8 州の一般予算から割り当てられた予算使用状況の監査 
9 監査と監視を通じて、州予算から州および地方政府機関によって間接的に管理

されている機関に送金された資金の管理 
出所：MOF HP より調査団作成 

(2) 外務協力省(Ministry of Foreign Affairs and Cooperation: MNEC)

外務協力省（MNEC）は、外交政策の立案・条約の締結、また国際機関・他国政府支援の調整

を行っている機関である。本調査との関係は、調査団受入調整、将来案件形成時の調整等である。 

(3) 主要事業事務局（Secretariat for Major Project Service: MPS）

主要事業事務局（以下「MPS」）は、2011 年にインフラファンド業務委員会（The Infrastructure

Fund Administration Council）の業務支援及び技術支援を行うため、2011 年政令 No.8 に基づき設立

された。 

表 2.2-5 MPS の所掌内容 

No. 項目 

1 技術的および財政的観点から、インフラ基金によって資金提供されるプロジェ

クト承認に係る予備的かつ正式な評価を行う。

2 プロジェクトのスケジュール又はプロジェクトの収益の割出 
3 インフラファンド管理評議会の調整業務及び議事録を作成

4 インフラファンド管理評議会の発行物策案及び閣僚評議会への月次報告

出処：MOF HP より調査団作成 

(4) 国民保護庁(Civil Protection Authority: CPA)

国民保護組織は、2019 年までは Ministry of Social Security の下に設けられていたが、2019 年に

内務省の下に再編成された。2021 年 5 月 7 日付け省令第 28 号(Ministerial Diploma No.28/2021) に

基づき、国民保護総局(Directorate-General of Civil Protection: DGPC)が組織された。その後、政府

は、2022 年 3 月 9 日付法令第 11 号（Decree-Law No.11/2022）に基づき、DGPC を国民保護庁（Civil 

Protection Authority: CPA）に昇格させ国民保護法に則った体制の構築を始めている。CPA は、す

べての国民保護活動を調整する行政機関として、国民保護システム全体を統括する。CPA は、行

政レベルでの連絡の中心機関であり、庁官（President）を長とし、国民保護システム全体の運営、

管理、ロジスティック、財務管理を行う。地域・自治体の国民保護システムは、Oe-Cusse Ambeno

特別行政区（SAROA）及び 13 の各自治体において、当面は非集中型で、将来的には地方分権構
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造として構築される予定である。Decree-Law No.11/2022 によると、CPA は、この法律の発効日か

ら 1 年以内に「保護・救助活動の統合システム（SIOPS）」及び「国民保護緊急計画（Civil Protection 
Emergency Plan）」を国、地方、自治体レベルで整備する予定である。 

CPA の下には、以下の局が設置される。 
1) 消防局（National Directorate of Firefighters）
2) 災害リスク管理局（National Directorate of Disaster Risk Management）
3) 国家治安・公共財産保護局（National Directorate of Security and Protection of Public Property）
4) 地域紛争防止局（National Directorate for the Prevention of Community Conflicts）
5) 資源管理局（National Directorate of Resource Management）
災害リスク管理局（National Directorate of Disaster Risk Management）は、国民保護の観点から災

害リスク管理に関する公共政策を策定し、国内の関係機関の活動を調整する役割を担う。国民保

護法に規定される国民保護活動の所掌事項を表 2.2-6 に示す。 

表 2.2-6 国民保護活動の所掌内容 

No. 項目 
1 集団的リスクの調査、予測、監視、評価および防止 
2 リスク状況に対する脆弱性の継続的な分析。

3 住民の情報配信と訓練 
4 影響を受けた人々の捜索、救助、救援と支援の提供及び避難、宿泊、物資の提

供を目的とした緊急行動の計画。 
5 利用可能なリソースと手段の目録管理、地方自治体、地域、国レベルへの展開 
6 インフラ及び建物一般、記念碑及びその他の文化財の保護、並びに自然・環境

資源の適切な形態の研究および普及。

7 重大な事故または自然災害により影響を受けた地域が隔離された場合の通信手
段の代替計画及び予測。 

出所：Art. 4, Law No. 12/2020 

CPA は、ディリに中央事務所があり、各県庁内に CPA の連絡事務所が設けられている。中央事

務所には、オペレーションセンターを設置し、ドローン 4 機、無線機、管制用モニター等を保有

している。なお、年内に中央事務所及びオペレーションセンターの移設計画がある。その他、保

有する防災用機材は、職員移動用車両（バイク含む）8 台、トラック 2 台のみである。避難時の

テント、避難時備蓄等は所有しておらず、現状ではドナーによる支援に頼っている現状である。 

(5) 水資源規制庁（National Authority for Water and Sanitation: ANAS）

水資源規制庁（以下「ANAS」）は、2020 年 9 月に 2020 年政令 38 号 により、前身機関である

公共事業省水道局（National Directorate of Water Supply, DNSA）の所掌の内、水資源に関する法規

制立案・施行・モニタリング機能が移管された。ANAS の所掌は以下のとおり。 

表 2.2-7 ANASの所掌内容 

No. 項目 
1 水資源管理、水供給および衛生政策の定義において政府を支援する。 
2 水資源管理計画案の作成及び政府への提出 
3 統合水資源管理のための調整評議会の調整。 

水資源管理計画を通じて水の合理的な使用の促進。 
4 公共水域エリアの都市計画提案 
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5 国家レベルの極端な干ばつや洪水の状況における対応方針の採用及び調整 
6 法律及び水資源管理計画に従って、水資源の使用の監視、検査及び認可。 
7 水資源セクター、水供給及び衛生に係る規制基準案を政府に提出。 
8 給水及び都市の排水衛生サービス並びに管理機関より消費者に提供されるサービス

の品質管理。 
9 法律に基づく給水及び衛生システムを管理する事業体の活動の監視、検査及び認

可。 
10 消費者等による給水・衛生システムの正しい使用の周知 

出所：2020 年政令 38 号 

(6) 気象地球物理局（National Directorate of Meteorology and Geophysics: DNMG） 

気象地球物理局（以下「DNMG」）は、運輸通信省（Ministry of Transport and Communications）
傘下にあり、東ティモール国内の気象モニタリング実施、気象情報・地質情報の管理・提供機関

である。DNMG の所掌は以下のとおり。なお、気象モニタリングは、日本の気象衛星であるひま

わりの観測データ等国際公開データを活用しており、DNMG 自身は気象予測を行っていない。 

表 2.2-8 DNMGの所掌内容 

No. 項目 
1 国の情報システムと気象モニタリング、気候、地震及び国の国民保護計画の準備と実施

を担当する他の部門や公共団体と連携し、承認を受けるための準備と開発。 
2 気象情報、気候学的および地震学的重要な機関である民間航空、海運サービス及び他の

公的および民間への情報提供 
出所 Article 14, Organic Law No.20/2016 
 

(7) 石油地質研究所（Institute of Petroleum and Geology: IPG） 

石油地質研究所（以下「IPG」）は、2012 年政令 33 号に基づき、石油天然資源省の下、石油・

天然ガス等の天然資源にかかる地質研究機関として設立された。本調査関連のプロジェクトとし

て、地滑り・土砂崩れのハザードマップを作成している。 
IPG の所掌の一部を表 2.2-9 に示す。 

表 2.2-9 IPGの所掌内容 

出所：Decree-Law nº 33/2012 
 

(8) 電力公社（National Electricity Company: EDTL） 

No. 項目 
1 The Authority National Petroleum、Minerals and Timor GAP 等による公的機関及び民間から

得た地質学、石油資源および鉱物に関連する情報の整理・選択・更新・再構築 
2 東ティモールの国土または海域の地質図およびその他の主題図、ならびに関連文献を作

成および配布する。 
3 石油研究、鉱物資源、地下水資源の分野を含む、純粋な応用地質学の分野での研究開発

を促進、支援、実行し、国土と海域の体系的な地質学の知識を獲得します。資源の開発
と利用を最適化する目的で、また科学的観点から社会福祉と国家経済発展を促進するた
めに設立された国立地質研究所を管理及び開発。 

4 国の鉱物及び水資源の研究と開発にかかる環境計画と管理、鉱物と地下水資源の管理、
国民保護を含む地質情報へのアクセスに関連する問題またはプロセスについて、公的機
関と機関を支援し、助言する。 

5 法規制草案を作成するプロセスに必要な科学的または技術的作業を伴い監督機関に助言
する。 

6 地質学または関連サービスをそれを要求する公的及び民間に提供する。 
7 法律及び政府指示による各種サービス 

2-17



 
東ティモール国  

ディリ洪水対策情報収集・確認調査 

 

 

電力公社（以下「EDTL」）は、東ティモール国内の発電・配電・電力供給を担う公社である。

東ティモール国内で現在稼働中の発電所は、ヘラとベタモスに位置する 2 つのディーゼル発電所

であり、国内全体へ供給している。ディリ県内の電化率はおよそ 85％であるが、電化に向け送電

網の拡大・強化中である。 
EDTL の 2021 年度予算は、US$157M であり、その大半はディーゼル発電の燃料費が占める。

自国産の天然ガス・石油は輸出されているため、国内の発電には利用されていない。President Dr. 
Paulo da Silva によると、将来計画として、天然ガス火力発電所及び太陽光発電所の導入を検討が

なされている。また、全国的に盗電が問題になっており、メーター取付も進められている。加え

て、盗電や植民地時代の情報が残っていないことにより全国の送電網を EDTL は図面化できてい

ない。そのため、送電網の管制・メンテナンスは、故障個所を現場で探している状況である。今

後、送電網のデジタル化も計画されている。 
電力供給等への 4 月洪水の影響は、2 つの発電所への被害は無かったものの、16 塔の送電塔が

傾く等し、連結する電線が切断し 34 ヶ所への電力供給が遮断された。4 月 4 日の洪水当日は、デ

ィリ内が約 9 時間のブラックアウトとなったが、その後復旧。16 塔の送電塔及び切断された電線

は、被災後 1～1 ヶ月半後には修復工事が完了し、電力供給が再開されている。 
 
(9) ディリ県（Municipality of Dili） 

東ティモール国内に存在する 13 の県は、2009 年法令 11 号 により、行政区分、県境及び県庁

所在地が明確化された。現時点において、東ティモール中央政府が政策策定・立法機関機関であ

るのに対し、県庁は、かかる政策・法令等の執行組織である。ディリ県庁によると、法令立案・

県政策策定は可能であるものの、実態として行政管理・手続きが所掌である。なお、中央政府に

より自治能力の評価を受け許可を取得すると、法令立案含む県庁単位の自治が認められる。ディ

リ県庁は 2021 年現在評価中であり、許可を取得すると来年以降より自治が認められる。 
加えて、ディリ県庁の年間予算は、国家予算からの割り当てで賄われており、県庁の税収は存

在していない。 
また、ディリ県内の衛生管理は、ディリ県の所掌であり、道路等の公共部の清掃はディリ県が

行っている。一方、道路沿いや住宅街内に張り巡らされた排水溝の清掃は MPW の所掌とディリ

県庁は認識しており、NGO やドナー（UNDP、KOICA 等）による清掃プロジェクトを除き、国内

政府による清掃は行われていない認識である旨ディリ県庁より説明があった。 
 
2.2.5 国際機関 

(1) 国連連絡事務所（UN Resident Coordinator Office: UNRCO) 

東ティモール国連連絡事務所（UNRCO）は、東ティモール国内での UN 機関や各機関のプロジ

ェクトを調整・管理する目的で設置された機関。東ティモール国内の防災分野支援を行っている

UN 機関は全部で 5 機関。国連食糧農業機関（FAO）は被災農家の支援、国際連合開発計画（UNDP）
は、コミュニティベースの防災教育、国際通貨基金（IMF）は、ローカルビジネスの被災支援、国

際連合教育科学文化機関（UNESCO）及び国連環境計画（UNEP）は、早期警報システム構築支援

を行っている。 
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また、UNRCO は国連人道問題調整事務所（OCHA）が東ティモールにないため、人道問題にか

かる支援も UNRCO が担当している。そのため、4 月洪水の被害レポートは UNRCO が取りまと

め発行した。洪水のレポート作成に際し、国内の政府関連機関、UN 機関、NGO から組織された

組織間協働調整システム（ネットワーク）を通じ情報収集を行った。政府は、人道（死傷者、避

難者、住居被害）被害及びインフラへの被害の２種類の被害状況調査を行っている。また、UNDP
は、シェルターの設置・避難者への緊急支援等を通じ、被災者数、避難者数等のデータ収集を行

っている。加えて、水と衛生管理分野（Water, Sanitation and Hygiene, WASH）では、UNICEF が中

心となり支援を行っており、住居被害を主に定量化し、復興対応の優先順位付けを行った。上記

やその他機関からの情報を踏まえ、被災状況報告レポートを UNRCO より発行。また被災状況及

び今後必要な支援を取り纏めた Post Disaster Needs Assessment（以下「PDNA」）が発行予定である。 
防災分野にかかる国連関連機関の支援状況として、上記に加え、国民保護府の能力向上、職員

のキャパシティビルディング、また、災害事前準備計画策定の支援を NGO と協働で行っている。

災害発生直後より、UN 機関は国民保護府への支援を通じて、簡易避難所の提供、一時救助・避

難テントの設営、被災者支援を行っている。ディリ県内には 40 の避難所が稼働中。詳細データは

PDNA に掲載予定。早期警報システム構築分野は、早急な設置が求められており優先順位が高い

ため、米国や韓国等他ドナーも同様のプロジェクトを行っているが、現状各ドナーの支援による

位置図等は無く、警報システム分野の統合的な支援状況の整理はなされていない。 
 
(2) アジア開発銀行（Asia Development Bank: ADB)  

2021 年 12 月末現在、貧困のないアジア太平洋地域というビジョンの実現に向けて、ADB の累

積コミットメントは 3,589 億 USD に達している。 
また、ADB はこれまでに、東ティモールとの間で 6 億 1900 万 USD の融資、グラント、技術協

力プロジェクトの調達契約に合意している。具体的には、国道復興支援、電力供給能力強化、マ

ナツト県等での都市給水プロジェクト等である。 
ADB によると、ADB の災害等緊急融資・プロジェクト契約の方法は、政府要請による Savings 

Loan からの貸付又は融資合意済み・契約済のプロジェクトに災害対策及び修復工事を追加する 2
種類。4 月の洪水を受けて、一つ目の政府要請は今まで受けていない。二つ目について、現在 Road 
Network Upgrading Project で国道整備中であるが、4 月洪水に伴う計画変更は発生していない。一

方、当該国道プロジェクトの計画には河川水位観測センサー設置等の災害発生検知システムも含

まれている。 
 
2.2.6 他ドナー 

(1) ポルトガル水道公社（Aqua de Portuguese: AdP) 

ポルトガル水道公社（以下「AdP」)は従来東ティモールの水セクターへ支援を継続してきてい

る。AdP は、総額 US＄200M 規模のディリの排水施設更新計画にかかる詳細設計を担当し、現在

BTL が排水路の回収・新設工事の調達手続き中である。 
当該プロジェクトはフェーズ毎に別のドナーが関与してきており、第 1 フェーズではオースト

ラリアの企業が既存インフラの調査を実施した。第 2 フェーズにおいて、AdP が詳細設計を担当

し、水理解析、LiDAR での調査や降雨データ等の収集・整理、必要な許認可に関する情報収集を
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行っている。AdP によると当該計画は、現在改修・新設工事に向け調達手続き調整中。工事期間

は 5 年間想定。 
 
(2) オーストラリア／国境なき技師団（Engineers Without Border (Australia): EWB） 

オーストラリア国境なき技師団（以下「EWB」）は、エンジニアにより 2003 年にオーストラリ

ア・メルボルンで発足した機関であり、オーストラリア政府等からのファイナンスを受け世界各

国で技術協力、水・衛生管理分野等でのハード面・ソフト面での支援を行っている 。 
EWB は、4 月洪水により破壊された給水システムの緊急復興支援を行っている。対象は、取水

堰及びその付帯設備並びに導水管としている。設計・調達は EWB により実施され、現在入札中

である。 
 
(3) 米国国際開発庁（United States Agency for International Development: USAID） 

米国国際開発庁（以下「USAID」）は、政府系国際開発及び人道支援機関である。USAID は東

ティモールで主に選挙実施支援等の政治体制強化分野、マーケット・コミュニティ経済開発分野、

医療分野等への支援を行ってきている。 
4月洪水を受けて、USAIDは国連機関である International Organization for Migration（以下「IOM」）

をとおして US$100,000 緊急災害支援金拠出。主な資金使途は、堆積物除去・清掃、シェルター設

置、災害担当政府機関・救助担当機関の教育等。 
その他、4 月災害の復興支援として、既存プロジェクトである地方農家の収入向上プロジェク

トの一環として、洪水により収入に影響のあった農家に対し、バリューチェーンの再構築支援等

行った。なお、USAID は、東ティモール国内の農業分野において灌漑施設の修復等の建設を伴う

支援は行っていない。 
加えて、政府関連機関への緊急災害対応教育は、Incident Command System（ICS)と呼ばれる内

務省、国民保護府、警察等 20 人程の担当者に対し、米国専門家より効果的・効率的な緊急災害時

管理・対応システムにかかるトレーニングを定期的に開催している。USAID によると、防災分野

支援は IOM を通じ政府要請・ニーズを受けフレキシブルに支援プロジェクトを形成している。 
 
2.2.7  NGO/NPO 

(1) Mercy Corp 
Mercy Corp は米国オレゴン州ポートランド設立、世界各国で農業分野、経済開発分野、Covid-

19 感染防止等の保健分野、災害対策分野への支援を行っている。東ティモールでは、栄養改善、

農業及び災害対策、自治体支援プロジェクトが稼働中。災害対策支援プロジェクトは、Preparadu、
Maloa 川景観プロジェクト、Managing Risk through Economic Development の 3 事業を実施中。早

期警報器システム構築プロジェクトは Preparadu の一部として実施している。早期警報システム

プロジェクトは、EU 及び KOICA の資金支援の下 Similie という現地企業と協働で行っている。

カウンターパートはディリ県。現在警報システムの設計、設置段階である。国内生産できるもの

は国内で調達し、それ以外は海外より調達する計画で進行中である。 
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2.3  環境社会配慮制度 

当該国の環境社会配慮に関係する主な法律および現在整備中の法案は、以下の通りである。 
【環境関連】 
⚫ 東ティモール民主共和国憲法（Constitution of the Democratic Republic of Timor Leste） 
⚫ 民法（Laws of the National Parliament No.10/2011 15th September, Approves the Civil Code） 
⚫ 環境基本法（Government Decree Law No. 26/2012 4th July, Basic Law on Environment） 
⚫ 環境ライセンス法（Government Decree Law No.5/2011 9th February, Environmental Licensing） 
当該国において環境影響評価の手続きを定めているのは、環境ライセンス法である。この法律によると、

事業用地のカテゴリー分類は、JICA ガイドライン同様、環境社会への重大な負の影響が見込まれるプロ

ジェクトをカテゴリーＡ、ある程度負の影響が想定されるプロジェクトをカテゴリーB、ほとんど影響がないと
予想されるプロジェクトをカテゴリーC と分類している。(表 2.3-1) 

 
表 2.3-1 東ティモールにおける EIAの基準と分類 

プロジェクトの影響分類 プロジェクトの影響評価基準 

カテゴリー A 重大な負の影響が見込まれるプロジェクト 

カテゴリー B ある程度負の影響が見込まれるプロジェクト 

カテゴリー C ほとんど影響ないと見込まれるプロジェクト 

出所：JICA 調査団 

 
カテゴリーの定義にある「重大な負の影響」の有無については、事業対象地の規模や非自発的住民

移転の有無、及び社会経済面における影響を含むかどうかなど、総合的な評価により決定される。すべ

ての開発事業の計画者は、事業実施の前に通商産業環境省環境局に事業計画を記したプロジェクトド

キュメントを提出し、同局が発行する環境ライセンスの交付を受けることが義務付けられている。 
以下で示すとおり、プロジェクトドキュメントに求められる内容（図 2.3-1）は、カテゴリー分類によって差

異はない。また、取得済みライセンス期限の延長は、最長で原本期間の 2 倍まで可能であるが、それを

超える、または、期限を満了したライセンスは失効し、同一の事業であっても、新たにカテゴリー評価の手

続きを踏む。（環境ライセンス法 22条、41条） 

 
図 2.3-1 東ティモール国環境評価の流れ及びプロジェクトドキュメントに求められる内容 

出所：通商産業環境省環境局 EIA パンフレット 
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【社会配慮関連】 

⚫ 東ティモール民主共和国憲法（Constitution of the Democratic Republic of Timor Leste） 
⚫ 民法（Laws of the National Parliament No.10/2011 15th September, Approves the Civil Code） 
⚫ 不動産所有権定義のための特別法（Laws of the National Parliament No.13/2017 5th June, Special 

Regime for the Definition of Ownership of Real Estate) 
⚫ 公用地収用法（Laws of the National Parliament No.8/2017 26th April, Expropriation for Public 

Utility） 
⚫ 国家私的不動産法案 (Draft of the Government Decree Law No./2018, Legal Regime of Real Estate 

in the Private Domain of the State) 
⚫ 国家公的不動産法案 (Draft of the Government Decree Law No./2018, Legal Regime of Real Estate 

in the Public Domain of the State) 
⚫ 不動産登記法案 (Draft of the Government Decree Law No./2021, Land Registry Code) 

この他、政令により植物などの補償対象物とそれらの買収価格が規定されている。再取得価格は、市

場価格に加え、収入税及び銀行送金手数料を含む内容となっており、JICA 環境社会配慮ガイドライン

に基づく補償水準との差異はない。 
現在、東ティモール政府は、国民に不動産所有権を付与する目的で、不動産登記法の整備を進めて

おり、今後は、土地も補償の対象となる。このため、所有権の付与後に発生する民有地の不動産収用、

またはこれらの買収は、権利者である住民との綿密な協議と合意に基づき行う必要がある。 
以下表 2.3-2に、東ティモールにおける補償対象物件及び再取得価格決定機関を示す。 

表 2.3-2 東ティモールにおける補償対象物件及び再取得価格決定機関 

補償対象物件 再取得価格決定機関 

家屋 
その他の構造物 

プロジェクトマネジメントユニットと建築
局が市場価格に基づき決定 

土地 N/A 

樹木 
植物 
作物 

農水省の関係局が市場価格に基づき
決定 

電柱 
電線 

東ティモール電気公社が移設実費及
び入札価格に基づき決定 

出所：JICA 調査団 
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第3章  調査結果 

3.1  今次洪水災害発生メカニズムの把握、災害リスク評価 

3.1.1  東ティモールにおける雨量・水位観測の概要 

(1) 雨量観測の概要

東ティモールにおける水資源規制庁（以下「ANAS」という。）及び農業水産省傘下の農業土

地 GIS 部（以下「ALGIS」という。）が管理している雨量観測地点は図 3.1-1 のとおりである。 

出所：UNTL 提供資料 

図 3.1-1 雨量観測所地点（ANAS と ALGIS のみ） 

ディリの Bemos 浄水場内の雨量観測においては自動観測により実施されているが、その他の

ANAS の観測所においては日雨量が手動で記録されており、ANAS の水文チームが全国から報告

を受けた日雨量値をシステムに手入力して日々の雨量を管理している。 

他、ディリ内の空港及び Dare、及び Bacucau 内の一地点の気象観測所は気象地球物理局（以

下「DNMG」という。）が管理している。基本的には雨量データは日雨量で管理されており、イ

ンドネシア植民地時代のデータ月雨量の記録で管理されている。

出所：調査団作成(ANAS 内にて撮影) 

図 3.1-2 ANAS の手動雨量観測機器の一例

3-1



 
東ティモール国 
ディリ洪水対策情報収集・確認調査 

 

 

DNMG が管理しているディリ空港においては、図 3.1-3 に示した測器を用いて観測が ANATL

によって行われており、2003 年からの今日までの日雨量データ等の気象データが記録されてい

る。 

  

気象測器 雨量計 

出所：DNMG 提供資料 

図 3.1-3 ディリ空港における気象測器 

(2) 水位観測の概要 

陸域では ANAS では、図 3.1-4 の 13 地点観測で量水板を用いて 1 日 1 回の水位観測を行って

いる。自動観測は実施されていない。 
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出所：ANAS 提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-4 ANAS の水位観測地点及び水位観測の例 

海域においては、東ティモール港湾公社（Administração dos Portos de Timor Leste、以下

「APORTIL」という。）がディリ港において水位（潮位）観測を行っている。 

 

3.1.2 今次洪水の観測雨量及び時間降雨量・水位の推定 

(1) 観測データによる今次洪水の雨量・水位 

1) 日雨量データ(DNMG・ANAS) 

Dili 周辺の雨量観測所を図 3.1-5 に、今次洪水時におけるにおける日雨量値を図 3.1-6 に示

す。DNMG が管理しているディリ空港では 4 月 3 日に 305mm を記録しているが、4 月 3 日 6 時

～翌日 6 時間の 24 時間雨量であり、ピークは 4 月 4 日の明け方だったとの回答を得た。他

ANAS が管理している雨量観測所では 4 月 4 日にピーク日雨量を記録している。ANAS が管理し

ている雨量観測所は 9 時と 17 時に観測し、記載している雨量は 17 時に取得した前 24 時間雨量

を日雨量データとして記録している。 

 

出所：調査団作成 

 図 3.1-5 ディリ・コモロ川流域周辺の雨量観測所 
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Dili-Airport(DNMG) Dili-EDTL(ANAS) 

  
Dili WTP Bemos(ANAS) Ermera Railako(ANAS) 

  
Ermera Ponilala(ANAS) Aileu Remexio(ANAS) 

出所：調査団作成 

図 3.1-6(1) 4 月洪水時のディリ周辺の雨量観測所の日雨量値 

 

  
Liquica Fazenda(ANAS) Aileu Liquidoe(ANAS) 

出所：調査団作成 

図 3.1-6(2) 4 月洪水時のディリ周辺の雨量観測所の日雨量値 

 

2) 時間雨量データ 

東ティモール国立大学（以下「UNTL」という。）では研究目的でディリ内の図 3.1-7 に示す 2

地点で雨量観測を行っている。同 2 地点では Onset 社の Rain Gauge Smart Sensor（S-RGB-

M002）を用いて観測が実施されており、0.2mm 毎の雨量が記録されている。 

 

3-4



 
 

ファイナルレポート 和文 
 

 

  

出所：UNTL Benjamim 教授提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-7 時間雨量観測地点と使用機器 

今次洪水時の降雨量時間雨量変化を図 3.1-8 に示す。豪雨が生じた 4 月 3 日～4 日の 2 日雨量

は、Beto Leste については 359.6mm、Bairro Formosa においては 338.4mm であった。 

 

 
出所：UNTL Benjamim 教授提供データを基に調査団作成 

図 3.1-8 ディリ市街地内における時間雨量値(上：Beto Leste,下：Bairro Formosa) 

3) GSMaP 

GSMaP は、全球降水観測（GPM）計画の下、GPM 主衛星に搭載された二周波降水レーダー

を中心に、複数の降水を観測する衛星や静止気象衛星を組み合わせて開発された世界の降水マ

ッププロダクトである（解像度は 0.1°×0.1°）。降水量推定には GPM 計画主衛星に搭載された衛

星搭載降水観測レーダーの情報が活用されていることが大きな特徴としてあげられる。 

GSMaP と ANAS の地上雨量データの比較図を図 3.1-9 に示す（前 48 時間雨量）。地点毎には

一致していないが広域での降雨分布の強弱は相関を有することが確認できる。 
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2021 年 3 月 30 日 0 時(UTC) 2021 年 3 月 31 日 0 時(UTC) 

  

2021 年 4 月 1 日 0 時(UTC) 2021 年 4 月 2 日 0 時(UTC) 

  

2021 年 4 月 3 日 0 時(UTC) 2021 年 4 月 4 日 0 時(UTC) 

 

 

2021 年 4 月 5 日 0 時(UTC) 

  出所：JAXA 公開データ、ANAS 提供データを基に調査団作成 

図 3.1-9 前 48 時間雨量分布（GSMaP と ANAS の雨量観観測所） 

3-6



 
 

ファイナルレポート 和文 
 

 

また、ディリ周辺における GSMaP での 4 月 3 日～4 日（UTC）の積算雨量を図 3.1-10 に示

す。GSMaP は時間単位での降雨分布情報が得られるものの、地上観測雨量との相違はあり、コ

モロ流域においては 7 メッシュのみであり、流域内の降雨分布を詳細に表現できているとは言

い難い。 

 
 

図 3.1-10 4 月 3～4 日の積算降水量（UTC） 

(2) メソ気象モデル WRF による時間降雨量の推定 

GSMaP により東ティモール周辺域の時間雨量データが得られるものの、解像度が 0.1 度メッシ

ュであり、流域面積が 200km2 程度のコモロ川やディリ市街地内の中小河川の流出・氾濫解析には

より高解像度の降雨情報が必要となる。高解像度降雨情報はメソ気象モデルにより出力可能では

あるが、あくまで気象現象の様々な熱力学過程を模倣し作成された擬似データであり、実現象と

のずれは完全には不可避である。そこで本検討では、図 3.1-11 に示す考えに基づき、複数パター

ンの高解像度降雨データを作成し、観測値と比較することにより選定した降雨パターンを用いて

評価を実施することとした。 

 

出所：調査団作成 

図 3.1-11 高解像度降雨情報抽出の考え方 

実現象
観測値
気象モデル出力値

複数パターンの計算を実施し、観測値と比較的類似した
値・トレンドを持つパターンのみ選定

実現象が実際にどのような状況であったかは不明。
観測データもまばら。誤差も含まれる可能性あり。
気象モデル出力値は、実現象と類似性を有するものの
時空間的相違が存在

出所：JAXA 公開データ、ANAS 提供データを基に調査団

作成 
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初期値・境界値においては予測データから観測値を基に修正された全球気象再解析データ等

を用い、第 1 領域（18km メッシュ）の 4 種の初期値・境界値を作成第 2 領域（6km メッシ

ュ）・第 3 領域（2km メッシュ）へとダウンスケールを行うことによりディリ周辺域の高解像度

降雨データを作成した。その際、表 3.1-1 に示した 2 種の海面水温データから下部境界値を作

成、更に 4 種類の雲物理パラメータを用いることにより 32 パターンの計算を実施し、観測値の

比較により 8 パターンの高解像度降雨情報を抽出した。 

 

出所：調査団作成 

図 3.1-12 全球気象データからの高解像度降雨データの作成手順 

表 3.1-1 使用した全球気象データ及び海面水温データ 

 全球気象解析データ（側面境界値） 海面水温データ（下部境界値） 

Case01 
NCEP GDAS Final Analysis 
ds083.3 RSS Optimally Interpolated 

Microwave and Infrared Daily Sea 
Surface Temperature Analysis 
ds277.8 

Case02 ERA5 Reanalysis(ds633.0) 
Case03 GFS Analysis 

Case04 
GSM、NCEP GDAS Final 
Analysis(ds083.3) 

Case05 
NCEP GDAS Final Analysis 
ds083.3 

NOAA OISST v21 
Case06 ERA5 Reanalysis(ds633.0) 
Case07 GFS Analysis 

Case08 
GSM、NCEP GDAS Final 
Analysis(ds083.3) 

出所：調査団作成 

 

今次洪水において豪雨が生じた 4 月 3 日～4 日の 2 日雨量において抽出した 8 パターンの

WRF の出力値と ANAS での観測値との比較結果を図 3.1-13 に、UNTL による時間雨量値との比

較結果を図 3.1-14 に示す。今次洪水時の降雨は、ディリ周辺では熱帯低気圧 Seroja のスパイラ

ルバンドに伴う螺旋状の対流性降雨によるものであり、低気圧中心及びスパイラルバンドの再

現精度によって降雨量が大きく異なることが推察される。比較結果については両図とも場所に

よっては少なからず相違がみられるが、より精度を向上させるためには、計算期間をより短時

 
1 https://psl.noaa.gov/data/gridded/data.noaa.oisst.v2.highres.html 
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間にする、データ同化を実施する等の方法があると考えられるがこれらを実施するにも様々な

試行錯誤が必要となる一方で、確実に精度が向上するとは限らない。 

そのため今回は、抽出した 8 パターンの降雨データセットで各種検討・評価を行うこととし

た。 

   

    

  

 

出所：調査団作成   

図 3.1-13 8 パターン WRF 出力値と ANAS の観測所の 48 時間雨量（4/3-4/4）の比較 
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Beto Leste Bairo Formosa 

  

  

  

  

  

  

  

  
 

図 3.1-14 ディリ市街地内の時間雨量データと WRF 推計値の比較 

(3) 今次洪水時の潮位の推定 

今次洪水時の潮位観測データは存在しないが、APORTIL より受領した 2018 年 5 月 19 日～

2019 年 6 月 31 日までの潮位データ（平均水面：173.9cm であり、主要四分振幅和：122.3cm）の

うち 2 年分のデータを基に調和分解を行い、今次洪水時の天文潮位を算出した（図 3.1-15）。 

出所：調査団作成 
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出所：APORTIL 提供データを基に調査団作成 

図 3.1-15 ディリ港における今次洪水時の天文潮位 

図 3.1-15 からは、ディリにおいては 4 月 4 日の明け方に豪雨が生じたことが確認され、満潮

時に近い 4 月 4 日 5 時～7 時では 203cm～215cm であった。標高換算では 29cm～41cm となる。

更に熱帯低気圧 Seroja による吹き寄せ効果が生じていたことを想定すると実際の潮位は図 3.1

に示した水位よりも高かったことが想定される。 

 

3.1.3 今次洪水の被害状況と災害発生メカニズム 

ここでは今次洪水の主要因である熱帯低気圧 Seroja の概況とディリ周辺域の被害発生状況に

ついて記載する。 

 

(1) 今次洪水時の熱帯低気圧 Seroja の動き 

DNMG での報告によると今次洪水で被害を及ぼした要因である熱帯低気圧 Seroja は、3 月 29

日にティモール島の西側の海域で形成されたと考えられている。 

4 月 1 日から 3 日にかけて風速は徐々に強まり、中程度の強度の降雨を東ティモール南域にも

たらした。 

4 月 4 日の明け方には、上記熱帯低気圧はカテゴリー1 の熱帯低気圧にまでに発達し、ジャカ

ルタの Tropical Cyclone Warming Center で Seroja と名付けられた。 

そしてスパイラルバンドを形成しつつゆっくりと移動しながら時計回りの回転をなす低気圧

性擾乱場を維持し、東ティモール国内各所において強い風と大量の降雨をもたらした。 
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4 月 5 日には南西方向に移動し、東ティモールから離れた。 

 

図 3.1-16 熱帯低気圧 Seroja の移動経路 

4 月 1 日から 4 日にかけての熱帯低気圧 Seroja による豪雨は、ディリを含む東ティモール各所

において甚大な被害をもたらした。これら豪雨は、Seroja による低気圧性擾乱場の形成だけでな

くラニーニャ現象やマッデンジュリアン振動、及び局地気象現象など様々な時空間スケールに

よる気象現象によるものと考えられている。 

また、今次洪水時のような低気圧性擾乱の場合は、ディリ含むバンダ海に面する地域は、擾

乱に伴う吹き寄せ効果により高潮被害にも留意する必要がある。 

 

(2) 調査対象区域における降雨規模・洪水時流量 

1) ディリ 

ディリ空港では、4 月 4 日 6 時までの 24 時間雨量 305mm の降雨が生じていた。一方ディリ空

港では 1955 年～1966 年、及び 1977 年～1991 年においては年最大日雨量のみ記録が残ってお

り、2003 年以降は日雨量の記録が残っている。 

 
出所：BTL、DNMG 提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-17 ディリ空港における年最大日降雨（1955 年～2021 年） 
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出所：Emergency Response Coordination Center／Tropical Cyclone Seroja 
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これら期間の年最大値を用いた確率降雨は図 3.1-18 のとおりである。同図によると、今次洪

水時の雨量は、一般極値分布（GEV）では 210 年確率規模に相当することなる。 

 

出所：BTL、DNMG 提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-18 ディリ空港における確率降雨 

一方年最大雨量値が得られていない 1967 年～1976 年及び 1992 年～2002 年の年最大雨量を含

めて確率雨量を算出すると大きく結果が異なる可能性があることに留意する必要がある。 

 

2) コモロ川流域 

コモロ川流域においては、2008 年以降は、ANAS が管理している雨量観測所の日雨量の記録

が存在するものの、それ以前はディリ空港の雨量観測記録しか存在しない。そこで、図 3.1-19

に示したように期間毎に異なるティーセン分割を作成し、各観測所の雨量及び各観測所の支配

面積を基に流域雨量を算出し、計 46 年に亘る流域雨量の年最大雨量及び確率雨量を算出した

（図 3.1-20 及び図 3.1-21）。 

コモロ川流域においては今次洪水時の 4 月 4 日日雨量は 279mm であり、これは適合度が最も

高い(SLSC が最小となる)GEV では 172 年確率に相当する。 

 

出所：調査団作成 

図 3.1-19 コモロ川で作成したティーセン分割（ケース 2～7） 
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出所：BTL、DNMG 提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-20 ティーセン法により算出したコモロ川流域の年最大日降雨（1955 年～2021 年） 

 

出所：BTL、DNMG 提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-21 コモロ川流域の確率雨量 

表 3.1-2 各極値分布との適合度及び確率規模毎の日雨量（コモロ川） 

 Exp 
指数分布 

Gumbel 
Gumbel分布 

Sqrt-Et 
平方根指数型 
最大値分布 

GEV 
一般極値分布 

LN3Q 
対数正規分布 

SLSC 0.077 0.101 0.069 0.028 0.036 

1/50 雨量 181.7mm 162.8mm 161.7mm 191.8mm 177.7mm 

1/100 雨量 207.3mm 191.4mm 185.1mm 236.9mm 207.1mm 

1/150 雨量 222.2mm 192.2mm 199.4mm 267.7mm 225.4mm 

1/200 雨量 232.8mm 199.9mm 212.0mm 291.8mm 238.9mm 

出所：調査団作成 

また、第 1 床止工付近での地域住民への聞き取り調査によると、今次洪水ではコモロ川から

は溢水はしなかったものの、護岸の天端部分とほぼ同程度の水位に達していたとのことであっ

た。現地調査から当時のピーク時の水位は 2.5m～2.6m に達していたことが分かった(図 3.1-

0
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22)。同地点のような段落ち部に適用可能な堰の公式を基に流量に換算すると 848～898m3/s に相

当する。 

出所：BTL、DNMG 提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-22 今次洪水時のピーク水位 

ここで 3.1.2 (2)で示したメソ気象モデル WRF の降雨量を 4 月 4 日の 24 時間雨量が 279mm に

なるように補正し、8 つの降雨パターンを用いて流出解析を行った。日雨量が同じでも降雨パタ

ーン（降雨分布及び降雨波形）の相違により同床止工地点で 717m3/s～1,246m3/s とピーク流量に

大きな違いが見られた(図 3.1-23)。 

出所：調査団作成 

図 3.1-23 8 パターンの降雨データを用いた今次洪水時のピーク流量（推定値） 

3) べモス川流域 

べモス川流域においてもコモロ川流域と同様にティーセン法により流域雨量を算出し、それ

を基に年最大値を抽出した。べモス川における今次洪水時(2021 年 4 月 4 日)の日雨量は 379mm

であり、適合度が最も高い極値分布となる GEV では 233 年確率に相当する。 
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出所：調査団作成 

図 3.1-24 べモス川流域のティーセン分割 

表 3.1-3 各極値分布との適合度及び確率規模毎の日雨量（べモス川） 

 Exp 
指数分布 

Gumbel 
Gumbel分布 

Sqrt-Et 
平方根指数型 
最大値分布 

GEV 
一般極値分布 

LN3Q 
対数正規分布 

SLSC 0.112 0.138 0.091 0.034 0.038 

1/20 雨量 172.5 mm 160.5 mm 151.8 mm 168.3 mm 173.0mm 

1/50 雨量 213.3 mm 190.4 mm 186.2 mm 228.7 mm 226.3 mm 

1/100 雨量 244.2 mm 212.9 mm 214.1 mm 287.5 mm 272.54mm 

出所：調査団作成 

 

出所：BTL、DNMG 提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-25 べモス川の確率雨量 

3.1.2(2)に示したメソ気象モデル WRF による降雨データを用いて貯留関数法による流出解析

に行ったところ、同降雨規模ではべモス川取水堰付近でのピーク流量は最大で 535m3/s に達する

という結果が得られた(図 3.1-26)。 
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出所：調査団作成 

図 3.1-26 貯留関数法によるべモス川の流量の試算（べモス取水堰） 

一方、国境なき技師団（Engineers Without Borders, 以下「EWB」という。）が行った解析で

は、今次洪水時の雨量はディリ空港では 37.7 年確率、BTL が管理している雨量観測所の Aileu／

Remexio では 47 年確率に相当すると評価している。 

 
出所：BTL 提供資料 

図 3.1-27 コモロ川・べモス川近傍雨量観測所の年最大日降雨（2010 年～2021 年） 

調査団側と EWB 側の評価結果が大きく異なっているが、これは主に EWB が流域単位ではな

く雨量観測所毎に直近の 10 年程度の短期間の雨量のみで評価していることによる。短期間の雨

量データでは精度の高い確率雨量は算出できず、プロッティングポジションと極値分布が大き

く乖離している。 

 

(3) 今次洪水の被害状況と災害発生メカニズム 

1) 今次洪水の被害状況 

上記災害発生に伴い今次洪水においては、ディリ周辺域においては、図 3.1-28 に示す各所で被

害が確認されている。 
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出所：各機関の公開資料、提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-28 ディリ周辺域の被災状況 

① ディリ 

ディリにおける今次洪水時の被災状況を図 3.1-29 に示す。同エリア内の河川の上流域から下

流域、また低平地の各所で被害が生じており、急傾斜地である河川上流域においては土砂災

害、中流域においては道路橋梁部と小河川が交差する地点での土砂堆積等に伴う河道閉塞に伴

う浸水被害、下流域においては高潮や排水能力不足に伴う浸水被害等が報告されている。 

 
出所：各機関の公開資料、提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-29 ディリにおける被災状況 

a) ディリ東部 

Flood Damage Assessment Report2によると Lahane 川 My friend 橋近傍では、土砂堆積により河床

が 1～2m ほど上昇し、越流が発生。地域内で泥が 50cm～70cm 堆積したと報告されている。 

 
2 2021/4/8 作成、MPS 提供資料 
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出所：MPS 提供資料より調査団作成 

図 3.1-30 Lahane 川 My Friend 橋近傍の洪水直後の土砂堆積状況 

Taibesi 川 Bekushi 橋近傍においても河道内の土砂堆積が 1-2m に及び越水が発生。泥の厚さは

50cm-70cm に及んだと報告されている。当該地については、十分な高さを有していないボックス

カルバートが流木や岩等を堆積させ、河道閉塞を引き起こしたと報告されている。 

 

出所：MPS,UNTL 提供資料により調査団作成 

図 3.1-31 Bekussi 橋における被災状況 

Bekushi 川沿い Maufelu 橋においても河道内の土砂堆積が 1-2m に及び越水が発生。泥の厚さは

50cm-70cm に及んだと報告されている。 
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出所：MPS,UNTL 提供資料により調査団作成 

図 3.1-32 Taibesi 川 Maufelu 橋近傍の被災状況 

Becora 川沿いのバスターミナル近傍では、河道内の土砂・流木等の堆積により河床が 1-2m 上

昇し、越水が発生。越水域の泥の厚さは 50cm-70cm に及んだと報告されている。 

 
出所：UNTL 提供資料により調査団作成 

図 3.1-33 Becora 川バスターミナル近傍での被災状況 

Becora 川においてはバスターミナル近傍より下流では主だった被害は報告されていないが、

Taibeshi 川・Becora 川の合流点となる Santana 川の Bidau Massaur 橋近傍では、河道内の土砂堆

積が 1.5m-2m に及び越水が発生した。泥厚は 50cm-70cm に及んだと報告されている。7 住居が

流失したほか道路や擁壁等も損傷を受けたと報告されている。 
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出所：UNTL 提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-34 Bidau 橋近傍での被災状況 

Santana 川河口でも河道内の土砂堆積が 1.5m-2m に及び越水が発生。越流水の泥厚は 50cm-70cm

に及んだと報告されている。また、河川沿い道路や擁壁等も損傷を受けたと報告されている。 

 
出所：UNTL 提供資料、UNOSAT 公開資料を基に調査団作成 

図 3.1-35 Kuluhun 川-Santana 川河口付近の被災状況 

b) ディリ中心部 

Maloa 川上流部では、河岸浸食等により河岸沿いの住居が被害を受けたこと等が報告されてい

る。また、中流部では砂防ダムの堤体も一部損傷したことが報告されている。 

Maloa 川の下流は市内の中心部を流れているが、図 3.1-36 に示すように下流域でも土砂や廃棄

物による河道閉塞により甚大な浸水被害をもたらしたことが報告されている。 
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出所：UNTL 提供資料 

図 3.1-36 Maloa 川下流部の被災状況 

日本大使館付近の被災状況を図 3.1-37 に示す。ポルトガル通りの道路が損傷したことが報告さ

れている。 

 
図 3.1-37 日本大使館付近の被災状況 

c) ディリ西部 

コモロ川と Maloa 川の間に位置する Manleu-ana 川上流部においては土石流が発生、それに伴い

河岸浸食が発生し、家屋が流出したことが報告されている。 

出所：各機関の公開資料、提供資料を基に調査団作成 
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出所：UNTL 提供資料 

図 3.1-38 Manleu-ana 川上流部被災状況 

同河川の中流部では、道路を挟んで水路が急激にせまくなっており、排水路に土砂が過剰に堆

積し浸水被害が生じたことが報告されている。 

 

図 3.1-39 Manleu-ana 川中流部被災状況 

Maloa 川西部の低平地においては、各種報告資料では具体的な記載はほとんどないが衛星画像

に基づき浸水が想定されている。 

出所：UNTL 提供資料 
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出所：Copernicus での公開資料を基に調査団作成 

図 3.1-40 ディリ市街地西部で被災が想定されている地域 

Fatuhada 付近においては、図 3.1-41 において小排水路の擁壁が崩壊し、浸水深 40-50cm 程度の

被害が生じたことが報告されている。 

 

出所：MPS 提供資料を基に弊 JV 作成 

図 3.1-41 Fatuhada 近傍被災状況 

ディリ空港付近では、空港西部の道路沿いや周囲より低地に立地されている空港の建屋内で浸

水被害が発生したことが確認されている。 
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出所：MPS 提供資料（4 月 6 日調査時記録）を基に調査団作成 

図 3.1-42 空港付近の被災状況 

② コモロ川流域 

コモロ川流域においては、図 3.1-43 に示す地点で被災が確認されている。右岸側合流地点付

近は、急傾斜地となっており土砂災害リスクが高いエリアで土砂災害が発生したものと考えら

れる。また、複数地点において道路の損傷や河岸浸食が確認されているが越水は生じていない

ことから洪水流に伴う洗堀等が要因として考えられる。 

 
出所：各機関の公開資料、提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-43 コモロ川下流域の被災状況 
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③ べモス給水施設 

べモス給水施設においては、図 3.1-44 に示す地点で主な被災が確認されている。被災エリア

となるべモス川は、周囲を急傾斜地に囲まれており、元々洪水に対して脆弱な地域と考えられ

る。導水管は洪水被害を防ぐため埋設されていたが想定外の豪雨の発生により各所が被災し、

各所で露出・破損していた。 

 
出所：各機関の公開資料、提供資料を基に調査団作成 

図 3.1-44 べモス給水施設の主な被災箇所 

④ タシトル地域 

タシトル地域での被災状況を図 3.1-45 に示す。同地域においてはタシトル湖の水位が上昇

し、周辺住居の浸水深が 1m に及ぶほどの浸水が生じたとの報告がある。また、周辺住民からの

ヒアリングによれば浸水被害はおよそ 1 か月に及んだとのことであった。 

 
出所：UNOSAT 公開資料を基に調査団作成 

図 3.1-45 タシトル地域の被災状況 

⑤ ヘラ 

ヘラ地域では図 3.1-46 に示す地域で被害が確認されている。 
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FAO 資料3によれば、Mota Kiik 河口域では、農地が鉄砲水により被害を受けたと報告されてい

る。UNTL ヘラキャンパスより南側約 1km 地域では、大規模な河岸浸食が発生し、複数の住居

が流失したと報告されている。 

 
図 3.1-46 ヘラ地域での被災状況 

⑥ ティバール 

ティバールでの被災状況を図 3.1-47 に示す。衛星画像からは水路と道路の交差部分近傍や河

口付近で浸水被害が確認されていた。また、複数の箇所で河岸浸食の痕跡も確認された。 

 

 

図 3.1-47 ティバール付近での被災状況 

2) 今次洪水の災害発生メカニズム 

今次洪水の災害発生メカニズムは、図 3.1-48 のように大別される。 

 

 
3 SPECIAL REPORT 2021 FAO CROP AND FOOD SUPPLY ASSESSMENT MISSION(CFSAM) TO 

THE DEMOCRATIC REPUBLIC OF TIMOR-LESTE, 16 JUN2021 

出所：UNOSAT 公開資料を基に調査団作成 

出所：UNOSAT 公開資料を基に調査団作成 
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出所：調査団作成 

図 3.1-48 今次洪水の災害発生メカニズム 

ディリの比較的標高が高いエリアは、急勾配である一方、森林や土地管理が適切になされて

おらず、降雨時には土砂が流出しやすくなっている。上流域の土留もほぼ埋設しており、機能

しておらず、上流域から流出した土砂が谷出口の下流の河道で堆積し、河床上昇や河道閉塞を

引き起こした。被害状況からは、土砂と泥水の氾濫が発生しており、4 月洪水時はディリの小河

川域において土砂・洪水氾濫が生じていたと想定される。 

コモロ川においては、越水は発生していないものの、その流域特性から、河道内を泥流が流

下した想定され、河岸浸食、護岸基礎部の洗堀や護岸崩壊、根固めブロックの流出等の被害が

生じている。 

べモス川においても洪水流が岩石・流木を運搬した形跡があり、取水堰においては取水口や

水路の側壁が破損・流亡しており、横断工においては護床ブロックやコンクリート床板、なら

びに導水管までが破損した。 

以上状況から、今後の洪水対策においては、雨量や河川・排水路の水位・流量だけでなく流

域の土砂動態も踏まえた検討が必要である。 

 

3.1.4 調査対象地の災害リスク評価 

3.1.3 で考察した災害発生メカニズムを踏まえて、既存の土砂災害リスクマップ、及び水害リ

スクマップに今次洪水の被災状況を重ね合わせることにより災害リスク評価を行った。 

 

(1) 土砂災害に係るリスク評価 

土砂災害においては、石油地質研究所（Institute of Petroleum and Geology, 以下「IPG」とい

う。）が東ティモール内のリスクマップを作成している。ディリ県において今次洪水にて土砂災

害が発生した箇所と同リスクマップを重ねて図 3.1-49 に表示する。 

大部分の地域において、リスクが高いゾーンの地域において生じている。資料では記録され

ていないが、図 3.1-49 に示した地域以外にも土砂災害が生じていた地域がある可能性が高いと

想定される。 

(2) 水害リスク評価 

水害リスマップについては、UNTL、IPG、山口大学等で”Flood Risk Map”が作成されている、

これに今次洪水にて浸水被害や河岸浸食等が発生した箇所と重ねて図 3.1-50 に表示する。 

河川・排水路の水位上昇

河岸浸食、護岸等の洗堀

山地・急傾斜地からの土砂・流木等の流出

河川・排水路の流速増大

浸水被害

河積・通水面積の減少

土砂崩れ

豪雨

排水能力の低下高潮
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出所：IPG 提供資料に調査団加筆 

図 3.1-49 土砂災害リスク評価マップ 

 

出所：UNTL 提供資料に調査団加筆 

図 3.1-50 水害リスク評価マップ 

同図からは、決して今次洪水リスクの高い地域で生じたわけではないことが確認できる。今

次洪水に関しては、単なる水害ではなく土砂洪水氾濫という複合災害であったことが要因であ

ったと考えられる。 

一方、今回被災した地域においても河川や排水路が常時適切に維持・管理が実施されていれ

ば、被災を回避できた箇所もあったと想定される。また今次洪水では被災しなかったものの、
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水害リスクマップ上では高いリスクを有する地域もある。これらを踏まえ次節以降において

Build Back Better に向けた各対象地域・各施設の対策検討を行った。 
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3.2 コモロ川河川復旧対策の検討 

3.2.1 コモロ川の概要 

(1) 一般概況 

 コモロ川は、東西に約 30km、南北に約 4~8km 広がる流域を有しており、その流域面積は

207km2 である（図 3.2-1）。流域の大部分は山地であり、流域の西側より Anggou 川、Buamara 川、

Balete 川が合流してコモロ川となる。コモロ川は右支川である Nou 川、Bemos 川を合流しながら

山間部を流下して、河口から約 5.5km の地点で山間部を抜け出す。その後は、自らの流れにより

氾濫を繰り返すことで形成した扇状地（図 3.2-1右）をほぼ直線状に流下して河口に達する。 

 

 5万分の 1 の地形図を基に作成されたコモロ川水系の河道縦断図を図 3.2-2に示す。山地部を

流れる 5つの支川の河床勾配は 1/10～1/24であり急流河川となっている。コモロ川本川の河床勾

配は、山地部で 1/30であるが、Noru川合流点（14km 地点付近）より下流では 1/70 と上流に比

べると緩くなっている。 

 

図 3.2-1 コモロ川流域図 

出所：「東ティモール国コモロ川上流新橋建設計画準備調査報告書」（2014 年）に調査団加筆 

 N 

ディリ 

コモロ川下流域の等高線 

コモロ橋 

日の出橋 

ベモス浄水場 

図 3.2-2 コモロ川縦断図 

出所：「東ティモール国コモロ川上流新橋建設計画準備調査報告書」（2014 年） 
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(2) 河川管理 

① 河川管理者と河川法 

 河川は公共に利用されるものであって、その管理は、洪水や高潮などによる災害の発生を防

止し、公共の安全を保持することを目的として適正に行われなければならない。この河川の管

理ついて権限を持ち、その義務を負う者が河川管理者であるが、東ティモールでは河川管理者

が明確に定められていない。また、河川管理者を含む河川行政を定めた河川法も制定されてい

ない。 
 本来、河川管理者は、河川の流量や水位を安定させたり、洪水による被害防止などの機能を

持つ施設、例えば堤防や護岸、床止め、堰などを設置及び管理する役割を担う。また、川の治

水・利水・環境整備計画の策定や、工事や維持管理を行う。東ティモールでは河川管理施設の

建設は DRBFC が行い、建設後の維持管理は県の役割となっているが、場所や施設によって異な

ることもある。 
 一般的に、河川法は、洪水による被害を防ぐための施設建設や、河川の水利用の調整、河川

敷の利用の管理、河川の水質管理といった総合的な河川行政を定めた法律である。 

② コモロ川の河川構造物 

(a) 護岸 

 コモロ川には、練石積み擁壁（wet masonry）、籠マット工（gabion mattress）、コンクリートブ

ロック積み護岸（concrete block）の 3種類の護岸が敷設されている。左右岸別の護岸の敷設状況

は以下のとおりである。 
（左岸） 

・ 河口から 1.2km地点には練石積み擁壁が設けられている。擁壁高は約 2mだが、下流側は根

入れ部分が 1m～2m 露出している。上流側は擁壁前面に盛土し家屋が建てられている。 

・ 1.2km地点から第 1 床止め工（1.69km地点）までは家屋が密集しており護岸が確認できな

い。 

・ 1.7km～2.3km 地点の区間は護岸は設置されていない。 
・ 2.3km～日の出橋（2.67km、2018 年に日本の無償資金協力で建設）には河岸から河道側約

50m の位置に高さ 1.6m～2.5m程度の低水護岸（練石積み擁壁）が設置されている。 

・ 日の出橋（2.67km 地点）の橋台上下流には橋梁建設

時にコンクリートブロック積み護岸（法勾配 1:0.5）
が設置されている（図 3.2-3）。護岸は高水敷を挟んで

高水護岸と低水護岸に分けられている。同護岸の端部

から 5m の範囲に籠マット護岸がすりつけ工として敷

設されている。 

・ 2.8km～3.0km 地点には高さ約 4m の低水護岸（練石積

み擁壁）が置かれている。 

・ 3.0km～3.36km 地点は籠マットによる低水護岸となっ

ている。 

・ 3.36km～4.13km地点は途中に第 2床止め工と挟んで練石積み擁壁となる。床止め工上流の護

岸高は 1.5m。 

図 3.2-3 日の出橋の護岸 

出所：調査団撮影 
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・ 5.4km地点から上流 170mに練石積み擁壁が置かれているが他の区間のように表面をモルタル

で化粧しておらず少し古い時期のものと思われる。 

・ 6.1km～6.5km 地点に練石積み護岸が敷設されている。6.1kmの端部は破壊された状態である

が、それより下流は元々どこまで護岸が設置されていたか現地の状況からは判然としない。 

（右岸） 

・ 河口からベモス川との合流点（河口から約 9km 地点）まで護岸が敷設されている。下記に示

す箇所を除いて基本的に練石積み擁壁が採用されている。 

・ 2018年に日本の無償資金協力で建設された日の出橋（2.67km地点）の橋台上下流には橋梁建

設時にコンクリートブロック積み護岸（法勾配 1:0.5）が設置されている。護岸は高水敷を挟

んで高水護岸と低水護岸に分けられている。同護岸の端部から 5m の範囲に籠マット護岸が

すりつけ工として敷設されている。 

・ 日の出橋の上流右岸は、約 750m に渡って河岸より川側に家が張り付いているため、河岸の

状況が確認できない。 

・ 3.4km地点より上流 450mの区間には籠マット護岸が敷設されている。高さ約 10m の河岸に

10 段の籠マットを 1:0.5 の勾配で積んでいる。 

・ 5.6km～6.2km 地点の区間は護岸の前面に砂利業者が大規模に埋め立てており、盛土の川側は

土羽で護岸は設置されていない。 

(b) 床止め工 

 コモロ川下流域（河口～約 10kmの区間）には図 3.2-4 に示すとおり床止め工が 2基設置され

ている。それぞれについて以下に示す。本報告書では下流側より、第 1床止め工、第 2床止め工

と言う。 

 
 第 1 床止め工（1.69km地点、図 3.2-5）：コモロ橋の 150m下流に位置する。コモロ橋地点の河

床低下を防止することを目的に設置されている。以前設置されていた床止め工は、2017年頃か

ら損壊が大きくなり落差部分が欠落し上流側の土砂が流失、河床洗堀の範囲が上流のコモロ橋

に及ぶ恐れがあったため、2019 年に改修された。床止め工の上下流の落差は約 6m である。同床

止め工は上流側の河床低下を抑制しコモロ橋の安定を維持する重要な役割を担っている。 
 第 2 床止め工（3.88km地点、図 3.2-6）：第 1 床止め工と同様に河床低下の防止を目的に設置さ

れているが、橋梁等の特定の構造物を保護するためではなく、過度の砂利採取による河床低下

第 1 床止工 

第 2 床止工 

日の出橋 

コモロ橋 

N
 

0    250  500m 

出所：調査団作成 図 3.2-4 床止め工の位置図 

3-33



東ティモール国 

ディリ洪水対策情報収集・確認調査 

 

 

を防止することを目的として 2017 年に建設された。床止め工の落差は約 1.5m である。2021 年 4
月洪水前後の河床高を比較すると（図 3.2-7参照）、同床止め工の上流では河床上昇が顕著であ

るのに対して、下流では河床低下の傾向を示しており、床止め工が河床材料の移動を抑制して

いることがわかる。DRBFC では、河床低下の防止を目的に既存の 2基以外に今後も床止め工を

増設することを予定している。 

 

(c) 水制工 

 本調査の対象範囲（河口から約 10km（ベモス川合流点は 8.85km 地点））において新旧の水制

工が 6 基確認できる。水制工は全て右岸に設置されている。それぞれの水制工について以下に記

述する。 
 第 1 水制工（0.78km地点右岸、図 3.2-8）：籠マット製の水制工が設置されているが、その天

端高に合わせて盛土されて農地として利用されている。河岸保護の観点からはより安全な状態

と言えるが、私的に河道形状を変え利用している点は河川管理上好ましくない。 
 第 2 水制工（1.32km地点右岸、図 3.2-9）：籠マット製の水制工が設置されている。長さ

20m、高さ 2m（籠マット 2 段積）、護岸法線直角方向から 68 度下流側に向いている。 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-5 第 1床止め工 出所：調査団 

コモロ橋 

図 3.2-6 第 2床止め工 

出所：調査団 

図 3.2-7 第 2床止め工周辺の河床高の変化 

河口 

コモロ橋 
第 2 床止め工 

第 1 床止め工 
日の出橋 

出所：調査団 

赤：河床上昇 
青：河床低下 
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 第 3 水制工（6.2km地点右岸）：鉄筋コンクリート製で長さ 45m、護岸法線直角方向から 55度
下流側に向いている。図 3.2-10に 2013年 6 月と 2021 年 10 月の写真を示す。同図より 8 年間で

河床が低下していることがわかる。第 3 水制工から第 4、第 5水制工はそれぞれ 200m 間隔で設

置されている。これら 3基の水制工を群として設置したと考えられる。 
 本水制工は途中で 3カ所に亀裂が入っている。「(a) 護岸」で右岸 5.6km～6.2kmの砂利業者に

よる埋め立てについて記載したが、同区間の上流端に位置する第 3水制工が、結果的に埋立て盛

土を保護している。 

 第 4 水制工（6.4km地点）：鉄筋コンクリート製で長さ 40m、護岸法線直角方向から 55度下流

側に向いている。水制本体は全体に上流側に傾き、2 カ所に大きな亀裂が入っている。図 3.2-11
に 2013年と 2021 年の状況を示す。 
 第 5 水制工（6.6km地点右岸、図 3.2-12）：外観上無傷なため鉄筋の有無は分からないが、第

3、4水制工と同様に鉄筋コンクリート製と考えられる。長さ 30m、護岸法線直角方向から 48 度
下流側に向いている。水制工と河岸の間に盛土されその上に作業小屋が建てられている。 
 第 6 水制工（7.68km地点右岸、図 3.2-13）：水制工本体は既に破壊され、現在は護岸取り付け

部が確認できるのみである。 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-9 第 2水制工 

出所：調査団 

図 3.2-8 第 1水制工 

出所：調査団 

図 3.2-10 第 3水制工 
出所：調査団 

2013年 6月：水制先端から護岸方向を

望む 
2021年 10 月：上流より水制工全体を望む 
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(3) 河川内での砂利採取 

 コモロ川では河床での砂利採取が活発に行われているが、年々その規模が大きくなっており

河床低下が進行している。また、その範囲もより上流へと拡大している。図 3.2-14に 2013年か

ら 2021年の河道の変状を示す。 
・ 環境局は、以下の法律の規定を所管し、環境ライセンスを発行することにより砂利採取を管

理している。 
・ 環境基本法（Government Decree Law No. 26/2012 4th July, Basic Law on Environment） 
・ 環境ライセンス法（Government Decree Law No.5/2011 9th February, Environmental Licensing） 
 河川内の砂利採取に関連する法律としては、第 7 次立憲政府時に起草された採鉱法案がある

が、同法案は、現在まで成立していない。また、東ティモールには河川法がなく、これについ

ては草案の検討がなされていない。このため、河川管理としての砂利採取制限は、間接的に、

上記の環境ライセンスの取得時における負の影響のスクリーニングにて行っている。 

2021 年 10 月：水制工先端から護岸方向

を望む 

図 3.2-11 第 4水制工 

2013年 6月：上流より水制工を望む 

出所：調査団 

図 3.2-13 第 6水制工 

出所：調査団 

図 3.2-12 第 5水制工 

出所：調査団 
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 図 3.2-15 は、石油天然資源省、公共事業省、環境局によ

る採掘可能なエリアを示す標識である。しかし実際には、

採掘が認められていない、護岸の法尻の近傍においても砂

利採取が活発に行われており、2021年 4月洪水における護

岸被害の一因になっていると考えらえる。 
 コモロ川下流域は土砂を多く含む洪水流が氾濫を繰り返

し土砂の堆積させることによって現在の扇状地が形成され

ている（図 3.2-1 参照）。コモロ川の上流域には土砂の流出

を抑制する施設がないことから、今後も上流からの土砂供

給は続くと考えられる。 
 上流からの供給される土砂は、上流区間と比較して河床勾配が緩くなる区間で流速が低下し

土砂を堆積させる。堆積土砂により河床が上昇すると洪水時の流下断面積が減少するため、河

床を掘削して流下断面を確保するという河川管理が必要となる。 

図 3.2-14 2013年～2021年の河床の変化 
出所：調査団作成 

2013年 6 月 

第 1 床止め工（1.69km）付近 

2021年 11月 

2021年 11月 2013年 6 月 

6.7km 付近 

出所：調査団撮影 

図 3.2-15 採掘範囲を示す標識 
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 コモロ川では 14km 地点や 5.5km地点の下流がそれに相当する（図 3.2-2参照）。しかし、実際

には河道内で砂利採取が活発に行われていることにより、自然営力による河床上昇が抑えられ

ていると言える。河道内の過剰な砂利採取は河床低下や洪水時の局所洗堀を招き、護岸基礎の

浮き上がりや倒壊の要因の一つとなっている一方で、流下断面の確保というポジティブな側面

もある。コモロ川の砂利採取については多面的な視点から対策を検討することが必要である。 
 
3.2.2 コモロ川の洪水被害の評価 

 2021年 4月洪水によるコモロ川に関する被害は、(a) 洪水流による護岸の損壊とそれに伴う河

岸浸食、(b) コモロ川上流新橋（日の出橋）の橋脚周りの護床ブロックの流失、(c) 河道内の家屋

の浸水、流失に分けることができる。なお、同洪水ではコモロ川からの越流・溢水氾濫は発生

していない。 

(1) 護岸の損傷とそれに伴う河岸浸食 

 コモロ川河口からベモス川との合流点上流までの約 10kmの区間において、護岸の被災状況を

確認した。被災護岸の位置及び箇所ごとの被災延長を図 3.2-16に示す。護岸の被災は右岸に集

中しており、被災箇所数は左岸の 4 倍、延長は 2倍となっている。特に 5.5km より上流の右岸

（R7～R12）は 2013 年以降に整備された護岸が連続的に被災している。一方、同区間の左岸側

は河岸の道路が途中で途絶えているため開発が進んでおらず護岸の敷設は限定的である。各被

災箇所の詳細について以下に記載する。 

 護岸の被災延長 

左岸／右岸 記号 延長 (m) 

左岸 L1 460 

 L2 23 

 L3 374 

 小計 857 

右岸 R1 168 

 R2 39 

 R3 38 

 R4 141 

 R5 100 

 R6 110 

 R7 142 

 R8 100 

 R9 112 

 R10 232 

 R11 560 

 R12 53 

 小計 1,741 

合計  2,598 
        出所：調査団作成 

図 3.2-16  被災護岸の位置と延長 

  

R1 
R2 

R3 

R4 

R5 

R6 

R7 

R8 

R9 

R11 

R10 

R12 

L1 

L2 

L3 
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(a) L1（0.7km付近） 

 約 460mの区間で高さ 3.5～4m の石積護岸が倒壊している。経年的な河床低下により護岸の根

入れが浅くなっていたところに今次洪水で洗堀が助長されて倒壊したと考えられる。また、護

岸には横帯工が入っていないため、ある箇所での倒壊が隣接する護岸に伝播したと考えられ

る。護岸の復旧時には一定の間隔で横帯工を敷設する必要がある。 
 この区間の河岸は空港の滑走路端部から約 180m に位置する。クリティカルインフラである空

港の災害リスクを低減する観点から、同区間の復旧の優先度は高い。 

 

(b) L2（3.8km付近） 

 チェックダムの 100m下流左岸の低水護岸が 23m 流失している。構造は石積みで表面をモルタ

ルで仕上げている。護岸高さは法尻から約 2m であるが、法尻部に人為的に砂利が盛られている

ようにも見え、被災前の洗堀の状況はわからない。残存する護岸には横帯工が入っていない。

2019年に 100m 上流にチェックダムが建設されたことにより、洪水時に上流からの土砂移動が抑

制され河床が低下することが懸念される。護岸背面は建設会社の敷地（土砂置き場）となって

いる。 

図 3.2-18 護岸の被災 （L2） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（右）調査団 

図 3.2-17 護岸の被災 （L１） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（右）調査団 

空港 
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(c) L3（6.3km付近） 

 374m に渡って護岸が被災している。図 3.2-19 に示すように護岸が全て流失している区間と護

岸上部だけを残して下部が流失している区間が混在している。構造は石積み擁壁である。擁壁

には横帯工は設置されていない。同被災区間の対岸（右岸）は湾曲部外岸にあたり、水制が設

置されている。これら水制により洪水時の主流が左岸を直撃し護岸法尻部を洗堀して護岸崩壊

に至った可能性が考えられる。そうであれば、水制が護岸崩壊の主要因ということになるが、

言い換えれば流向を河岸から遠ざけるという水制に期待される機能を発揮したとも言える。水

制の配置、長さ、設置間隔等を見直して設置すれば有効な河岸防御対策として期待できる。 
 ただし、水制が設置されている同区間においても護岸が崩壊しており（R8、R9）、今期洪水で

は水制によって河岸が守られたわけではない。 

 
(d) R1（0.3km付近）、R2（0.5km付近）、R3（0.6km付近） 

 河口から 0.3km～0.6kmの断続的な護岸崩壊区間である。被災区間の長さは R1: 168m、R2: 
39m、R3: 38m である。洪水前の衛星画像では河岸付近以澪筋が確認されることから洪水流によ

り護岸基礎部が洗堀され崩壊に至ったと推察されるが、これらの区間には護岸が残っていない

図 3.2-19 護岸の被災 （L3） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（右）調査団 

水制 

水制 

水制 

図 3.2-20 護岸の被災 （R1～R3） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（右 3 つ）調査団 

R1 R2 R3 

R1 

R2 

R3 
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こと、洪水後に河岸法尻に 5m～10m幅の小堤が盛土されていることから局所洗堀の痕跡を確認

することはできない。 
(e) R4（1.6km付近） 

 河口から 1.69kmに位置する床止め工の下流右岸で擁壁護岸が 141mに渡って崩壊している。

河道の線形は床止工付近で左方向に向きを変えており、被災区間は屈曲の外岸に位置する。護

岸が無くなり現在土羽になっている法尻には幅 4~5m の押さえ盛土で法面安定を図っているもの

の、同区間は洪水流が落差約 5m の床止工から落下し流れが乱れる箇所でもあるため、護岸の早

期復旧もしくは押さえ盛土部への根固めブロック等の敷設が望まれる。 

 
(f) R5（3.8km付近） 

 高さ約 10m の河岸に籠マットを 10段積み上げた籠マット護岸約 570m のうち中間付近の 100m
の区間で護岸が崩れて落ちている。残存している区間も最下段の籠マットの形状が変形してい

る。被災区間は上下流に比べて川幅が狭いため洪水時の流速が早く、そのため護岸背面土砂の

吸出しや護岸基礎部の局所洗堀が生じたものと考えられる。河岸高が高い場合、法勾配を緩く

する、または、法の途中に小段を設ける等の構造とすることが求められる。法面崩壊が河岸上

の道路に及び、現在片側通行を余儀なくされている。安全な交通確保の観点からも同区間の復

旧は緊急性が高い。 

図 3.2-21 護岸の被災 （R4） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（右）調査団 

床止工 
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(g) R6（4.1km付近） 

 高さ約 7m の擁壁が 110m に渡って崩壊している。応急措置として河岸前面に砂利を盛って法

面を保護している。同区間は 230m上流地点から川幅が 140m から 115mに狭くなっており、そ

のため流速が早くなったことが護岸崩壊を誘引した可能性が考えられる。R5 と同様に、河岸上

の道路に亀裂と陥没が発生しており片側通行となっている。安全な交通確保の観点からも同区

間の復旧は緊急性が高い。 

 
(h) R7（5.5km付近） 

図 3.2-22 護岸の被災 （R5） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（右３つ）調査団 

床止工 

図 3.2-23 護岸の被災 （R6） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（右）調査団 
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 コモロ川が山地部を抜け扇状地に入った地点

で、142mに渡って護岸の崩壊、河岸浸食が発生し

た。本区間の上流右岸の河川内に砂利採取業者に

よる埋立てが行われているために、洪水時の流れ

が同区間に直撃しており、それにより護岸基礎部

の洗堀や背面土砂の吸出し等が進行し護岸崩壊に

繋がったと考えられる。また、被災区間の河岸道

路は河道内を埋め立てて造られており、その分川

幅が狭められ洪水時の流速が早くなっていること

も被災要因の一つと言える。さらに、洪水時の写

真（図 3.2-24）から、上流側の道路面から大量の

泥水が崩壊箇所に流れ落ちていることが確認できる。この路面排水の落ち込みが河岸侵食を拡

大させたと考えられる。河岸道路は 2車線とも路面から約 2m の土砂が洗い出されており、本来

の路面より低い位置を車両が通行している。復興の緊急性は高いものの、対策は上流の埋立て

行為への対策と合わせて検討する必要がある。 

 
(i) R8（6.3km付近）、R9（6.5km付近） 

図 3.2-25 護岸の被災 （R7） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（中、右）調査団 

河道内 
の埋立 

上流側道路より大量の路面
排水が護岸崩壊箇所に流れ
込み浸食を拡大させた。 

出所：調査団 

図 3.2-24 R7サイトの洪水時の様子 
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 湾曲部外岸側に位置する区間に水制が 3基設置されている。設置間隔は下流側が約 220m、上

流側で約 250mであるが、それぞれの区間で擁壁護岸が 100m（下流側、R8）と 121m（上流側、

R9）に渡り被災している。湾曲部内岸にあたる右岸の護岸も被災していることから、水制の水

はねとしての機能は果たしていると言えるが、水制の向きが護岸法線に直角ではなく下流側に

向いているため、洪水時に水制の上を超えた流れが護岸に直接あたり護岸基礎部の洗堀等を惹

起した可能性がある。3基の水制のうち下流側の 2 基は激しく損傷しているため、護岸復旧の際

には水制の改修も合わせて検討することが望ましい。 

 
(j) R10（6.8km） 

 直線区間において擁壁護岸が 232m 被災している。本被災区間下流端に接続している既設護岸

を見ると根入れ部（約 1.5m）が露出し浮き上がっている。本区間は洪水前には河岸前面に土砂

が堆積していたが、洪水時に浸食されて護岸に達し基礎部が浮き上がり崩壊に至ったと考えら

れる。河岸防御の観点から高水敷の設置は望ましいが、高水敷を設置するとその上に住居の建

築を誘引することになるため注意する必要がある。 

 
(k) R11（7.8km）、R12（8.6km） 

図 3.2-26 護岸の被災 （R8, R9） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（中・右）調査団 

水制 
水制 

水制 

R8 

R9 

R8 R8 と R9 の間の水制 

図 3.2-27 護岸の被災 （R10） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（中・右）調査団 
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ベモス川との合流後の直線区間において 560m と 53m の護岸被害が発生した。応急復旧として

河岸に砂利を積み上げているが、その砂利を被災箇所近傍の河床から採取しているため、結果

として河岸近くに澪筋ができている。R11 の被災延長 560mは今回の調査対象区間では最大であ

る。復旧においては護岸に一定間隔で横帯工を入れるとともに、護岸前面に護床工（根固めブ

ロック）を敷設することを提言する。 

 
(2) 根固めブロックの流失 

 日の出橋は河川内に 5つの橋脚が設けられている。それら橋脚は右岸側から P1 橋脚～P5 橋脚

となっている。それぞれの橋脚の河床部は洗堀防止のためにおよそ 20m 四方にわたって根固め

ブロックが設置されている。図 3.2-29に橋梁平面図を示す。 

 

 P3 橋脚では橋脚のすぐそばで

砂利採取のために大きな穴が掘

られており、本来あるはずの根

固めブロックが確認できない。

また、施工時の敷設範囲の下流

側に根固めブロック 3基が確認

できる（図 3.2-30）。 

出所：「コモロ川上流新橋計画準備調査報告書」を基に調査団作成 

P1 P2 P3 P4 P5 

根固めブロック敷設範囲 

図 3.2-29 日の出橋平面図 

図 3.2-28 護岸の被災 （R11、R12） 

出所：（左）NTT DATA 衛星画像より調査団作成、（右）調査団撮影 

R11 
R12 

図 3.2-30 P3 橋脚周辺の状況 
出所：調査団撮影 

下流に移動した 
根固めブロック 

砂利採取の為に 
掘られた穴 
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 これらの根固めブロックの流失や移動の原因は、以下のようなことが考えられる。復旧にお

いてはこれらの点に留意して再度災害防止に努める必要がある。 
・ ブロック同士を連結する金具が取り外されたことにより、ブロック群対としての抵抗力を失

い流失した。 
・ 根固めブロックの敷設範囲の端部でブロックと河床地盤が接しているため、粗度が急変する

ことにより流れが乱れて、端部に接する箇所が局所洗堀されブロックが流失した。 
・ 根固めブロック近傍での砂利採取時に掘られた円形の穴が、洪水流によって拡大して根固め

ブロックに達しブロックの滑動、流失を招いた。 
 

(3) 河道内の家屋の浸水、流失 

 近年コモロ川の河川内の高水敷や微高地の上には多くの家屋が建設されている。今次洪水で

はこれらの家が浸水や流失の被害を被っている。今回現地調査した 2021年 10 月時点では多くの

箇所で流失した跡地に再び家屋を建設していることが確認された。図 3.2-31 に 2021 年 4月洪水

による河川内の家屋被害、また、同洪水前後での家屋の変化を示す。 
 

 

3.2.3  既存コモロ川河川計画のレビュー 

「東ティモール国コモロ川上流新橋建設計画準備調査」（2014年）では、日の出橋（河口から

2.6km）を概略設計するにあたり、コモロ川の河口から 3.6kmまでの河川計画を策定した。本調

図 3.2-31 洪水前後の河川内の家屋の変化 

出所：（左）調査団協力者提供、（右）調査団撮影 

2.65km 地点左岸：日の出橋の下

流左岸の高水敷上の家屋。高水

敷が浸食され家屋の一部が流失

した。 

 

3.8km 地点右岸：3.2.2 (1) (f)に示

した被災護岸 R5 の箇所。川側に

あった 5,6 棟が洪水後にはなくな

っている。 

出所：NTT DATA, RESTEC*JAXAの衛星画像より調査団作成 

出所：NTT DATA, RESTEC*JAXA の衛星画像より調査団作成 

 

1.15km 地点左岸：洪水後に約 15
棟の家屋が建設されている。 
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査では、水文データ等を更新するとともに、範囲を河口から 10km までに拡大して河川計画を更

新する。 
 計画検討のフローは図 3.2-32に示すとおりである。 

 

(1) 降雨解析 

1) 計画降雨量 

 3.1.3(2)での検討では、今次洪水時の 4 月 4日の 24 時間雨量は流域平均雨量で 279mm、GEV
で 172 年確率降雨に相当する。本検討に基づき計画降雨は Build Back Betterの観点から 200 年確

率に相当する 292mm(24時間雨量)とした。 

2) 降雨波形 

 今次洪水時の再現計算においてピーク流量最大値をとったケースの降雨波形を使用した。 

 
出所：調査団作成 

図 3.2-33 計画降雨波形（流域平均雨量） 

 
(2) 流出解析 

前項で決定した計画降雨を用いて流出解析を行い、計画流量を決定した。流出モデルは、降

雨流出氾濫モデル（Rain-Runoff-Inundation: RRI Model）を使用した。コモロ川下流のピーク流量

は 1,270～1323m3/sであったことから計画流量を 1,320m3/s とした。 

Apr 4th, 2021
279mm

292mm

X 292
／279

図 3.2-32 河川計画の検討フロー 

① 降雨解析 → 計画降雨の決定 

② 流出解析 → 計画流量の決定 

③ 河川の現状整理 
 ・河川構造物、災害履歴等 
・川幅、縦断勾配、流下能力等 

④ 計画河道の検討 → 計画河道の基本方針 
→ 計画高水位 
→ 計画縦断・横断・平面（法線） 

出所：調査団作成 
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出所：調査団作成 

図 3.2-34 流出解析結果 

(3) コモロ川の現況河道の整理 

① 既存の河川構造物 

 コモロ川に整備されている河川構造物は下表のとおりである。なお、各施設の詳細は「2.4.1 
(2) 河川管理」に記載したとおりである。また、護岸は 2021 年 4 月洪水により数か所で被災して

いる（「2.4.2 コモロ川の洪水被害の評価」参照）。 

表 3.2-1 コモロ川の河川構造物 

構造物の
種類 数量 備考 

護岸 左岸：4km（河口～6.5km の間に断続的） 

右岸：9km（河口～ベモス川合流点） 

練石積み（Wet masonry）、籠マッ
ト、コンクリートブロック積（日
の出橋）の 3 タイプ。 

床止め 2 基（No.1: 1.7km、No.2: 3.9km） No.1: 2019 年改築、No.2: 2017 年
建設 

水制 6 基（下流より No.1～No.6） No.1 と 2 は籠マット製 

No.3~6 は鉄筋コンクリート製 

No.6 は護岸接続部のみが残る 

出所：調査団作成 

 
② 河川内の住居建設や埋立て行為 

 コモロ川には明確な河川区域は設定されていない。そのため、2021年 4月洪水のように規模

の大きな出水時には冠水するような河岸に家屋が多く建てられている。その数は、近年の活発

な河道内の砂利採取と比例するように増加傾向にある。また、砂利採取業者による大規模な河

道内の埋立て行為も見られる。これらの河道内の埋立てにより、洪水流の偏向や川幅の縮小に

よる高速流の発生が生じ、一部護岸の損壊につながったと考えられる。 
 
③ コモロ川の現況河道の整理 

 本調査では、コモロ川の河口から 10km の区間についてドローン測量を実施している。同測量

成果を用いて作成した現況河道の縦断図を図 3.2-35 に示す。同図には現況河道の川幅を合わせ

て表示している（図中の緑線）。 

2

Peak discharge based on design 
rainfall in the lower reaches of 

Comoro River is  
1270～1323 m3/s

1322m3/s
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 同図には、2021年 4 月洪水のピーク流量 844m3/s～
898m3/s（3.1.3、(2)、2)参照）相当の 900m3/s流下時

の不等流計算水位を示す。粗度係数は、河床材料が

砂利であることより 0.040 とした。同図に示す不等流

計算水位は左右岸の河岸高以下となっており、コモ

ロ川下流区間では 2021年 4月洪水時には溢水氾濫は

発生していないとの事実と整合する。また、0.75km
から 2.89km の区間で聞き取り調査により得られた痕

跡水位を図 3.2-36に示す。さらに、現況河岸の流下

能力を不等流計算により算定した結果を図 3.2-37に
示す。流下能力は、左右岸の河岸高のうち低い方の

高さを評価高とした。 
 

 
   出所：調査団作成 

図 3.2-37 現況河道の流下能力縦断図 
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出所：調査団作成 

図 3.2-35  現況河道の縦断図 
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図 3.2-36 今次洪水の痕跡水位 

出所：調査団作成 
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 コモロ川は、ここ 10 年のあいだに相当改変が加えられており、それらの影響が河道縦断（図

3.2-35）や流下能力（図 3.2-37）に表れている。河道改変の変遷を Google Earth より整理すると

ともにそれらの改変が河川管理に及ぼす影響について以下に示す。 
(*) 以下の文中の日付は、Google Earth 上の画像取得日であり、河道に改変等を加えた日付では

ない。 
 
1) 河口～第 1床止工（0km～1.69km） 

画像取得日 2005 年 9 月 7 日：第 1 床止工は確認できるが、上下流の高低差は見られない。（左

岸）第 1床止工下流に延長約 150mの取り付け護岸あり。（右岸）護岸はなく自然河岸であるが、

河口から 0.85km まで河岸道路が通る。 

 
2006年 9月 10日：（左岸）1.2km より上流に護岸が設置される。 

 
2009年 7月 7日：（左岸）0.65km～1.2kmに護岸延伸。（右岸）河口から第 1 床止工まで護岸が敷

設。河口から 1.2km付近までは現在とほぼ同じ法線位置であるが、それより上流は現在よりも堤

内側に護岸法線が位置する。 

第 1 床止工 

河口 

上流に比べて
流路幅が狭い 空港滑走路 

画像取得日 2005年 9月 7 日 

図 3.2-38 河道の変遷：河口～第 1床止工（2005/9/7） 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

第 1 床止工 

河口 

空港滑走路 

画像取得日 2006年 9月 10 日 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-39 河道の変遷：河口～第 1床止工（2006/9/10） 
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2013年 7月 16日：（左岸）0.45km～0.65km に護岸延伸。 

 
2016年 10月 30日：（左岸）河口～0.45kmに護岸延伸。（右岸）1.2kmから第 1床止工までの護岸

が現在と同じ位置に変更されている。河岸道路が 0.85km～第 1 床止工まで延伸。 

 
 
2) 第 1床止工～第 2床止工（1.69km～3.88km） 

2005 年 9 月 7 日：（左岸）第 1 床止工から 2.3km に低水護岸が確認できる。コモロ橋から日の出

橋（この時点では建設されていない）までの河岸沿いの道路の川側に家屋が 1 列に並ぶ。この幅

（範囲）が概ね堤内地盤高の高さと考えられる。日の出橋から第 2 床止工（この時点では建設さ

れていない）の道路より川側に幅約 100m の建設業者／砂利業者の土地がある。それ以外に民家

等はない。（右岸）第 1 床止工から 2.3km に護岸が設置されている。河岸沿い道路は第 2 床止工

付近まで。 

第 1 床止工 
河口 

空港滑走路 

画像取得日 2009年 7月 7 日 

出所：Google Earthを基に調査団作成 
図 3.2-40河道の変遷：河口～第 1床止工（2009/7/7） 

第 1 床止工 
河口 

空港滑走路 

画像取得日 2013年 7月 16 日 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-41 河道の変遷：河口～第 1床止工（2013/7/16） 

第 1 床止工 

河口 

空港滑走路 

画像取得日 2016年 10 月 30 日 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-42 河道の変遷：河口～第 1床止工（2016/10/30） 
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2009 年 7 月 7 日：（左岸）2.3km 付近の河岸沿い微高地が河道中心に広がる。建設業者／砂利業

者の土地の下流側に家屋が建ち始める。2.9km 付近の業者の土地が川側に広がり、護岸が設置さ

れる。（右岸）2.6km付近で河道内に家屋が建ち始める。 

 
2011 年 5 月 2 日：（左岸）低水護岸が 2.3km～2.55km に延びる。（右岸）2.7km～3.0km の川側で

家屋が建ち始める。建設業者／砂利業者の土地の下側側で家屋が増える。 

 
2016年 10月 30日：（左岸）日の出橋の上下流側が家屋で埋まる。3.4km～3.6kmの業者の土地の

さらに川側に民家が建てられる。3.6km～4.1km に低水護岸敷設。（右岸）2.3km に河床に下りる

斜路が設置されるとともに、護岸が 2.3km～2.5km に延伸。2.5km～2.6km で河道内の家屋が急増。

2.7km～3.0kmで家屋が急増するとともに、その上流 3.4kmまで家屋が増加。河岸道路が第 2床止

工より上流に延伸。 

第 1 床止工 

コモロ橋 

画像取得日 2005年 9月 7 日 

第 2 床止工 日の出橋 

約 100m 

出所：Google Earthを基に調査団作成 
図 3.2-43 河道の変遷：第 1床止工～第 2床止工（2005/9/7） 

第 1 床止工 

コモロ橋 

画像取得日 2009年 7月 7 日 

微高地が河道中心に広がる 

河道内に家屋が建ち始める 

建設業者・砂利業者の土地が川
側に広がり護岸が設置される 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-44 河道の変遷：第 1床止工～第 2床止工（2009/7/7） 

第 1 床止工 

コモロ橋 

画像取得日 2011年 5月 2 日 

家屋が増加 

出所：Google Earthを基に調査団作成 
図 3.2-45 河道の変遷：第 1床止工～第 2床止工（2011/5/2） 
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2018年 4月 23日：第 2床止工が設置される。 

 

2019 年 12 月 21 日：（右岸）2.2km～2.3km に数件の家屋が建設される。3.4km より上流に護岸設

置。3.6km～3.7km に家屋増加。 

 

 
3) 第 2床止工～ベモス川合流点（3.88km～8.86km） 

2005 年 9 月 7 日：（左岸）護岸はなく、自然河岸となっている。（右岸）護岸はなく、自然河岸

であるが、5.5km～6.6kmは直線状になっている。 

第 1 床止

工 
コモロ橋 

画像取得日 2016年 10 月 30 日（日の出橋、第 2 床止工は未施工） 

家屋でほぼ埋まる 

家屋が建てられる 

護岸延伸 

家屋が急増 
家屋が増加 

第 2 床止工 

日の出橋 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-46 河道の変遷：第 1床止工～第 2床止工（2016/10/30） 

第 1 床止工 

コモロ橋 

画像取得日 2018年 4月 23 日（日の出橋は建設中） 

第 2 床止工 日の出橋 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-47 河道の変遷：第 1床止工～第 2床止工（2018/4/23） 

第 1 床止工 

コモロ橋 

画像取得日 2019年 12 月 21 日（日の出橋は建設中） 

第 2 床止工 

日の出橋 

家屋増加 

数件の家屋が急増
建設 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-48 河道の変遷：第 1床止工～第 2床止工（2019/12/21） 
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2006年 9月 10日：（右岸）6.4km～7.0kmに河岸沿い道路が確認できる。 

 
2013年 7月 16日：（右岸）5.6km～6.4kmに護岸、水制を設置。 

 
2016年 10月 30日：河岸沿いの道路が第 2床止工からベモス川合流点まで伸びる。5.2km～5.6km
は河岸を 40m～50m 幅で埋め立てて河岸道路を整備している。5.6km～6.0km で砂利業者による

河道内の大規模な埋立て確認できる。 

画像取得日 2005年 9月 7 日 

第 2 床止工 

左岸には護岸なし 

右岸には護岸なし 

直線状の河岸 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-49 河道の変遷：第 2床止工～ベモス川合流点（2005/9/7） 

画像取得日 2006年 9月 10 日 

第 2 床止工 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-50 河道の変遷：第 2床止工～ベモス川合流点（2006/9/10） 

画像取得日 2013年 7月 16 日 

第 2 床止工 

護岸・水制を設置 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-51 河道の変遷：第 2床止工～ベモス川合流点（2013/7/16） 
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2017年 8月 3日：（左岸）5.5km～6.1kmに護岸敷設。 

 
 
(4) 河道計画の検討 

1) 検討方針 

 「東ティモール国コモロ川上流新橋建設計画準備調査」（2014 年）時のコモロ川河川計画の基

本方針は表 3.2-2 に示すとおりである。本調査で計画を見直すにあたっての考え方を同表右欄に

示す。 

表 3.2-2 コモロ川河川計画検討の方針 

項目 準備調査時（2014 年）の検討方針 本調査での検討方針 
計画規模 コモロ川が首都ディリ市内を流下す

る河川であり、市中心部と国際空港

の間を流れる河川であることから、

河道の計画規模を 50 年確率（計画

高水流量 2,500m3/s）とする。 

2021 年 4 月洪水と同規模の洪水が発生し

ても被災しない計画規模とする。 

同洪水の流域平均日雨量は 172 年確率

（3.1.3(2)参照）であることから、計画規

模を 200 年確率（計画高水流量 
1,320m3/s）とする。 

計画縦断勾配 計画縦断勾配は現況河道の河床勾配

を考慮して決定する。 
河床高は砂利採取により人為的に改変され

ている。計画縦断勾配は河床高ではなく河

岸高や周辺地盤高、地形勾配等を踏まえて

決定する。 

画像取得日 2016年 10 月 30 日 

第 2 床止工 

河岸 40m～50m
を埋め立て 

大規模な埋め立て 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

図 3.2-52 河道の変遷：第 2床止工～ベモス川合流点（2016/10/30） 

画像取得日 2017年 8月 3 日 

第 2 床止工 

護岸敷設 

出所：Google Earthを基に調査団作成 
図 3.2-53 河道の変遷：第 2床止工～ベモス川合流点（2017/8/3） 
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計画高水位 床止工（1.6km）より下流の築堤区

間は既設堤防高、床止工より上流の

無堤区間は現況河岸高を考慮して決

定する。架橋予定地点より上流は大

規模な砂利採取により河道断面が大

きいので、できるだけ掘り込み河道

となるような（築堤を必要としな

い）計画高水位を設定する。 

2021 年 4 月洪水でも流下能力の小さい河

口付近ではコモロ川からの氾濫は発生して

いない。これを踏まえ、計画高水は可能な

限り現況河岸高を超えない高さに設定す

る。 

計画堤防法線 現況河道法線はほぼ直線状を呈して

いる。計画堤防はこれと平行な法線

とする。現況流下能力が小さい下流

区間（2.3km より下流）は、必要に

応じて拡幅して堤防法線を決定す

る。拡幅の必要がない上流区間で

は、現況河道の河岸を計画堤防法線

とする。 

左岸：河口から第 1 床止工までの区間は

2006 年頃から設置されたコンクリート擁

壁の位置を堤防法線とする。第 1 床止工よ

り上流は、地盤高から河岸と考えられる位

置を堤防法線とする。 

右岸：河岸上に国道 2 号バイパスが通るこ

とから、現況の河岸位置を堤防法線とする

ことを原則とする。ただし、砂利業者が河

道内を埋め立てて利用している 5.6k～6.2k
の区間は、元の国道 2 号バイパスルート沿

いの河岸を堤防法線とする。 

出所：調査団作成 

2) 河道計画 

流下能力が特に小さい 0.1km～0.7km を含む 0.1km～第 1 床止工（1.69km）の区間を対象に表

3.2-3に示す 3ケースの河川改修案を比較検討した。各ケースの改修イメージを図 3.2-54に示す。

ケース毎に計画高水流量流下時の水位を求め計画河道を設定した。設定した河道縦断図は図 3.2-
55 のとおりである。 
洪水リスク低減の観点からは、洪水時水位、堤防高を低く抑えられる Option 3 が最も有利であ

るが、河口部付近の河床を約 1.8m 掘削する必要がある。掘削後は流下断面が広がるが、波の影

響により短期間で砂が堆積するため定期的な掘削が必要となり、持続的な計画河道の維持が難

しい。したがって、Option 3 の次に洪水時水位、堤防高を低くすることができる Option 1を本区

間の計画河道とする。Option 1 は拡幅を必要とするものの、その範囲は川幅が上下流に比べて狭

い 0.2km～0.6km の 400m の区間であり、拡幅幅は最大 12m と限定的である。また、拡幅対象地

に建物はなく移転等は発生しない（図 3.2-56 参照）。 
表 3.2-3 下流区間の検討ケース 

ケース 築堤／河岸道路嵩上げ 河床掘削 拡幅 

Option 1 規模：中 規模：小 最大拡幅幅 12 m 

Option 2 規模：大 規模：小 - 

Option 3 規模：小 規模：大 - 

出所：調査団作成 

 

3-56



 
ファイナルレポート 和文 

 

 
 

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

-50 0 50 100 150 200 250

El
e

va
ti

o
n

 (
m

)

Distance (m）

0.4k (plan)

0.4k (2021D)

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

-50 0 50 100 150 200 250

El
e

va
ti

o
n

 (
m

)

Distance (m）

0.4k (plan)

0.4k (2021D)

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

-50 0 50 100 150 200 250

El
e

va
ti

o
n

 (
m

)

Distance (m）

0.4k (plan)

0.4k (2021D)

Option 1
Dike (L) + dredging (S) + widening

Option 2
Dike (L) + dredging (S)

Option 3
Dike (S) + dredging (S)

(Left bank) (Right bank) (Left bank) (Right bank) (Left bank) (Right bank)

Widening
Dike

Dredging

Dike

DredgingDredging

Dike
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図 3.2-55 各検討ケースの計画縦断図 

出所：調査団作成 
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上述の検討区間（0.1km～第 1床止工）より上流については、表 3.2-2で示した計画策定方針

に基づき、計画高水流量 1,320m3/sを安全に流下させることができる河道計画を検討、決定し

た。決定した計画縦断図、計画横断図、計画堤防法線図を図 3.2-57、3.2-58、3.2-59 に、計画縦

断諸元を表 3.2-4 に示す。なお、図 3.2-57 の計画縦断図には、計画高水流量 1,320m3/s 流下時の

計算水位を併せて示す。 
現状の河床は過度な砂利採取により相当低下しているため、計画河床高が現況河床よりも高

い（例えば図 3.2-58 (4/7)の 3.0k～3.9kなど）。このような断面で護岸等の構造物を計画、設計す

る場合は、より低い現況河床高を対象に施設を計画、設計する必要がある。 

図 3.2-56 河道拡幅の範囲 

出所：Google Earthを基に調査団作成 

 
Figure  Design Dike Alignment (from river mouth to groundsill No.1) 
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図 3.2-58 コモロ川計画横断図 (1/7) 
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図 3.2-58 コモロ川計画横断図 (2/7) 
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図 3.2-58 コモロ川計画横断図 (3/7) 
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図 3.2-58 コモロ川計画横断図 (4/7) 
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図 3.2-58 コモロ川計画横断図 (5/7) 
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図 3.2-58 コモロ川計画横断図 (6/7) 
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図 3.2-58 コモロ川計画横断図 (7/7) 
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表 3.2-4 コモロ川計画縦断諸元 

 

 
(5) 土砂対策 

1) コモロ川の河床低下への対策 

コモロ川計画縦断図（図 3.2-57）によると 3.0km から 7.0km の区間は、現況の最深河床高が計画

河床高よりも 3m 程度低くなっている。洪水防御の観点からは河床高が低下することで流下断面

が大きくなり治水安全度が向上するという面がある一方で、施設管理の面からは護岸や橋脚等

の基礎の浮き上がりや、河岸の高さが高くなることによる不安定化を招くことになる。2021年 4
月洪水では多くの護岸が被災したが、その要因の一つとして、河床低下による根入れ不足が挙

げられる。そこで、今後さらなる河床低下を防止するために、2017年に 3.88km地点に設置され

た第 2 床止工と同様の床止工（高さ 1.5m 程度）を設置していくことが望ましい。設置は、3.0km
～7.0km の区間に下流側から 1 基ずつ設置し、上流の土砂堆積の状況を確認して、上流側の設置

位置を検討する。 

2) コモロ川流域の急傾斜地対策 

Existing Plan Existing Plan

No. Distance
Left

bank

Right

bank

Deepest

riverbed

Design

Dike

Design

H.W.L

Design

riverbed
No. Distance

Left

bank

Right

bank

Deepest

riverbed

Design

Dike

Design

H.W.L

Design

riverbed

(m) (El.m) (El.m) (El.m) (El.m) (El.m) (El.m) (m) (El.m) (El.m) (El.m) (El.m) (El.m) (El.m)

0.1 km 100 3.102 4.314 1.43 5.24 4.24 0.74 3.6km 3600 36.891 38.37 27.91 35.81 34.81 31.35

0.2km 200 3.218 4.594 1.54 5.70 4.70 1.20 3.7km 3700 38.644 39.285 28.50 36.91 35.91 32.45

0.3km 300 4.561 4.954 1.55 6.16 5.16 1.66 3.8km 3800 39.73 40.52 29.62 38.01 37.01 33.55

0.4km 400 5.339 5.985 1.93 6.62 5.62 2.12 3.9km 3900 40.347 41.207 32.50 39.11 38.11 34.65

0.5km 500 6.164 6.614 2.58 7.08 6.08 2.58 4.0km 4000 41.466 41.116 33.69 40.32 39.32 35.90

0.6km 600 6.147 7.043 2.72 7.54 6.54 3.04 4.1km 4100 43.237 41.943 35.00 41.53 40.53 37.15

0.7km 700 6.853 8.209 3.09 8.00 7.00 3.50 4.2km 4200 42.245 43.02 36.00 42.73 41.73 38.40

0.8km 800 8.708 9.086 3.37 8.47 7.47 3.97 4.3km 4300 42.591 44.206 37.13 43.94 42.94 39.65

0.9km 900 8.745 9.747 3.91 8.93 7.93 4.43 4.4km 4400 45.788 45.542 38.41 45.15 44.15 40.90

1.0km 1000 8.965 10.185 4.41 9.39 8.39 4.89 4.5km 4500 47.599 46.473 39.66 46.36 45.36 42.14

1.1km 1100 10.165 10.649 4.59 9.85 8.85 5.35 4.6km 4600 49.123 47.475 40.17 47.56 46.56 43.39

1.2km 1200 9.513 11.444 5.31 10.31 9.31 5.81 4.8km 4800 50.887 50.13 42.99 49.98 48.98 45.89

1.3km 1300 10.222 11.959 6.23 10.77 9.77 6.27 5.0km 5000 52.027 52.547 45.46 52.39 51.39 48.39

1.4km 1400 11.266 13.259 6.66 11.23 10.23 6.73 5.2km 5200 56.251 55.415 47.94 54.81 53.81 50.89

1.5km 1500 12.322 14.325 7.04 11.69 10.69 7.19 5.4km 5400 58.437 57.699 50.65 57.23 56.23 53.39

1.6km 1600 13.266 15.669 6.97 12.15 11.15 7.65 5.5km 5500 60.532 56.549 52.06 58.43 57.43 54.63

1.7km 1700 17.65 17.666 14.33 18.13 17.13 13.88 5.6km 5600 61.69 60.276 53.79 59.64 58.64 55.88

1.8km 1800 18.687 18.619 14.20 18.76 17.76 14.51 5.8km 5800 63.803 64.436 56.24 62.06 61.06 58.38

1.9km 1900 20.638 19.752 15.06 19.39 18.39 15.14 6.0km 6000 66.628 66.334 56.83 64.47 63.47 60.88

2.0km 2000 19.908 20.085 15.35 20.02 19.02 15.77 6.2km 6200 68.303 67.503 61.94 66.89 65.89 63.38

2.1km 2100 20.698 20.591 15.95 20.64 19.64 16.39 6.4km 6400 70.963 70.99 64.40 69.30 68.30 65.88

2.2km 2200 21.852 20.999 16.27 21.27 20.27 17.02 6.6km 6600 72.905 73.678 64.07 71.72 70.72 68.37

2.3km 2300 22.873 21.824 16.86 21.90 20.90 17.65 6.8km 6800 74.797 75.963 68.63 74.13 73.13 70.87

2.4km 2400 23.286 22.799 17.63 22.53 21.53 18.28 7.0km 7000 77.827 78.937 71.97 76.55 75.55 73.37

2.5km 2500 24.598 24.146 18.11 23.71 22.71 19.25 7.2km 7200 80.134 81.574 74.76 78.96 77.96 75.87

2.6km 2600 26.063 28.349 19.06 24.81 23.81 20.35 7.4km 7400 82.779 83.875 76.99 81.38 80.38 78.37

2.7km 2700 26.901 27.829 19.62 25.91 24.91 21.45 7.6km 7600 84.494 85.499 79.92 83.79 82.79 80.86

2.8km 2800 28.493 29.584 20.25 27.01 26.01 22.55 7.8km 7800 86.858 87.404 82.29 86.21 85.21 83.36

2.9km 2900 28.885 30.431 20.85 28.11 27.11 23.65 8.0km 8000 89.394 89.626 84.70 88.63 87.63 85.86

3.0km 3000 30.871 32.446 22.29 29.21 28.21 24.75 8.2km 8200 95.337 93.109 87.94 92.05 91.05 89.06

3.1km 3100 31.996 33.645 23.34 30.31 29.31 25.85 8.4km 8400 96.895 96.6 92.27 95.47 94.47 92.26

3.2km 3200 33.48 34.654 24.34 31.41 30.41 26.95 8.6km 8600 100.067 100.888 93.62 98.89 97.89 95.46

3.3km 3300 34.374 35.102 25.05 32.51 31.51 28.05 8.8km 8800 106.392 106.338 97.86 102.31 101.31 98.66

3.4km 3400 34.534 36.585 25.84 33.61 32.61 29.15 9.0km 9000 104.151 103.758 101.48 105.73 104.73 101.86

3.5km 3500 36.413 37.307 26.59 34.71 33.71 30.25

出所：調査団作成 
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 コモロ川流域の標高データ（NTT DATA）より、傾斜度が 30 度以上の箇所を抽出した結果を

図 3.2-60に示す。同図によるとベモス川の右岸側斜面の急傾斜地が集中していることがわか

る。2021年 4 月洪水では左右両岸の沢等から非常に多くの石、砂利がベモス川に流れ込み堆積

している。ベモス川では今後数年は出水のたびに河床に堆積した砂利、土砂がコモロ川に供給

されるものと考えられる。幸いコモロ川のベモス合流点（約 9km付近）から下流の 2.5km付近

までの区間は十分な流下能力があることから、ベモス川からの土砂流出を積極的に抑止する必

要はないが、定期的なモニタリングは必要である。 

 
3.2.4  コモロ川の河川管理の提言 

 東ティモールにおいて適切に河川管理を実施していくために必要な取り組みについて下表に

整理する。 
表 3.2-5 河川管理のために必要な取り組み 

河川維持管理の主要項目 必要な取り組み 
1. 法令・基準類の整備 1) 河川法案の策定、採掘法の法令化 

2) 河川及び河川構造物の維持管理マニュアルの策定 
2. 計画の策定 1) 河川計画の策定 

2) 河川維持管理計画の策定 
3) 砂利採取規制計画の策定 

3. 水文観測の充実 1) 雨量観測所、水位観測所の設置。 
2) 水文観測体制の整備 

4. 洪水防御施設の整備 1) 河岸浸食対策として護岸工の整備 
2) 河床低下対策として床止工の整備 

5. 砂利業者と連携した河川管理の実践 砂利採取計画に基づく適切な砂利採取の実践 
6. 維持管理に係る能力の向上 1) 組織体制の整備 

2) 維持管理の実施（インフラ長寿命化、予防保全、ICT 活用） 
出所：調査団作成 

図 3.2-60 コモロ川流域の傾斜図 
出所：調査団作成 
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3.2.5  コモロ川護岸の復旧方針 

(1) 被災護岸の復旧の考え方と優先度 

「3.2.2 (1) 護岸の損傷とそれに伴う河岸浸食」で示した被災護岸 15カ所について復旧方針を表

3.2-6に記載する。また、空港滑走路や橋梁、国道バイパス道路等のクリティカルインフラへの

影響や、周辺住民や車両通行等の安全確保の観点から復旧の優先度を 3段階（高・中・低）で表

示した。 

復旧の優先度が高いサイト： L1, R4, R5, R6, R7, R10 
復旧の優先度が中程度のサイト： R1, R2, R3, R8, R9, R11, R12 
復旧の優先度が低いサイト： L2, L3 

 優先度に応じて、適切に予算を配分し早急に、かつ、着実に復旧工事を実施していくことが

望まれる。 

表 3.2-6 被災護岸の復旧の考え方と優先度 

左/右岸 記号 
河口から 

の距離 
延長 復旧の考え方 優先度 

左岸 L1 0.7km 460m クリティカルインフラである空港滑走路に近接している区間

（約 200m）は L型擁壁等のより安定性の高い構造とするとと

もに優先的に修復する。 

高 

 L2 3.8km 23m 局所的な損壊のため、上下流の既存護岸（石積み擁壁）と同

じ構造とする。既存護岸で基礎部が露出している箇所は砂利

等を盛って基礎前面の洗堀を防ぐ。護岸背後は河道内を埋め

立て造成した土地（砂利業者）である。 

低 

 L3 6.3km 374m 元の河岸から約 50m 埋め立てて造成した土地であるため、締

固めが十分でなく浸食に対する強度も高くないと想定され

る。今後浸食が進む可能性はあるが、守るべき資産はそれ程

多くない。 

低 

右岸 R1 0.3km 168m 同区間は河道計画では築堤もしくは河岸の嵩上げが必要な区

間である。計画断面への改修が望ましいが、土地収用等で時

間を要するのであれば、河岸崩壊が道路に及ばないよう籠マ

ット護岸等で暫定復旧する。 

中 

 R2 0.5km 39m 中 

 R3 0.6km 38m 中 

 R4 1.6km 141m 河岸高が 7m以上あるので 2段構造の護岸とする。第 1床止工

の右岸直下流に位置しており、護岸崩壊が床止工に及ぶ可能

性もある。また、同床止工は 150m 上流のコモロ橋の安定に

寄与しているため、復旧の優先度は高い。 

高 

 R5 3.8km 100m 延長約 570mの籠マット護岸のうち、中間付近の 100mが損壊

している。河岸高が約 10m と高いので、コンクリートもたれ

擁壁（下段）＋ブロック張り護岸（上段）の 2 段構造とす

る。被災区間の上・下流側の籠マットが崩れた籠マットに引

高 
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左/右岸 記号 
河口から 

の距離 
延長 復旧の考え方 優先度 

っ張られるかたちになっており、放置すると損壊が上下流に

拡大する恐れがある。したがって復旧の優先度は高い。 

 R6 4.1km 110m 河岸高が約 8m と高いので、コンクリートもたれ擁壁（下

段）＋ブロック張り護岸（上段）の 2 段構造とする。2022 年

5 月時点で河岸の崩壊が河岸道路（国道 2 号バイパス）に拡

大している。また、多くの家屋が隣接しており、優先的に普

及する必要がある。 

高 

 R7 5.5km 142m 護岸崩壊、河岸浸食により河岸道路（国道 2 号バイパス）は

1 車線通行となり、かつ、元の路面高より約 1.5m 低くなって

いる。復旧に際しては、背後地ならび路面の雨水排水を合わ

せて整備する必要がある。ただし、上流側の河道内埋め立て

地の影響により水衝部となっている。幹線道路の機能維持と

安全確保の観点から復旧の優先度は高いが、本格復旧は同埋

め立て地の対応（撤去）と合わせて行う必要がある。 

高 

 R8 6.3km 100m 連続する区間なので同時に修復する。河岸高が 7~8m と高い

ので 2 段の護岸構造とする。湾曲部外岸に位置し、水制工が

3 基位置している。損壊している水制工を修復するととも

に、新規に追加して密に配置し、洪水流の直撃を緩和させ

る。 

中 

 R9 6.5km 112m 中 

 R10 6.8km 232m 河岸高が 7~8m と高いので 2 段の護岸構造とする。河岸の崩

壊が一部、国道 2 号バイパスに及んでおり、復旧の優先度は

高い。 

高 

 R11 7.8km 560m ベモス川との合流点から下流に約 930m の直線区間であるこ

とから、2 割の法勾配とする。トラック等の川への乗り入れ

を容易とするため、河川管理、利用規制等とともに対応する

必要がある。 

中 

 R12 8.6km 53m 中 

合計   2,442m   

出所：調査団作成 

(2) 包括方式無償資金協力による復旧の検討 

 表 3.2-5の被災護岸のうち、R5（3.8km 地点、被災延長 100m）と R6（4.1km 地点、被災延長

110m）の 2 カ所を包括方式無償資金協力による復旧の対象候補とする。これら 2 カ所を選定し

た理由は下記のとおりである。 

・ 護岸の損傷により河岸上の道路の舗装や歩道が部分的に崩落しており、車両通行の支障とな

っている。 
・ 道路を含めた損傷を放置すると交通の支障のみならず、道路沿い家屋にも崩落のリスクが及

ぶ。 
・ 対象護岸 2 カ所は、わが国の無償資金協力で建設した日の出橋の上流約 1.2km と 1.5km に位
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置している。また、ディリ中心部の近くに位置することから人の目に触れる機会も多く、同

橋梁と一体となって復旧の進捗をアピールできる。 

 護岸復旧計画における基本的な考え方は以下のとおりである。 
・ 洗堀に対して十分安全な根入れ長を確保するとともに護岸前面に護床工を敷設し法尻の局所

洗堀を防止する。 

・ 護岸には延長方向の一定区間ごとに横帯工を敷設し、ある箇所での変移・破損が他に波及し

ないように絶縁する。 

・ 河岸高が高い場合には法面の途中に小段を設けて法面の安定を図る。ただし、小段の幅を大

きくすると住宅建設用地として利用される恐れがあることにも留意して小段幅を決定する。 

・ 上記の護岸復旧の考え方や設計思想をその他の被災護岸の復旧においても活用していく。 

 上記の方針に基づき、R5 と R6 の復旧後岸の標準断面図を以下に示す。 

 

 

図 3.2-61  修復護岸の標準断面図 

10m

護床工

コンクリートブロック積擁壁工

もたれ擁壁工

1.5m1.5m 9.5m

12.5m

8m

護床工

コンクリートブロック積擁壁

もたれ擁壁

1.5m1.5m 9.5m

12.5m

R5 R6 

出所：調査団作成 
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3.3  べモス給水施設復旧方針の検討 

3.3.1  べモス給水施設の概要 

(1) ベモス給水施設の建設・更新経緯 

ベモス川を水源とするベモス給水施設は、1984 年インドネシア統治時代に建設された。ベモス

川取水堰から導水管によりディリ中央浄水場、ベモス浄水場へ導水されてディリ市内に配水され

る。 

その後、ベモス浄水場はコンクリートの劣化や漏水があったことから、2004 年～2006 年に日

本の無償資金協力事業「ディリ浄水整備計画」においてラハネ、ベナマウクの浄水場とともに施

設が更新された。また、ディリ中央浄水場も 2000 年～2003 年に日本政府資金による UNDP 緊

急無償事業「ディリ水道施設改善計画」において建設された。ベモス取水堰から浄水場までの各

施設の位置関係を図 3.3-1 に示す。 

 

出所：「ベモス－ディリ給水システム緊急改修計画基本設計調査報告書（2009 年）」 
図 3.3-1 ベモス－ディリ給水施設位置図 

ベモス導水は我が国の支援で修復（2000 年度 UNDP 緊急無償「ディリ水道施設改善計画」）さ

れた後、2004 年、2005 年に発生した大規模豪雨の河川の氾濫等により著しい損傷を受け、水道

衛生局により応急的に修復された。しかし、将来の洪水に対して十分な対応できていなかったた

め、洪水による導水管の折損や、老朽化した配水池の崩落が発生した場合には復旧に時間を要し

安全な水の供給が長期にわたり停止されることが想定された。 

このような状況下、ディリ市への安全な上水の持続的な供給を可能にするため、2006 年に我が

国に対し無償資金協力の要請があった。これを受け我が国では 2007 年に予備調査を実施して重
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要性、緊急性、妥当性を確認した後、2008 年の基本設計調査実施を経て 2009 年（平成 21 年度）

より無償資金協力「ベモス－ディリ給水施設緊急改修計画」において施設改修が実施された。 

 

(2) 無償資金協力事業(2009-2011)の概要 

ベモス給水システムが更新されたのは 2009 年～2011 年度の無償資金協力「ベモス-ディリ給水

システム緊急改修計画」が最新であり、本事業の概要を示す。また、事業実施中の 2010 年に洪水

により被災し、事業化調査を経て事業内容が追加・修正された。 

1) 改修目的・改修対象 

改修の目的は、ディリ市水道の基幹施設であるディリ導水管を防災的な観点から速やかに改修

し、今後洪水が発生した場合にもディリ市のベモス浄水場およびディリ中央浄水場へ安定して原

水を供給し続ける機能を確保することであった。 

表 3.3-1 ベモス－ディリ給水施設改修対象 

改修コンポーネント 対象 

1)  ベモス取水堰改修 ○ 

2)  沈砂池新設 ○ 

3)  第 1 河川横断工 ○ 

4)  ベモス川右岸支流横断水管橋による路線変更 ○ 

5)  管路線変更、上流既設コンクリート擁壁嵩上げ ○ 

6)  ベモス川右岸河岸段丘部護岸工 ○ 

7)  第 2 河川横断工 ○ 

8)  下流既設コンクリート擁壁嵩上げ、根固め及び管路防護 ○ 

9)  ベモス川左岸河岸段丘上流部管路防護 ● 

10) ベモス川左岸側河岸段丘下流部管路線変更、管路防護 ○ 

11) ベモス川左岸側斜面山脚部管路線変更、管路防護 ● 

12) コモロ川右岸急勾配道路部舗装、防壁 ● 

13) ベモス川上流部制水弁工、排砂弁工及び空気弁工 ○ 

14) ベモス浄水場 下部配水地及び弁改修 ● 

15)  ベモス浄水場アクセス道路地滑り対策工 ● 

出所：「ベモス－ディリ給水システム緊急改修計画基本設計調査報告書（2009 年）」 

注）●：2010 年洪水後の事業化調査を経て追加・修正された第二次案件 
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No.9, 11, 12, 14, 15 が第 2 次案件の対象となる改修箇所  
注) 番号は改修箇所を示しており、1～14 は平成 21 年度案件における当初計画の対象改修箇所 
出所：「ベモス－ディリ給水システム緊急改修計画基本設計調査報告書（2009 年）」 

図 3.3-2 改修箇所位置図 

ベモス－ディリ給水施設緊急改修箇所の概要を表 3.3-2 に示す。 

  

1 ベモス取水堰 

14 ベモス浄水場 
至 ディリ  

中央浄水場 

コモロ川 

上流 

ベモス川 

上流 

2 

3 第１河川横断工 

4 5 6 

減圧水槽 

8 
9 

10 

11 

第 3 河川横断工 

15 

12 

7 第 2 河川横断工 

13 
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表 3.3-2 ベモス－ディリ給水施設緊急改修箇所の概要 

改修箇
所 

改修箇所名  改修箇
所 

改修箇所名 

No.1 ベモス取水堰  No.8 下流既設コンクリート擁壁 
 堰体   既設擁壁嵩上げ工 
 土砂吐   管路上部保護工 
 下流護床工   擁壁根固工 
 左岸護岸工  No.9 ベモス川左岸河岸段丘上流部 
 右岸護岸工   練石積工 
 取水工   管路上部保護工 
 取付水路  No.10 ベモス川左岸河岸段丘下流部 

No.2 沈砂池   管路路線変更 
 沈砂池   練石積工 
 余水吐   護床工 
 排砂水路  No.11 ベモス川左岸側斜面山脚部 

No.3 第１河川横断工   導水管路線変更 
 床止工   護岸工 
 左岸護岸工   管路上部保護工 
 右岸護岸工  No.12 コモロ川右岸急勾配道路部 

No.4 路線変更およびベモス川右岸支流
横断水管橋 

  コンクリート舗装工 

 導水管路線変更   山留工 
 支流流路工   路側工 
 支流合流工（本流右岸側）  No.13 制水弁、排砂工および空気弁 

No.5 上流既設コンクリート擁壁   空気弁工 
 導水管路線変更   制水弁工 
 既設擁壁嵩上げ   排泥工 

No.6 
ベモス川右岸河岸段丘部 

 No.14 ベモス浄水場下部配水池 
および弁室 

 低水路護岸工   下部配水池 
 高水敷護岸工   弁室 

No.7 第 2 河川横断工   付帯工事 
 床止工  No.15 ベモス浄水場アクセス道路地滑り

対策工 
 左岸護岸工  
 右岸護岸工  

出所：「ベモス－ディリ給水システム緊急改修計画基本設計調査報告書（2009 年）」 
 

(3) 無償資金協力事業の設計仕様 

1) ベモス浄水場からの配水計画 

(a) 配水区域 

ディリ水道の給水区域は図 3.3-3 に示すように Zone1～Zone 10 に区分されており、ベモス浄水

場の配水区域は Zone 3 である。またベモス導水管の終端はディリ中央浄水場への流入となってお

りここから Zone 4 に配水される。 
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(b) 配水量 

2009 年当時、東ティモールの目標を基に、人口増加率・水道普及率・水使用原単位・その他用

途水使用量・有効率・負荷率・時間係数から水需要量を算定した結果、ベモス浄水場の計画一日

最大給水量を 2,000 m3/day と設定された。ベモス浄水場下部配水池からの配水方式は、配水区域

であるディリ市内 Zone 3 の標高差や地形を考慮して自然流下式とする。Zone 3 では給配水管から

の漏水が多く給水圧が不足気味である。 

 

2) 取水量 

(a) 計画流量 

ベモス取水堰の計画最大取水量およびベモス導水管の計画最大通水量は、基本設計調査時に検

討されたものである。基本設計時のベモス取水堰の計画最大取水量およびベモス導水管の計画最

大通水量は下記に示すとおりである。ベモス導水管の各区間における計画流量は次のとおりであ

る。 

表 3.3-3 ベモス浄水場 配水区域（Zone 3）計画流量 
区間 計画流量（liter/sec） 

取水堰から減圧水槽まで  102 

減圧水槽からベモス浄水場分岐点まで 102 

ベモス浄水場分岐点から第 8 号制水弁工(EP)まで  76 

ベモス浄水場分岐点からベモス浄水場まで 26 

出所：「ベモス－ディリ給水システム緊急改修計画基本設計調査報告書（2009 年）」 

  

出所：「ベモス－ディリ給水システム緊急改修計画基本設計調査報告書（2009年）」 
図 3.3-3 ベモス浄水場 配水区域（Zone 3）概念図 

Zone 1 Zone 2 

Zone 3 

Zone 4 

 

Zone 5 
 

Zone 6 

Zone 7 Zone 8 

Zone 9 

Zone 10 

ビタウ井戸群 

クルフン 
井戸群 

ベコラ井戸群 

コモロ 井戸群 

ベモス浄水場 
2,000m3/day 

ディリ中央浄水場 

6,000m3/day 

ラハネ浄水場 
2,600m3/day 

ベナマウク   
浄水場 

600m3/day 
マロア浄水場 
600m3/day(建設中) 

N 

コ
モ

ロ
川

 

ベモス導水管（ベモス取水堰 - ベモス浄水場間 管径φ250-φ300mm, 延長 7.1km） 

ベモス取水堰（取水可能量 197L/sec） 
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(b) 導水管の管種、管径および延長 

表 3.3-4 導水管の管種・管径・延長 

管路区間 管種 
管径 
(mm) 

管路延長 (m) 

既設 改修後 管路長の増減 

取水堰から減圧水槽まで GSP 250 1,355 1,287 

取水口から沈砂池まで開水路設置 
：-80.2m 

改修箇所 No.5 管路移設：+ 8.6m 
改修箇所 No.6 管路移設：+4.0m 

減圧水槽からベモス浄水
場分岐点まで 

GSP 300 5,465 5,472 改修箇所 No.10-3 管路移設：+7.0m 

ベモス浄水場分岐点から
第 8 号制水弁工(EP)まで 

GSP 300 237 237 ― 

合計   7,057 6,996 -60.6m 

注）GSP(JIS 表記では SGP)は配管用炭素鋼鋼管 JIS G 3452 または同等品以上とする。 
出所：「ベモス－ディリ給水システム緊急改修計画基本設計調査報告書（2009 年）」 
 

(c) 河川流量 

各地点の本川および支流の計画洪水量並びに支配流量は、ベモス－ディリ給水システム緊急改

修計画基本設計調査時に策定された。各地点の計画洪水量および支配流量は、下記のとおりであ

る。 

表 3.3-5 各地点の設計洪水量および支配流量 

番
号 

施設名 位置 
河川の 
種類 

流域 
面積 

（km2） 

設計 
流量 

（m3/sec） 

支配 
流量 

（m3/sec） 

1 ベモス取水堰 Sta.0+000 本流 30.3 200 110 

2 沈砂池 Sta.0+075 本流 30.6 200 110 

3 第１河川横断工 
Sta.0+530   
～0+580 

本流 32.1 210 120 

4 ベモス川右岸支流横断水管橋 
Sta.0+670   
～0+800 

本流 
支流 

32.6 
3.20 

220 
34.0 

120 
19 

5 上流既設コンクリート擁壁 
Sta.0+840   
～0+920 

本流 33.1 220 120 

6 ベモス川右岸河岸段丘部 
Sta.0+880   
～0+966 

本流 33.4 220 120 

7 第２河川横断工 
Sta.1+220   
～1+300 

本流 34.4 230 120 

8 下流既設コンクリート擁壁 
Sta.1+430   
～1+520 

本流 35.4 230 130 

9 ベモス川左岸河岸段丘上流部 
Sta.1+980   
～2+020 

本流 37.8 250 140 

10 ベモス川左岸河岸段丘下流部 
Sta.2+080   
～2+300 

本流 38.1 250 140 

11 ベモス川左岸側斜面山脚部 
Sta.+390   
～0+600 

本流 38.8 260 140 

12 コモロ川右岸急勾配道路部 
Sta.7+000   
～7+100 

本流 206.2 1,360 750 

出所：「ベモス－ディリ給水システム緊急改修計画基本設計調査報告書（2009 年）」 
 

3)  雨量データ 

基本設計時は、施設近傍の観測所として、ディリ雨量観測所のデータにより設計降雨強度と設
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計洪水量が検討されている。ディリ観測所の降雨量データは、1953 年～2007 年までの 55 年間分

の月降雨量データの記録があるが、日降雨量データに関しては 2003 年～2008 年までの 6 年間の

みであった（ただし 2008 年は 1 月から 6 月までの雨期のみ）。 

そこで、2003 年～2008 年の雨期（11 月～5 月）において各月における月降雨量と最大日降雨量

との相関を調べた結果、相関関係が高く、相関係数 0.73 となる相関式（各月の最大日降雨量

=0.2699×月降雨量+7.3037）が導き出された。この相関式により、1953 年～2002 年までの各年の

最大月降雨量から各年の最大日降雨量を推定している。  

次にこの推定した最大日降雨量と 2003～2007 年までの実測値である最大日降雨量を基に岩井

法による確率処理を行った。その結果、2005 年の日降雨量 113.4mm は約 25 年確率に相当し、2004

年の日降雨量 126.7mm は 76.6 年確率に相当する解析結果が得られた。 

表 3.3-6 基本設計時の降雨解析結果 

生起年 
確率日降雨量 

(mm/day) 
備 考 

2 72.0  
3 81.3  
5 90.8  

10 101.5  
20 110.9  

2005 年 113.4 R.P. 24.4 年 
30 115.9  
50 121.9  

既往最大 2004 年 126.7 R.P. 76.6 年 
100 129.6  
200 136.9  

出所：「ベモス－ディリ給水システム緊急改修計画基本設計調査報告書（2009 年）」 
 

ベモス川は山地部を流下する一般河川であり、提内地は山地であることから、計画の規模は 50

年超過確率年とするのが妥当と判断した。（50 年超過確率日降雨量は、122mm/day）2004 年 2 月

に観測された既往最大日降雨量は 126.7mm/day であり、50 年確率日雨量との差はおよそ 5mm で

ある。改修対象施設は、2004 年の既往最大降雨により発生した洪水により被害を受けたことを考

慮し、本計画における基本洪水は 2004 年 2 月の既往最大日降雨量 126.7mm/day により決定する

ことした。 
計画の規模： 既往最大洪水（76.6 年超過確率年） 
対象計画日降雨量： 126.7mm/day  

 

3.3.2  ディリ給水システムの洪水被災状況 

(1) 洪水被害状況 

ベモス-ディリ給水施設は、(1) 取水施設、(2) 導水施設、(3) 浄水施設に分類され、2021 年の洪

水で被災したのは取水施設、導水施設である。浄水施設については、洪水による直接の被害は受

けていない。なお、被災状況は「給水施設緊急改修計画事後現状調査（2021 年 10 月）」の資料に

よる。 

1) 取水施設 

取水堰は図 3.3-4 に示す構造に分類される。固定堰は河川水が流下する箇所、取水口は所定の
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取水を行う施設である。左岸、右岸の護岸工は河川水、洪水を安全に流下させるための河川断面

の保護を行う。取付水路は取水口から管路に導水する施設である。 

  

 

出所：「給水施設緊急改修計画事後現状調査（2021 年 10 月）」 
図 3.3-4 取水堰の構造区分 

取水施設の主な被災箇所とその状況について表 3.3-7 及び図 3.3-5 に示す。 

表 3.3-7 洪水被害状況 
施設箇所 状況 

① 取水口 取水呑口が破損している。 
上流側側壁が大きく破損している。 

② 取水ゲート(2 カ所) 1 カ所は取り外されている。 
1 カ所はスピンドルが曲がっており、正常な操作は困難である。 
2 カ所ともに戸当りの金物に損傷被害がある。 

③ 固定堰 コンクリート表面に欠損が見られ、鉄筋が剥き出しになっている。鉄筋か
ぶりを考慮するとコンクリート表面 20cm 程度が流出している。 
底版コンクリート部の表面が削られ、鉄筋が露出している。 
右岸側のコンクリート床板にひび割れ、浮きが見られる 

④ 静水池 右岸側の護岸：ブロックとともに背面土も流亡している。 
左岸側：法面土砂が流亡している。 
左岸護岸の天端コンクリートに浮きが見られる。 
護床ブロックが流亡している。 
静水池の池底標高は EL.217.0 であるが、下流の護床ブロック天端標高
（EL.221.5）付近まで土砂・礫が堆積している。水褥池の機能が発揮され
ない。 

⑤水路 水路側壁が損傷している。（ただし洪水の影響かは判断が難しい） 
出所：「給水施設緊急改修計画事後現状調査報告書（2021 年 10 月）」 

 

右岸護岸工 

取付水路 

固定堰 

取水口  

左岸護岸工 
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③ 取水口側壁破損 

① 取水口破損 

⑤水路側壁破損 

④静水池：護岸工天端

コンクリート破損 

④静水池：右岸コンクリート
床板の裏込め土流亡、コンク
リートひび割れ 

④静水池内土砂堆積 

出所：「給水施設緊急改修計画事後現状調査報告書（2021 年 10 月）」 

③流水部コンクリート表層欠
損(10cm～20cm) 

④静水池護岸工破損、

④静水池護岸工流亡 

④静水池護床ブロック 

図 3.3-5 ベモス取水堰被害箇所 
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2) 導水部 

(a) 導水部の概要 

ベモス取水堰からベモス浄水場までの区間は管路で導水されている。導水路はベモス川沿いに

配置され、3 カ所の河川横断工を経て、浄水場に接続している。導水管延長は L=7km（図 3.3-

6）である。管路の材質は鋼管、口径は φ250～300mm である。導水管は地中に設置されており、

必要に応じて護岸コンクリート、練積みコンクリートにより保護されている。 

2021 年 4 月の洪水による被災はベモス川沿いの導水部、特に取水堰から河川横断工 No.3 まで

の区間において生じたものである。BTL への聞き取りによれば河川横断工 No.3 より下流側の導

水部については洪水による被災はない。 

 

      出所：「給水施設緊急改修計画事後現状調査報告書（2021 年 10 月）」 

図 3.3-6 導水部の改修箇所(2009～2012 年) 

  

ベモス取水堰 

ベモス浄水場 
至 ディリ  

中央浄水場 

コモロ川 

上流 

ベモス川 

上流 
③第１河川横断工 

④ ⑤ ⑥ 

減圧水槽 

⑧ 

⑪ 

⑫第 3 河川横断工 

⑦第 2 河川横断工 

⑨ 

⑩ 
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表 3.3-8 導水部の被災状況 
2009 年改修コンポーネント 2021 年洪水による被災状況 

③ 河川横断工 No.1 被災大（護岸、護床、導水管） 
④ ベモス川右岸支流横断水管橋による路線変
更 

水管橋部は損傷なし。上下流の管路に被災あり 

⑤ 管路線変更、上流既設コンクリート擁壁嵩
上げ 

被災あり（斜面の土砂崩落による） 
管路は導水されている 

⑥ ベモス川右岸河岸段丘部護岸工 被災あり、護岸一部流亡 
⑦ 河川横断工 No.2 被災大（護岸、護床、導水管） 
⑧ 下流既設コンクリート擁壁嵩上げ、根固め
及び管路防護 
→2010 年洪水で被災し、対策工がコンクリート
擁壁に変更されている。 

擁壁は現存する。コンクリート部は被災なし。 
護床工ブロックには流亡、変位あり 

⑨ベモス川左岸河岸段丘上流部管路防護 施設全体が流された。現地で施設を確認できず。 
⑩ベモス川左岸側河岸段丘下流部管路線変更、
管路防護 
 

施設の上流部は流亡しており確認できていない。
下流部は擁壁が残っている。 

⑪ベモス川左岸側斜面山脚部管路線変更、管路
防護 

施設全体が流された可能性がある。現地で施設を
確認できず。 

⑫河川横断工 No.3 被災あり、ギャビオン流亡、導水管露出（管は応
急措置済み） 

出所：「給水施設緊急改修計画事後現状調査報告書（2021 年 10 月）」 

 

(b) 河川横断工 No.1 

河川横断工 No.1 は、洪水による被害が大きく、ほとんど原形をとどめていない。構造物の被

害のほか、下流の堤防の浸食などが見られる。図 3.3-7 に示す上空からの写真では、澪筋が右岸

方向に向かって明瞭であり、右岸下流の堤防の浸食が目立つことからも、洪水時には想定した流

向ではなく、右岸方向に向かって流れた可能性がある。洪水量は想定された計画洪水量を遙かに

超えるものであったため、横断工部では、護岸より高く水位が形成されたと考えられる。このた

め、護岸工背面から浸食が進み、擁壁の背面や床板の下側から水圧が作用することにより、構造

物を変位させたと推察される。 

 表 3.3-9 河川横断工 No.1 被害状況 
項目 被害状況 

① コンクリート床版破損 ・左岸側の床板は一部残るものの、右岸側はほとんど流亡し
ている。 

② 左岸側護岸工破損 ・下流側の護岸工が破損し、流亡している 
③ 右岸側の護岸ブロック ・完全に流亡 
④ 導水管破損 
 

・保護のコンクリートの破壊により露出した状態 
（応急措置は 2021 年 4～5 月に実施された） 

⑤ 護床ブロックの流亡 
 

・ブロックの存在が確認できない。右岸側は澪筋が深く、ブ
ロックも流された可能性がある。 

⑥ 横断工下流側の右岸堤防の
浸食 

・横断工下流の自然堤防の土砂が流亡している。これは流向
が右岸方向にあるためと考えられる。 

出所：「給水施設緊急改修計画事後現状調査報告書（2021 年 10 月）」
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②左岸側護岸工破損 

① コンクリート床版破損 

１ 

出所：「給水施設緊急改修計画事後現状調査報告書（2021 年 10 月）」 図 3.3-7 河川横断工 No.1 

④導水管破損（応急措置は 2021
年 4～5 月に実施された） 

⑤護床ブロックの流亡 

⑥右岸自然堤防の浸食 

③右岸側の護岸ブロックは完
全に流亡 
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(c) 上流既設コンクリート擁壁嵩上げ 

管の上部はギャビオンで保護された構造である。斜面部の崩壊の影響を受け、エアバルブのボ

ックスが傾く被害が確認された。管路内は導水が確認されており管自体は使用可能な状況であ

る。 

(d) ベモス川右岸河岸段丘部護岸工 

河川の流路が変わった場合、容易に洗掘を受け、導水管が露出、宙吊りになる可能性があった

ことから、本施設が建設された。洪水により、途中から流亡した状態である。 

(e) 河川横断工 No.2 

河川横断工 No.2 は、管を保護するコンクリート部の損傷が大きく、管も露出している。ま

た、下流の護床ブロックも確認できないため流亡の可能性がある。これらの被害は、主に右岸側

に集中している。右岸側の損傷が大きい原因として以下のことが考えられる。 

 洪水時の流量が設計流量より大きく、河川水位が上昇した。 

 上昇した水位は右岸側の護岸裏の盛土を浸食しながら新たな流れ（図の矢印の流れ）が形成さ

れた。（護岸工表面は練り積みのコンクリートであるが、裏側は土砂であり、土砂が吸い出し

を受けるとミズミチが形成され、表層部も壊れやすくなる。） 

 転石等の衝撃により練り積みコンクリート版が破壊され流亡した。 

 右岸側の護岸や土砂が浸食により流亡し、深く洗掘されることで、次第に中央部にある護床ブ

ロックの下も洗掘され、ブロックの流亡に至る。（下流には洗掘防止の鋼矢板が施工されてい

るが、右岸上流側から回り込む水の影響を防ぐことはできない。） 

表 3.3-10 河川横断工 No.2 被害状況 
項目 被害状況 

① 左岸側上流護岸ブロックの流亡 ・上流側のブロックが流亡しているが、右岸側と比べると被害の程度

は小さい 

② 左岸側下流護岸の流亡 ・下流側の護岸（自然堤防）が浸食を受けている。 

③ 右岸側護岸ブロック一部流亡、

破損 
・護岸部が流亡している。左岸に比べて損傷が大きい 

④ 導水管周辺のコンクリート、土

砂の流亡 
・管を保護していた練積コンクリート、埋戻土が流亡したことで、管

が露出している。 

⑤ 護床ブロックの流亡 
 

・流水部の右岸側護岸、コンクリート床板が破損している。 

⑥ 護床ブロックの流亡 ・ブロック（８ton）が確認できないため、流亡の可能性がある。特

に右岸側は稼働が深く洗掘されており、流亡していると考えられる。 

出所：「給水施設緊急改修計画事後現状調査報告書（2021 年 10 月）」 
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 ① 左岸側上流護岸ブロック流亡 

出所：「給水施設緊急改修計画事後現状調査報告書（2021 年 10 月）」 

図 3.3-8 河川横断工 No.2 被災状況 

⑥護床ブロックの流亡 

②左岸側下流護岸の流亡 
川幅が変化した可能性あり 

⑤右岸側護岸工 破損 

ベモス川下流 

④横断部導水管が露出 
周辺のコンクリート、土砂が流亡 

③右岸側護岸ブロック一部流亡、破損 
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(f) 下流既設コンクリート擁壁嵩上げ、根固め及び管路防護 

完全に施設が残っており、洪水による被災はほとんど見られなかった。ただし、擁壁の上

流、下流部は土砂が流亡した状態である。河川は擁壁の直上流で狭窄した状態から下流に広が

っており、右岸から左岸の方向へ明瞭な流路痕跡がある。このことから、洪水が擁壁に継続的

にぶつかることになり、弱部である上流端と下流端の土砂が流亡したと考えられる。 

(g) ベモス川左岸側斜面山脚部管路線変更、管路防護 

施設の痕跡を確認できなかった。 

(h) 河川横断工 No.3 

河床には管の一部が露出した状態であり、その左右岸は車輌が通行している。管を保護する

施設がないため、洪水時には管周辺が洗掘され被災する可能性が高い。また、車輌が通行する

箇所は土被り厚が薄いため、車輌の荷重が管に伝わっていることが考えられる。このため水害

以外の理由で管が損傷を受ける可能性がある。 
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3.3.3 べモス給水施設の復旧方針 

(1) 施設の改修方針 

改修規模検討のための確率雨量算出の詳細を表 3.3-11 に記述する。計画雨量についての概要は

以下のとおりである。 

 2009 年の無償資金協力事業では当時の既往最大の降雨（126.7ｍｍ、確率年では当時 77 年相

当）に基づく計画洪水量により施設規模を決定した。 

 現在の既往最大雨量である 2021 年 4 月の 379mm（べモス川流域雨量；ティーセン法）は、

2009 年の既往最大の降雨 126.7mm（ディリ空港）の約 3 倍の大きさである 

 2009 年当時の計画対象降雨 126.7mm は、2021 年までのデータを加えた降雨解析により当時

の 77 年相当から 9 年相当となった。 

 オーストラリア／国境のない技師団(Engineers Without Border ;以下 EWB という)は、計画対

象降雨を 2～5 年の確率相当の 150mm としている。2010 年～2021 年までの観測データにお

いて、今次洪水を除くと、150mm を 1 回超えるのみであったことから、BTL と協議の上、採

用は妥当としている。 

表 3.3-11 ディリ観測所ならびにコモロ川流域の確率日雨量 

出所：調査団 

復旧計画に採用すべき洪水確率年、想定流量、水位を示せば、表 3.3-12 のとおりである。洪

水流量は、コモロ川と同様に 8 パターンの時間降雨強度データを用いて貯留関数法により算出

した数値である。水位は、基本設計時の水位から等流計算にて算出した目安値であるため、今

後、現地の洪水痕跡や聞き取りを通じて精度を高める必要がある。 

表 3.3-12 べモス給水施設対象流量 
降雨強度(mm/日) 対象確率年 取水地点流量(m3/s) 取水地点水位(m) 

126.7 
9 年相当 

（OD 時採用降雨強
度） 

61.96 EL.230.00 

150.0 BTL 採用値 76.04 EL.230.28 
228 50 年確率 260.27 EL.233.41 
379 既往最大 535.43 EL.237.21 

出所：調査団 

3) 他ドナーを含めた給水施設の復旧計画 

べモスディリ給水施設は、図 3.3-9 に示すとおり、べモス川を水源とし、取水工および約

7,000m の管路施設から成る。今回の洪水により、取水工から約 2,750m の管路が被災しており、

第 3 河川横断工より下流の約 4,000m 区間の洪水被害は、ほとんど確認できない。この区間は、

管布設後、管の上に民家が一部建築されており、将来的には、水需要量、計画水量の増大に合

わせて管径を大きくした上で、移設が必要となる。 

確率年 
情報収集調査時日雨量 (mm)(GEV) 

（1955 年～2021 年） 
基本設計時日雨量 (mm) 
（1978 年～2012 年） 

2 年 70 72.0 
5 年 103 90.8 
9 年 126.7（基本設計採用値） ― 

10 年 133 101.5 
30 年 192 115.9 
50 年 228 121.9 

既往最大 379（情報収集時）確率年 233 年 126.7（基本設計時）確率年 77 年 

3-90



 
ファイナルレポート 和文 

 

 

現在、EWB 及び BTL により復旧事業が計画実施されている。現計画内容を表 3.3-13 に示す。

セクション№は、EWB の呼称に合わせた。 

表 3.3-13 べモス給水施設改修計画 

区 間 対象箇所 工事内容 施工時期及び工事主体 

セクション
１ 

取水工 
取水工被災箇所の原形復旧 
損壊個所の補強工事 

BTL により、取水口の
補修等、緊急応急措置
が実施済である。 

セクション
２ 

取水工～減圧水槽 
（約 1,360m） 

φ315mmHDPE による管布設 
損傷した護岸の復旧工事 

2021 年 11 月中旬 
～2022 年 3 月(予定) 

EWB による施工 

セクション
３ 

減圧水槽～第 3 横断工
付近 

(約 1,380m) 

φ315mmHDPE による管布設 
損傷した護岸の復旧工事 

2022 年より施工予定 
BTL による施工 

出所：調査団 

表 3.3-13 に示すとおり、セクション 2 は、EWB により計画実施され、2022 年 3 月に工事完了

の予定であったが、資材調達の遅れにより工事進捗が遅延し、現在のところ 2022 年 11 月完了予

定である。セクション 3 は、設計図書が BTL より国家開発庁（ADN）に提出され、すべての設計

図書承認後、BTL により 2022 年に工事開始予定である。これらの復旧工事は、日本側で 2009 年

に実施した無償事業による状態に原形復旧され、機能は回復する計画となっている。また、管路

施設のみでは無く、被災した護岸を含め復旧される。 

この事から、日本側は、セクション 1（取水堰）の復旧工事を対象とし、無償資金協力事業と

して計画する。 

 

出所：調査団 

図 3.3-9 べモス給水施設概要図 

ベモス浄水場 至 ディリ  

中央浄水場 

コモロ川 

上流 

ベモス川 

上流 第１河川横断工 

減圧水槽 

第 3 河川横断工 

4,315m
 

第 2 河川横断工 

ベモス取水工 

セクション 1 
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3.4  ブルト／マリアナ灌漑施設復旧対策の検討 

3.4.1  ブルト／マリアナ灌漑施設の概要 

(1) ブルト灌漑施設の概要 

1) 地区概要 

ブルト灌漑施設は、2017 年 1 月に無償資金協力事業「ブルト灌漑施設改修計画」により改修さ

れたラレイア川水を水源とする重力灌漑施設である。ブルト灌漑地区の上流部はラレイア県、下

流部はベマセ県に位置する。ブルト灌漑地区の計画灌漑面積 780ha 、受益農家世帯数は 533 戸で

ある。 

2) 灌漑施設の構成 

灌漑施設の構成は以下のとおりである。 

 頭首工は、固定堰・土砂吐・取水口・沈砂

地とその排砂工から構成される。 

 幹線用水路は、幹線水路に送水する流量を

調整するため始点部分に水量調整ゲートと

余水吐を設置している。 

 幹線水路は、二次水路や既設支線水路への

流量や分水位を調整するために、分水工・

チェックゲート・余水吐・緊急放流口・落

差工から構成される。 

 二次水路は土水路で、既設支線水路や圃場

内施設に接続している。 

 幹線用水路内には、分水工24 施設、二次水

路16 路線、チェックゲート21 施設があり

灌漑システムを構成している。 

3) 配水システム 

幹線水路（延長 12.3km）からの分水工 24 箇所（2 

次水路 16 路線と既設水路への直接分水工 8 箇所）

で分水し、既設の土水路に接続し末端圃場に配水する。 

4) 作付け期間、面積 

「ブルト灌漑施設改修計画」において、灌漑面積は雨期作（1月～4月）で780ha、乾期作（6月

～10月）では雨期作の50％（390ha）で計画されている。 

 

(2) マリアナ灌漑施設の概要 

1)  地区概要 

マリアナ灌漑施設は、2009 年に無償資金協力事業「マリアナ I 灌漑施設復旧改善計画」により

改修されたブロボ川水を水源とする重力灌漑施設である。 

マリアナ灌漑地区はオドマウ村、ラエフン村、リタバウ村に位置する。マリアナ灌漑地区の計

画灌漑面積 1,050ha 、受益農家世帯数は 1,454 戸である。 

出所：「ブルト灌漑施設改修計画準備調査 

報告書（2013 年 9 月）」 

図 3.4-1 ブルト灌漑地区 
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出所：「マリアナ I 濯湾施設改修計画基本設計調査報告書（2006 年 3 月）」 
図 3.4-2 マリアナ灌漑地区 

2)  灌漑施設の構成 

灌漑施設の構成は以下のとおりである。 

 頭首工は、固定堰・土砂吐・取水口・沈砂地とその排砂工から構成される。 

 幹線用水路は、沈砂地とその排砂工、ビピラ川に掛かる水路橋、二次水路への分水工か

ら構成される。 

 幹線水路内には分水工はあるが、チェクゲートはない。 

 分水工は、ゲートで 2 本の二次水路へ配水管理している。 

 二次水路は、チェックゲート・ゲート付きの分水工と角落とし付きの小分水工により支

線水路へ分水している。 

3)  配水システム 

幹線用水路（総延長 1.53km）は、取水工から 2 本の支線用水路（ラマスコラ二次水路、リタバ

ウ二次水路）へ分岐する分水工までを導水する。ラマスコラ水路（総延長 4.6km）は、北西方向

へ延び、25 本の支線水路へ配水する。 

4)  作付け期間、面積 

「マリアナ灌漑施設改修計画」において、灌漑面積は雨期作（1月～4月）で1,050ha、乾期作

（6月～10月）では雨期作の50％（525ha）で計画されている。 

 

3.4.2  ブルト／マリアナ灌漑施設の洪水被災状況 

(1) ブルト灌漑施設の洪水被災状況 
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農業・水産省事務所、フォローアップ調査担当者への聞き取り、及び現地調査により、ブルト

灌漑施設が 2021 年 4 月の洪水により被災した箇所及びその内容は以下のとおりである。 

表 3.4-1 ブルト灌漑施設の被災個所及び被災内容 
被災個所 被災内容 

ブルト頭首工下流護岸工 頭首工右岸下流部の練石積護岸の約 30m が倒壊した。 

ブルト頭首工下流エプロン部 ブルト頭首工下流エプロン部の下流が洗掘された。 

幹線水路（盛土区間） 
幹線用水路（高盛土・矩形水路断面部）で約 400ｍで底版コ
ンクリートにクラックが発生し漏水している。 

1) ブルト頭首工下流護岸工 

2021 年の洪水により頭首工右岸下流部の RC 擁壁 5m 及び練石積護岸の約 30m が倒壊してお

り、倒壊部分に籠マット護岸を敷設して応急復旧済みである。また、その下流の約 50m (20m+30m) 

の練石積護岸は倒壊していないが、基礎部が洗掘を受けており復旧の必要がある。 

 

出所：「ディリ洪水対策情報収集・確認調査」調査団作成 

  図 3.4-3 ブルト頭首工下流護岸の被害状況平面図 
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出所：「ディリ洪水対策情報収集・確認調査」調査団作成 

 

出所：「ディリ洪水対策情報収集・確認調査」調査団作成 

 

2) ブルト頭首工下流エプロン部 

2021 年 4 月の洪水により頭首工下流エプロンの下流部が 2～3m 程度洗掘を受けた。 

  

図 3.4-4 ブルト漑頭首工の下流護岸の被災写真 

図 3.4-5 倒壊部の仮設ふとん籠写真 図 3.4-6 練石積護岸の基礎部洗掘状況写真 
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出所：「ディリ洪水対策情報収集・確認調査」調査団作成 

 

3) 幹線水路（盛土区間） 

① 漏水位置 

幹線用水路の漏水は、水理組合集会所近隣のチエックゲート 9.2 ポイント下流部にある、高盛

土・矩形水路断面部（約 400ｍ）で漏水が発生している。 

 

 

固定堰下流エプロンを下流から望む 

洗掘深 2～3m 程度 

約 400ｍ 

幹線用水路 

二次用水路 

漏水箇所 

高盛土・矩形水路断面部 

チエックゲート 9.2 

9.2  

図 3.4-7 ブルト頭首工下流エプロン部洗掘状況 

土砂吐及び固定堰下流エプロンを下流から望む 

幹線用水路の漏水発生箇所 
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出所：「東ティモール国ブルト灌漑施設改修計画 準備調査報告書（2013 年 9 月）」 

図 3.4-8 ブルト灌漑施設 幹線用水路の漏水発生箇所、水路構造図、現地写真 

② 漏水状況 

現地調査時には通水していたため、幹線用水路のクラック等を確認できなかったが、農業・畜

産省、水利組合のヒアリングによると高盛土・矩形水路断面部（約 400ｍ）の壁面および底板か

らの水漏れが発生し、盛土下の用地に水が溜まる状況が見受けられる。 

具体的な漏水状況として、矩形水路断面の様々な場所で底版コンクリートに 5m～40m/箇所程

度クラックが発生している。現在、水利組合により部分的にクラック修理を実施しているが、漏

水が止まらない状況である。 

 
出所：「国産米の生産強化による農家世帯所得向上プロジェクト」資料 

図 3.4-9 矩形水路断面のクラック 

(2) マリアナ灌漑施設の洪水被災状況 

農業・水産省事務所、フォローアップ調査担当者への聞き取り、及び現地調査により、マリア

ナ灌漑施設は過去の洪水被害で損傷を受け、更に 2021 年 4 月の今次洪水により損傷が大きくな

ったものと想定される。損傷箇所の状況は以下のとおりである。 

  

t=10 cm 

B 30*H 100 
cm 

漏水箇所 
高盛土・矩形水路断面部 現地写真 

底版に発生したクラック 練石積に発生したクラック 

水路構造図 
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表 3.4-2 マリアナ灌漑施設の被災個所及び被災内容 
被災個所 被災内容 

マリアナ頭首工 
土砂吐き、固定堰、管理用通路 

マリアナ頭首工土砂吐下流エプロン、及び固定堰は度重なる
洪水被害により損壊、摩耗している。 

排水路狭窄部 
洪水時には幹線用水路と直行する排水路断面が不足してい
るため、その地点で排水があふれ、幹線用水路へ流入して幹
線用水路からも越水する。 

1) マリアナ頭首工固定堰、土砂吐下流部エプロン、管理用通路 

マリアナ頭首工の固定堰、土砂吐下流エプロン底部は度重なる洪水被害により摩耗、損壊して

いる。また、土砂吐下流エプロン底部の損壊により隣接する管理用通路も損壊した。 

 
出所：「ディリ洪水対策情報収集・確認調査」調査団作成 

図 3.4-10 マリアナ頭首工固定堰、土砂吐下流部エプロン、管理用通路の摩耗、損壊状況 

2) 排水路狭窄部 

幹線用水路（STA.0+435 地点）と交差する排水路狭窄部では、洪水時に排水容量を超過し幹線

用水路に越流して幹線用水路断面を洗掘している。 

 

出所：「ディリ洪水対策情報収集・確認調査」調査団作成 

図 3.4-11 幹線用水路と排水路の狭窄部 

土砂吐下流エプロン底部
の摩耗、損壊 

固定堰の摩耗 

管理用通路損壊 

幹線用水路 

排水路 
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3) その他、今後に改修が必要な箇所 

表 3.4-3 マリアナ灌漑施設の改修必要箇所及び改修内容 
 写真 現在の状況、及び改修内容 
巻上機 
更新 

土砂吐ゲート 2 基、取水ゲート 2 基 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
幹線水路排砂ゲート 2 基、支線分水ゲート 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

幹線水路ゲート 1 基、排砂ゲート 1 基 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
老朽化及び維持管理不足により機能不全
となった巻上機を更新する。 
 
 

水路橋橋
脚の傾斜 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 幹線用水路の水路橋の橋脚が傾いてい
る。2010 年に橋脚の傾きの進行が確認
された。その後、2014 年に写真のよう
な対策工がとられている。 

 橋脚傾斜の原因は基礎の支持力不足に
起因していることが考えられるため、
部分的な改修により傾斜をなくするこ
とは困難と考えられ、水路橋の更新が
必要である。 

 今後、傾斜計等を設置してモニタリン
グを行い、状況も監視する必要がある。 

ラマスコ
ラ 2 次用
水路末端
300m の改
修 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ラマスコラ 2 次用水路末端 300m は土水
路のため、運営維持管理している県農業
水産省から改修の提案があった。 
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3.4.3 ブルト／マリアナ灌漑施設の復旧方針 

(1) ブルト灌漑施設 

1) ブルト頭首工下流護岸工 

2021 年の洪水により頭首工下流部の練石積護岸が被災した。現在、倒壊部分に籠マット護岸を

敷設して応急復旧済みであるが、本格復旧として包括方式無償資金協力の活用が必要である。 

次項の比較検討の結果、改修案(3) 張りブロック護岸＋洗掘防止対策を無償事業の候補として

検討する。本案は、仮復旧した籠マット護岸を含む約 110m 区間を張りブロック護岸（1：2.0）と

し、護岸前面に護床工を敷設する。また、平面線形を見直し屈曲角度を緩やかにするため、洪水

流による護岸への影響が小さい対策工法である。 
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表 3.4-4 ブルト下流護岸工の改修比較案 

 改修案 (1) 改修案 (2) 改修案 (3) 

平面線形 
現行と同じ 
L=80.0m（全長 184.0m の内、80m 改修） 

平面線形を見直し、屈曲角度を緩やかにする。 
L=140m 

平面線形を見直し、屈曲角度を緩やかにする。 
L=140m 

改修工法
説明 

既設練石積擁壁の更新＋洗掘防止対策 
 
現行の練石積み擁壁を拡幅する。 
 
洗掘防止対策として鋼矢板を打設し、現在の
洗掘深から 2m 確保するものとする。 

鉄筋コンクリート擁壁＋洗掘防止対策 
 
現行の練石積み擁壁を撤去し、鉄筋コンクリ
ート擁壁を新設する。 
洗掘防止対策として鋼矢板を打設し、現在の
洗掘深から 2m 確保するものとする。 

張ブロック護岸＋洗掘防止対策 
 
現行の練石積み擁壁を撤去し、緩勾配 1:2.0 の張りブロ
ックを新設する。 
洗掘防止対策として鋼矢板を打設し、現在の洗掘深か
ら 2m 確保するものとする。 

改修 
計画図 

    

長所 
 
 

短所 
 

現行既設護岸断面を拡幅することにより対
応するため概算工事費が比較的優位となる。 
 
 

鉄筋コンクリート擁壁を採用するため、安定
性及び耐久性に優れている。 
 
現行練石積み擁壁を取り壊し、及び鉄筋コン
クリート擁壁を新設するため経済的に劣る。 

洪水の流況に対して、平行な平面線形に改修するため
洪水流に対して安定している。また、経済的に有利であ
る。 

概算工事
費 

155,000(千円) 259,000(千円) 140,000(千円) 

判定 ○ × ◎ 
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2) ブルト頭首工下流エプロン部の護床ブロック 
ブルト頭首工下流エプロンは 2～3m の大きな洗掘を受けている。本箇所は洪水時に高速流で

流れが乱れる区間であり、今後も予測できないような上下流の河床変動に対応するために護床

ブロックの設置が必要と判断する。以下に必要な護床ブロック計算を示す。 
① 護床ブロック長の計算（固定堰下流部） 

下流護床工の長さを経験式であるブライの式により検討する。 
Lr = L－la  

L = 0.67・C・ qH・ ・f =  0.67 × 12 ×√（2.30 × 7.78）× 1.0（安全率）= 30.46m 

ここに、Lr：護床工の長さ（m） 
L：エプロン長（la）と護床工長（Lr）を含めた保護工の全長（m） 
l：下流エプロンの長さ、la = 13.70m 
C：ブライの係数（粗砂）C =12（現地調査確認） 
⊿ H：最大水位差（m）⊿ H =2.30m 
q：最大流量時の単位幅当りの流量（m3/sec/m） 
q = 1,500m3/sec ÷ 192.90m = 7.78 m3/sec/m 
f：安全率（固定堰 1.0） 

従って、下流護床工の長さは、Lr = 30.46－13.70 = 16.76 → 18.0m 
また、下流護床工の重量は頭首工下流護岸工と同じく、15tf/個とする。 

 
② 護床ブロック長の計算（土砂吐下流部） 

下流護床工の長さを経験式であるブライの式により検討する。 
Lr = L－la 

L = 0.67・C・ qH・ ・f = 0.67 × 12 ×√（2.40 × 6.32）× 1.5（安全率） = 42.06m 

ここに、Lr：護床工の長さ（m） 
L：エプロン長（la）と護床工長（Lr）を含めた保護工の全長（m） 
la：エプロンの長さ、la = 18.00m 
C：ブライの係数（粗砂）C =12（現地調査確認） 
⊿ H：最大水位差（m）=2.40m 
Q = K・L・d13/2 = 1.70 × 6.20 × 2.43/2 = 39.19 m3/sec 
q：最大流量時の単位幅当りの流量（m3/sec/m） 
q = 39.19m3/sec ÷ 6.2m = 6.32 m3/sec/m 
f：安全率（可動堰 1.5） 

従って、下流護床工の長さは、Lr = 42.06－18.00 = 24.06m → 27.0m 
また、下流護床工の重量は頭首工下流護岸工と同じく、15tf/個とする。 

 
3) 幹線水路（盛土区間） 
① クラックの発生原因 
練石積用水路は、東ティモール国における灌漑水路として標準的な構造であることから構造に

関しては問題ないと考えられる。また本区間は高盛土であることから、可能な限り盛土幅、盛土

量を少なくするために、矩形断面を採用している。農業・畜産省、水利組合のヒアリング及び現

地調査から、クラックの発生原因として以下を挙げる。 
 洪水時に幹線用水路に規定流量以上の用水が流下したことにより用水路から越水して、盛

土法片及び底部が洗掘された。矩形水路底版コンクリート基礎部の土が吸い出された。こ

れにより底版部の無筋コンクリートに引張応力が発生しクラックが発生した。 
 組合員の違法なゲート操作により、幹線用水路に規定流量以上の用水が流下したことによ

り用水路から越水して、盛土法片及び底部が洗掘されたことにより、矩形水路底版コンク

リート基礎部の土が吸い出された。これにより底版部の無筋コンクリートに引張応力が発

生しクラックが発生した。 
 施工時の底版コンクリート基礎部の締め固め不足により、無筋コンクリートに引張応力が

発生しクラックが発生した。 
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出所：左図「ディリ洪水対策情報収集・確認調査」調査団作成 

右図：国産米の生産強化による農家世帯所得向上プロジェクト」資料 

図 3.4-12 矩形水路断面のクラック発生原因 

③ 幹線用水路（盛土区間）の底版コンクリートの改修工法の検討 
幹線用水路の盛土区間（側部：練石積み、底部：無筋コンクリート）の底版コンクリートを鉄

筋コンクリートへ改修する。クラックが発生した矩形断面の改修工法の検討を行う。改修を行う

上での前提条件を以下に示す。 
1) 工事時期：線用水路は通年通水されているが、乾期での営農面積は雨期の半分であるた

め、可能な限り乾期（5 月～10 月）に施工を行う。 
2) 仮設計画：現在、幹線用水路は通年通水されているため仮設水路を設置する必要がある。

仮設水路の必要用水量は、0.64m3/s（乾期）とする。（東ティモール国ブルト灌漑施設改

修計画 準備調査報告書（2013 年 9 月）） 
3) また、通水をしながら改修工事を実施するも考えられるが、① 事前にクラック発生箇所

の特定をしなくてはいけないこと、② 特殊な工法であり今後、水利組合が維持管理する

ことが困難であること、から通水しながら工事を行う工法は除外するものとする。 
4) 工法検討： 

改修案 (1) 
無筋である底版コンクリートに引張応力が発生したことから、今後、同様な事例が発

生しても対応できるように鉄筋コンクリートに底版コンクリート全線 400m を改修する

ものとする。また、流水直角方向の目地部及び練石積の局所的な補修も行うものとす

る。仮設は幹線水路断面内に仮設水路を設置する。 
改修案 (2)  
底版コンクリートにクラック（流水方向）を局所的に補修するものとする。補修工法

としては一般的なモルタル充填工法とする。仮設は幹線水路断面内に仮設水路を設置

する。 
5) 改修方法： 

底版コンクリートを鉄筋コンクリートに打ち替えるため、今後同様の洗掘が発生した場

合出も底版クラックが発生する恐れはない工法のため、改修案 (1) 底版コンクリート打

ち替え（無筋コンクリート→鉄筋コンクリート）を採用するものとする。

盛土部 

洗掘 

吸い出し、締め固め不足 

盛土部洗掘 

クラック 
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表 3.4-5 ブルト灌漑施設 幹線用水路の漏水改修比較案 

 

 

 改修案 (1) 改修案 (2) 

改修工法 

底版コンクリート打ち替え（無筋コンクリート→鉄筋コンクリート） 底版クラック部にモルタル充填 

仮設方法 

幹線用水路内に仮設パイプを設置する。30m 毎にコンクリート改修を行う。 幹線用水路内に仮設パイプを設置 （左同） 

長所・短
所 

底版コンクリートを鉄筋コンクリートに打ち替えるため、今後同様の洗掘が発生した場合出
も底版クラックが発生する恐れはない。 

経済的に優位であるが、今後、今後同様の洗掘が発生し
た場合出も底版クラックが発生する可能性がある。 

概算工事
費 

6,600（千円） 1,000（千円） 

判定 ○ × 

3-104



 
ファイナルレポート 和文 

 

(2) マリアナ灌漑施設 

1) マリアナ頭首工固定堰、土砂吐、管理用通路 

持続的に頭首工を運営するためには、度重なる洪水被害を受けた頭首工固定堰、土砂吐、管理

用通路の改修を行う必要がある。基本的には当初設計状態に改修を行うものとする。 

① 固定堰の改修 

固定堰の無筋コンクリート（高強度コンクリートσ=35N/mm2）を取り壊し、新規の無筋コンク

リート（同高強度）に改修する。新規コンクリートはアンカーバー（D22*1.0m）を 0.5m 間隔で

定着させるものとする。 

② 土砂吐の改修 

土砂吐下流部の無筋・鉄筋コンクリート（高強度コンクリートσ=35N/mm2）を取り壊し、新規

の無筋・鉄筋コンクリート（同高強度）に改修する。 

③ 管理用通路の改修 

洗掘を受けた管理用通路に埋め戻しを行い、無筋コンクリートにて改修する。 

 

2) 排水路狭窄部の断面拡幅 

マリアナ灌漑施設の幹線用水路（ST.0+435 地点）と交差する排水路狭窄部では、洪水時に排水

容量を超過し幹線用水路に越流して幹線用水路断面を洗掘しているため、排水路を改修して断面

確保するものとする。 

 
出所：「ディリ洪水対策情報収集・確認調査」調査団作成 

図 3.4-13 排水路狭窄部における集水面積 

① 排水流量の計算 

集水面積 A=0.6km*0.3km=0.18 (km2) 

流出係数 f=0.3（勾配の緩い山地） 

洪水到達時間内降雨強度 r＝100 (mm/h)（想定） 

合理式 Q=1/3.6*f*r*A=1/3.6*0.3*100*0.18=0.83 (m3/s) 

集水面積 

A=0.6km*0.3km 

=0.18km2 

排水路狭窄部（STA.0+435 地点） 

排水路 

幹線用水路 
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② 排水パイプ規模の計算 

現在の排水路パイプを取り壊し、新設する遠心力鉄筋コンクリート管のパイプ径の計算を行

う。 

ヘーゼン・ウイリアム公式 

C：流速計数＝130（遠心力鉄筋コンクリート管） 

Q：流量＝ 0.83 (m3/s) 

I：動水勾配＝ 1/300（排水パイプを 1/300 程度の勾配とする） 

D：管直径＝ 1.626・C-0.38・Q0.38・I-0.21= 0.789 → 0.80 (m)  

③ 排水パイプの設置計画 

遠心力鉄筋コンクリート管φ800 を 2 連配置するものとする。2 連にする理由としては、想

定外の排水量が流下したときに、遅延なく排水できるようにするためである。 

3-106



 
ファイナルレポート 和文 

 
 

3.5  ディリ及び近郊 3地域の内水排水対策の検討 

本項目では、今次洪水被害で甚大な浸水状況であったディリ及びディリ県近郊の 3地域（タシ
トル・ヘラ・ティバール）の排水路設置状況や今次洪水時の被災状況を調査し、浸水解析結果

を踏まえ、各地域での内水排水対策の方向性について検討した。 
 
3.5.1  ディリ及び近郊 3 地域の雨水排水に係る概況及び浸水ハザードマップの作成 

ディリではディリ衛生排水マスタープラン1に基づき雨水排水路が整備されている。一方近郊3
地域においては、既存の水路の他は道路の付属施設として内水排除施設は整備されているのみ

であり、雨水排水施設として計画的には整備されていない。 
そこで、各地域において表 3.5-1 に示した地形データを用いて各地域の雨水排水特性や豪雨に

対する脆弱性について整理した。そして自然排水を考慮した浸水解析を行うことにより、浸水

ハザードマップ（浸水想定区域図）を作成した。 
表 3.5-1 エリア毎に使用した地形データ 

地域 地形データ 
ディリ AW3D DTM0.5mメッシュ(2020年 9月 10日、2021年 5月 9日取得データ) 
タシトル AW3D DTM0.5mメッシュ(2021年 5月 9日取得データ) 
ヘラ AW3D DTM0.5mメッシュ(2021年 5月 9日取得データ) 
ティバール AW3D DTM0.5mメッシュ(2020年 7月 30日取得データ)、AW3D30  
出所：調査団 

（1）ディリ 

1） ディリの雨水排水特性 
ディリの標高図を図 3.5-1に示す。市街地や住居は標高 20m以下のエリアに集中している。平

地の背後側 4-5kmでは標高 500mを超える山地が存在する。 
ディリの河道網を図 3.5-2 に示す。Becora 川と Taibesi 川下流部で合流し Santana 川となる。

Lahane川-Kuluhun川流域及びMaloa川流域においては、上流域の洪水流はそれぞれの河川を流下
して海域に放流される地形形状となっている。 

Manleu-ana川は途中で排水路に接続され河道が消失するが、地形形状として洪水流はMaloa川
の西側沿いを流下する特性を有している。 
ディリ低平地西部及び東部においては、直接海域まで排水される河川はないものの、地形勾

配により洪水流が海域に排水される形状となっている。 
ディリ低平地東部において同地形データより窪地を抽出し、既設排水路と重ね合わせたもの

を図 3.5-3に示す。主に Caicoli付近で窪地が集中しており、既設排水路で排水できなければ浸水
が生じることとなる。 

 
1 Implementation of the Dili sanitation and drainage master plan -phase 2, January 2015, AdP Timor-Leste and DALAN 
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出所：AW3D及び AW3D30を基に調査団作成 

図 3.5-1 ディリの標高 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-2 AW3Dより作成したディリ中心部での擬似河道網 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-3 AW3Dより抽出した中心部の窪地と既設排水路網 
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2） ディリ排水路改修計画の概要 
ディリの内水排水対策は、ポルトガル水道公社により Dili Drainage Infrastructure  Upgrading 

Project（以下、「DDIUP」という）が計画されている。同プロジェクトは、総延長約 70km に亘

るディリの雨水排水路の拡張及び新設を行うプロジェクトで、現在は、PhaseII である。同計画
ではディリ内の主な雨水排水路（現状では 5 年確率相当の能力）を 25 年確率（ディリ空港で
158.0mm/day、標高によって降雨を変化させている1）に拡張する計画としている。また Caicoli -
Vila Verde 間の放水路及び小河川は 100 年確率（ディリ空港で 200.0mm/day、標高によって降雨
を変化させている 1）に改修が計画されている。更に市中心部に調整池、Manleuana川-Comoro川
間の放水路を整備予定である。 
対象地域及び対象となる排水路調整池等を図 3.5-4に示す。 
 

 
1 出所：IMPLEMENTATION OF THE DILI SANITATION AND DRAINAGE MASTERPLAN-PHASE2 

      FINAL REPORT, ディリ空港の 2021年 4月 4日の日雨量(305mm)を考慮すると、160mm/day、210mm/day
はそれぞれ GEVで 22年確率及び 56年確率に相当する。 
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出所：DDIUP Environmental Impact Statement by DNSB,March 2020 

図 3.5-4 DDIUP対象施設
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① 排水路の改修・新設 
排水路は、図 3.5-4 に示すとおり改修・新設が計画されている。なお、道路側溝や居住地区内

の排水路は、DDIUPの対象外となっている。 
② 小河川の整備 
各河川の横断幅は、表 3.5-2のように設計されている。 

表 3.5-2 各河川の横断幅 

 Maloa川 Kuluhun川 Becora/Benamauk Bemori Santana 
横断幅 12 m 10 m 12-15 m 12 m 20 m 
出所：IMPLEMENTATION OF THE DILI SANITATION AND DRAINAGE MASTERPLAN-PHASE2  
 FINAL REPORT 

 

主に立地上の制限から横断方向の河道拡幅ではなく、河床掘削により河道容量を増大させる

ことが計画されている。Kuluhun川の例を図 3.5-5に示す。 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-5 河川改修区域(Kuluhun川) 

③ 丘陵部の放水路の整備 
Caicoli地区背後の丘陵部の麓において、Kuluhun川と接続する 2048mの放水路、Maloa川と接

続する 925mの放水路が計画されている。 

Present Riverbed Elevation
(Red Line)
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出所：DDIUP Public Consultation 資料 

図 3.5-6 Caicoli地区背後の丘陵部麓で計画されている放水路 

Manleuana川においては、Comoro川に接続するトンネルが計画されている。 

 
出所：DDIUP Public Consultation 資料 

図 3.5-7 Caicoli地区背後の丘陵部麓で計画された放水路 

④ 調整池の整備 

図 3.5-4の RB1地点で調整池の整備が計画されている。RB3地点での調整池も当初は予定され
ていたが住民移転等の影響を鑑み、中止になった。 

3） ディリ空港周辺域の雨水排水について 
空港周辺はやや地盤高の高いコモロ川左岸域周辺の洪水流が到達する地域となっている。地

形的には、空港が周囲よりも低平地となっており、洪水流が到達しやすくなっている。 
頻繁に浸水しているディリ空港入口手前のランドアバウト周辺は、擬似排水路からはやや標

高が高くなっている南東側からの洪水流が到達するような地形形状になっている。また、ラン
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ドアバウト周辺にたまった水は、地形条件からは、空港内の滑走路の排水路から海域へ排水さ

れると考えられる。 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-8 ランドアバウト周辺の洪水流の流路 

空港内の排水路は、図 3.5-9 のとおりである。これまでは滑走路の地下を通る水路により排水
が行われていたが、DDIUPにより今後滑走路を迂回した排水路が予定されている（図 3.5-10）。 

 

出所：Environmental Impact Assessment／Timor-Leste：Presidente Nicolau Lobato 
 International Airport Expansion Project 

図 3.5-9 ディリ空港の雨水排水路 

Existing drainage

Pseudo drainage channel 
passing  near roundabout
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出所：Environmental Impact Assessment／Timor-Leste：Presidente Nicolau Lobato 
 International Airport Expansion Project 

図 3.5-10 DDIUPで計画されているディリ空港の雨水排水路 

4） 浸水ハザードマップの作成 
ディリの浸水ハザードマップにおいては、3.5.1 で作成した擬似排水路をはじめとして、

DDIUP で検討されている河道網や排水路網（図 3.5-4）を参考に、小河川及び主な排水路を考慮
することにより浸水解析を行った。小河川の横断幅や深度については、AW3D・ドローン調査結
果、既存資料より得た情報を基に設定した。 
今次洪水を対象とした浸水想定区域図を図 3.5-11 に示す。（以下「今次洪水浸水想定」とい

う。）また、東ティモール国内での洪水レポート資料に記載された浸水深の痕跡水位、及び

Copernicsプロジェクトにより公開されている洪水直後の衛星画像に基づく被害想定域を図 3.5-に
示す。 
以下特徴が見られた。 
Maloa川の西側の大統領府付近で、計算結果・観測結果ともに浸水深が極大域となっていた。 
計算結果では、Manleuana 川及びその下流部で浸水深が比較的大きくなっていた。当時の写真

から(UNTL Benjamim 教授提供)は、乗用車の大部分が浸水している。Manleuana 川は、今次洪水
時では土砂災害が発生した地域であり、泥流が下流側まで到達していた可能性がある。 

MPS による現地調査結果報告では、道路-河川交差部の橋梁で溢水に伴う泥流が発生したとあ
るが、計算結果では浸水域は局所的である。 
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出所：調査団作成 

図 3.5-11 今次洪水時の浸水想定区域図(最大浸水深) 

 
出所：浸水深・現地調査等に基づく浸水想定区域は UNTL, MPS提供資料より、 

衛星データは Copernicsプロジェクトより収集し、調査団作成 
図 3.5-12 今次洪水時の浸水深等痕跡水位・浸水域の情報 

 
出所：Dr.Benjamim(UNTL-FEST)’s Presentaion Material 

図 3.5-13 今次洪水時の浸水状況 

  

衛星データで判別された影響エリア
現地調査等に基づく浸水想定区域

1000m

more than 1m

3-115



東ティモール国 

ディリ洪水対策情報収集・確認調査 

 

 

① コモロ川より東 
コモロ川より東のディリ中心部においては 3.5.1 (1) 2)に示した DDIUP で計画されている主

な対策を考慮した際の浸水域及び浸水深の変化について調査した。結果を図 3.5-14に示す。 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-14 今次洪水時において DDIUPの対策を考慮した際の浸水想定区域図(最大浸水深) 

以上から、今次洪水レベルでは、DDIUP の主な対策を実施しても広範囲に浸水域が及ぶこと
が示唆される。 
一方 DDIUPの計画降雨規模程度の降雨（150mm/day）時において、Manleuana川下流を除き浸

水深は大部分が 50cm以下であるものの、広範囲に浸水域が及ぶことが示唆され、DDIUPの対策
を考慮しても、浸水域はなくならない（図 3.5-15）。 
原因として、道路側溝や居住区域内の小規模排水路を考慮していないことが想定された。試

行的に、部分的にこれら小規模排水路を考慮した際の結果を図 3.5-16に示す。 
同結果より、DDIUP で対象としている主な排水路だけでなく、小規模排水路も併せて対策を

実施することにより浸水リスクの軽減が見込まれる。 
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出所：調査団作成 

図 3.5-15 150mm/day程度の降雨時の浸水想定区域図(上図：DDIUPの対策考慮しない場合の最

大浸水深、下図：DDIUPの対策考慮した場合の最大浸水深) 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-16 150mm/day程度の降雨時の浸水想定区域図（最大浸水深、小規模排水路を一部考慮） 
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② 空港周辺 
空港周辺においては、図 3.5-11 の「今次洪水時」に加え DDIUP で計画されている排水路を設

置した場合の排水解析を行った。排水路を設置した場合の今次洪水時の浸水想定区域図を図 
3.5-17 に示す。排水路設置により、空港南側からの洪水流が空港のターミナル中心部に到達しな
くなり、浸水リスクは低減する見込みであることが推察された。同結果より、DDIUP・及び空
港整備事業において計画されている排水路を着実に整備することが求められる。 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-17 今次洪水時の浸水想定区域図 

（左：対策なし、右：空港周辺域の排水路整備を仮定） 

(2) タシトル 

1） タシトルの雨水排水特性 
タシトル湖周辺の排水路は計画上では国道沿いの D37 排水路が計画されているが、実際には

道路側溝のみ存在する。 

 
出所：BTL提供資料 

図 3.5-18 タシトル湖周辺で計画上の雨水排水路 

また、タシトル湖は周囲を最大標高 400m程度の山地に囲まれており、降雨が生じると山地か

らの流入がタシトル湖に集中する地形形状となっている。タシトル湖北側は国道沿いで当該地

Lake Tasitolu
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域からタシトル湖への直接流入はない。 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-19 タシトルの地形形状 

2） 浸水ハザードマップの作成 
今次洪水時におけるのタシトル湖周辺の浸水想定区域図（最大浸水深）を図 3.5-20に示す。 
第 1・2 タシトル湖周辺域では、主に南域からの丘陵域からの斜面流が湖に到達し、湖水位を

上昇させる。また、並行して第 1・第 2 タシトル湖の北側の低平地に生じた洪水流もゆっくりと
西南西方向に流下する。湖水位が一定以上になると、北側からの洪水流と合流して浸水域が西

南西方向に移動する。 
また、タシトル湖周辺では、衛星画像に基づく 4月 9日時点の浸水域の記録が存在し、それと

浸水解析結果を比較したところ、第 1・2 タシトル湖付近では浸水解析結果の方が浸水域が広
く、第 3タシトル湖付近では浸水域が小さくなっていた。 
これら相違の要因は主に①「浸水解析に用いた降雨と実際に生じた降雨に相違がある」こと

と、②「仮定したタシトル湖の水深が実際とは異なる」によると考えられる。 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-20 タシトル湖周辺の浸水想定区域図（最大浸水深） 

 

100m

200m

300m

400m
500m

600m

700m

10m

20m

30m

40m

50m

6m
8m

4m

100m

200m

300m

2m

4m

2m

2m

Source：JICA survey team based on AW3D analysis 

3-119



東ティモール国 

ディリ洪水対策情報収集・確認調査 

 

 

 

 
出所：衛星画像は UNOSAT資料、浸水想定区域は調査団作成 

図 3.5-21 今次洪水時の浸水想定区域図  
(3)  ヘラ 

1）  ヘラの雨水排水特性 
ヘラの地形を図 3.5-22に示す。ヘラでは、Kiik川と Akanunu川が雨水排水路の役割を担ってい

る。Kiik川、Akanunu川の河口からの距離と標高の関係は図 3.5-23のとおりであり、共に上流域
で 1/10を超える急勾配となっている。 
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出所：AW3D、AW3D30を基に調査団作成 

図 3.5-22 ヘラの地形特性 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-23 Mota-Kiik川、Akanunu川の河床勾配縦断曲線 

Akanunu 川の国道との交差部（河口より約 3.7km）は、狭窄部となっており 4 月洪水時には流
木がボックスカルバート橋に詰まり浸水被害をもたらした。 
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出所：UNTL提供資料 
図 3.5-24 Akanunu川と国道 1号交差部の被災状況 

Mota-Kiik 川と国道の交差部では、川幅は広く（約 40m）、水深も最大 6m 程度確保可能なた

め、浸水被害は生じにくいと考えられる。一方河口部では東側からの排水路と合流する。合流

前、合流後共に盛土されており、横断幅は約 30mである。 

 

出所：調査団作成 
図 3.5-25 Mota-Kiik川と国道 1号交差部 

Mota-Kiik川河口域は農地かつ低平地であり、4月洪水時には鉄砲水による溢水被害と、高潮被
害を受けている。 
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下流ほど横断幅がせまくなっていると洪水時には水位が上昇しやすく、浸水リスクが高い。 

 
出所：Google Eath 

図 3.5-26 Mota-Kiik川河口部の 2021年 4月 9日時点の空中写真 

2） 浸水ハザードマップの作成 
ヘラにおける今次洪水時を対象とした浸水想定区域図を衛星観測による記録と共に図 3.5-27に

示す。本浸水解析については、Mota-Kiik 川の河口部より約 2.5km 地点において発生した大規模

な河岸浸食が発生した2021年5月の地形データを用いているため、同現象の評価はできないが、
河口部においても実際に生じたほどの浸水被害は解析できなかった。これは、本浸水解析では

高潮の影響を考慮していないことと、鉄砲水による地形変化を考慮していないことによると考

えられる。 
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出所：衛星画像は UNOSAT資料を基に調査団作成、浸水想定区域は調査団作成 

図 3.5-27 今次洪水時の浸水想定区域図 

国道と Akanunu川、Mota-Kiik川と交差部の写真を図 3.5-28に示す。 
流木により河道閉塞に伴う溢水被害が生じたAkanunu川と国道交差部においては、浸水解析結

果からも浸水が確認されるが、元々水が溜まりにくい場所であったため、被害は局所的であっ

たと想定される。一方近隣地域に浸水域が複数存在し、Akanunu 川中流域では小規模の浸水及
び、洪水流に伴う泥流が複数の地域で発生していた可能性がある。 
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図中の矢印は、北向きを↑として写真の撮影方角を示す。 
出所：調査団作成 

図 3.5-28 国道と Akanunu川、Mota-kiik川の交差部の写真 

Mota-Kiik 川と国道交差部は、急カーブになっているものの、通水能力が高いため、越水被害
は生じていないと想定される。 

 

出所：調査団作成 

図 3.5-29 今次洪水において流木被害が発生した箇所とのその周辺の浸水解析結果 

 

（4）ティバール 

1） ティバールの雨水排水特性 
ティバールの地形は図 3.5-30のとおりである。乾季及び晴天時は交通路として利用されている

箇所が、雨季及び雨天時には雨水排水路の役割を果たしていると想定される。 

流木被害が生じた箇所 
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T2の河口域は、今次洪水時の衛星画像から被災が確認されている。 
ティバール港では明確な被害は確認されていないが、ティバール港の南側には小規模の丘陵

が存在するが、地形条件からはティバール港に流入する地形形状となっている。 
T4では今次洪水時の衛星画像から中流域や国道との交差部において被災が確認されている。 

 

出所：調査団作成 

図 3.5-30 ティバールの地形特性 

 

出所：調査団作成 

図 3.5-31 河床勾配（西から順に T1～T4で記載） 

 

2） 浸水ハザードマップの作成 
今次洪水時の降雨を例とした浸水想定区域図を図 3.5-32に示す。ティバールにおいては、各小

河川域においてまず渓（小規模な谷）で水がたまり、排水路に流れ、下流へと流下するような
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特徴が見られた。一方中下流域の平地及び下流域の道路交差部や河口部でも浸水が確認されて

いる。 

 

出所：調査団作成 

図 3.5-32 ティバールの 4月洪水時の浸水想定区域図 

T2河口域の浸水想定区域図と UNOSATによる洪水時の衛星判読図を図 3.5-33に示す。浸水域
は異なっており、浸水解析では再現できていない部分もあるが、衛星判読図では、豪雨による

土壌水分量の上昇を浸水発生と判読している可能性が考えらえる。 

 
出所：左図：調査団作成、右図：UNOSAT 

図 3.5-33 今次洪水（4/4 12:00）時の浸水想定区域図と衛星画像による判読図（4/4） 

T4 下流部における浸水想定図と衛星判読図の比較を図 3.5-34 に示す。浸水想定図においては、T4
と道路交差部において溢水が発生し、近隣で浸水が発生したと想定される。 
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出所：左図：調査団作成、右図：UNOSAT 

図 3.5-34 浸水想定図（4/4 12:00）と衛星画像による判読図（4/8）,T4 下流部 

産業パーク予定地周辺の浸水解析結果を図 3.5-35 に示す。Google Earth 上では目立った被害

は確認されないが、産業パーク予定地の敷地境界付近は、道路兼排水路となっているため、洪

水時に洪水流が流れる可能性がある。 

 
出所：左図：調査団作成、右図：Google Earth 

図 3.5-35 今次洪水（4/4 12:00）時の浸水想定区域図と 
衛星画像（Google earth）による判読図（4/8）,産業パーク候補地 

 

3.5.2  事前避難計画の検討 

東ティモールでは、災害時の避難所が明確に指定されてはいない。そこでまず避難計画を検

討するにあたって一時避難場所の候補地を抽出することとした。 
一時避難場所の候補地の特徴として主に①「洪水時でも安全が確保可能な箇所」かつ②「大

人数が収容可能であること・災害時の物資備蓄等が可能な箇所」などが考えられる。①につい

ては、東ティモールでは具体的な検討がなされていないのが実情である。②については、具体
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的な施設として学校や宗教施設（教会・修道院・モスク等）、集会所等が考えられる。ディ

リ・タシトル・ヘラ・ティバールにおけるこれら施設の分布を図 3.5-36に示す。 

 
図 3.5-36 ディリ・タシトル・ヘラ・ティバールにおける学校・宗教施設・集会所等の分布 

ここでは、図 3.5-36 に示した一時避難所の候補地を基に、3.5.1 で作成した今次洪水の浸水想
定区域図を基に避難可能な箇所及び対策が必要な箇所について地域別に確認・評価を行った。 
(1) ディリ 

ディリ周辺の避難所候補施設に今次洪水時の浸水想定区域図に重ねて表示したものを図 3.5-37
に示す。赤丸は、実際に避難施設として使用された記録がある施設を示している。記録がある

施設のみでは、避難施設としては明らかに不足しているが、避難所候補地も含めると住民が避

難可能な施設が確保可能と想定される。一方で、避難所候補地の多くが浸水想定区域内に位置

しており、避難所として実際に利用する場合は、浸水リスク軽減策を講ずる必要がある。 
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出所：調査団作成(実際に避難所として使用された施設については UNRCO資料より抜粋) 

図 3.5-37 ディリ周辺の避難施設候補施設（今次洪水時の浸水想定区域図に重ねて表示） 

(2) タシトル 

今次洪水時には、タシトル湖東部の 2 か所の施設（CENTRU DOM BOSCO COMORO 及び
MADRESELISIANA COMORO）が避難施設として利用されたとの報告がある（図 3.5-38）。こ
れら施設は、タシトル湖流域の上流部に位置し、浸水リスクが極めて低い地域と考えられるた

め、場所としては適切である。一方、タシトル湖周辺の住民が同地域に移動するには、豪雨が

生じる前に移動する必要がある。 
タシトル湖周辺に教会・学校などの避難施設としての候補地は複数存在するが、浸水想定区

域内にあり、避難施設として利用するには嵩上げ等の対策を実施する必要がある（図 3.5-38）。 
地形特性上、タシトル湖付近は浸水が長期継続しやすい地域であり、居住区域としては適切で

はない。今後はなるべく早期に居住制限区域を設定し、住民の移転を促進することが望ましい

が、それまでは上記小学校・教会等避難施設となり得る箇所の安全を確保するための対策を実

施すべきである。 
 

Facilities actually used as evacuation 
facilities during April 2021 Flood
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出所：UNRCO公開資料を基に調査団作成 

図 3.5-38 タシトル周辺の避難施設候補施設（今次洪水時の浸水想定区域図に重ねて表示） 

(3) ヘラ 

ヘラでは、今次洪水時はヘラ港近傍の教会（SAO TIAO CHURCH HERA）に住民が避難した記
録がある。また Akanunu 川沿いに住む住民への聞き取り調査では、Mota-Kiik 川と国道交差部沿
いの小学校に事前に避難したとのことであった。 
ヘラの地域住民が、事前にこれら避難施設に避難できれば問題ないが、難しい場合はUNTLの

ヘラキャンパス等の比較的安全な場所に避難することも可能とも考えられる。これらを豪雨時

に確実に実行するためには、事前に関係者間での協議・調整が必要と考えられる。 

 
出所：UNRCO公開資料を基に調査団作成 

図 3.5-39 ヘラ周辺の避難施設候補施設（今次洪水時の浸水想定区域図に重ねて表示） 
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(4) ティバール 

ティバールには、T2 の西側に小学校と高校があり、これらは避難先の候補地として考えられ
る。一方、小学校は T2 の河岸沿いにあり、洪水リスク等を有していないか適宜確認する必要が
ある。 
他河口域でも浸水しやすい地形条件となっているが、同エリアはマングローブ林もあり、住

民がいなければ浸水しても問題はないと考えられる。 
 

3.5.3  内水・排水対策の方向性 

3.1 で整理した今次洪水における災害発生状況及び災害発生メカニズム、3.5.1 で整理した各地
域の雨水排水に係る概況、そして 3.5.2 で行った浸水解析結果を基に各地域での内水・排水対策
の方向性について整理した。 
 
(1) ディリ 

ディリでは DDIUP により内水・排水対策が実施される見込みである。一方で浸水解析から
は、DDIUP で検討されている対策は一定の効果が見込めるものの、中小規模洪水においても依
然として浸水リスクを有していることが示唆された。 
これら状況を鑑み、防災・減災の観点からなるべく災害リスクを低減するために以下対策を

提案する。 
① ディリの小河川の土砂対策 
DDIUP により小河川下流部の土砂対策については、河道掘削を中心とした対策が計画されて

いるが、小河川上流部の土留は管理されておらず、機能していないことが報告されている。 

現状では中下流側のアクセスが比較的容易な箇所やリスクの高いエリア（橋梁部等通水面積

が小さくなりやすい箇所）から優先的に河道掘削をすることが妥当と考えられる。これらを実

施しつつ、中長期的な対策として、都市部中上流域の土砂管理対策についても土砂動態モニタ

リングを実施しながら方向性を詰めていくべきである。 

 

② 都市部小河川と交差する橋の付替 
道路と河川が交差する橋梁部分で溢水が生じやすいことは、以前から問題視されつつも具体

的な対策の実現には至っていない。当該部分の通水面積を維持することは①で示した河道掘削

により必須であるが、洪水時の上流域からの土砂の流下による溢水が避けられない場合は、橋

の付替等により通水面積を増大させる必要がある。候補地点は、以下地点があげられる(図 3.5-

40)。 
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出所：調査団作成 

図 3.5-40 ディリにおける桁高改修候補地点 

③ Manlueuana下流域の排水対策の再検討 
DDIUP で計画されている Manleu 川から Comoro 川への排水トンネルにより、ディリ西部の浸

水リスクに関しては一定の低減効果が見込める。一方、Manleuana 川下流部は依然として浸水リ
スクの高いエリアとなっている。要因としては下流部が平坦地であることと、既設排水路の流

下の排水能力不足が指摘されている。基幹となる排水路の拡幅が必要である。 
 
④ 浸水常襲地域の排水対策 
今次洪水結果、及び地形形状を考慮すると、Manleuana 下流域－大統領府間、Caicoli 地区が浸

水しやすい地域と想定される。現時点では以下対策が想定される。 
表 3.5-3 エリア毎の対策検討メニュー 

場所 想定される対策メニュー 
Manleuana 下流域－大統
領府間 

・大統領府の嵩上げ 
・Maloa川へのポンプ排水の実施 

Caicoli地区 ・調整池(RB1)の貯水容量拡大可能性を検討 
・調整池(RB1)での自然排水・機械排水の実施 
・住民移転も考慮した Maloa川の排水能力増大の可能性検討 

 

⑤ 常時モニタリング・維持管理の実施 
ディリ全域において UAV 等によるディリの小河川・排水路において土砂動態モニタリング、

巡視・点検の実施を定期的、雨季前に実施すべきである。これらで得た情報を基に対策箇所の

検討、並びに対策実施までのスケジュール検討、及び IGEと連携した河道掘削等の実施を行うこ
とを提案する。 
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(2) タシトル 

① タシトル湖周辺域 
タシトル湖は汽水湖であり、周辺域は窪地となっていることから地形特性上浸水が継続しや

すい。このような地域は居住区域として適してはいないため、排水対策を講ずるよりも中長期

的な対策として居住制限区域としたほうが防災・減災に繋がると考えられる。 
居住制限区域に移行するまでの短期的な対策として、浸水発生時は排水ポンプにより排水を

実施するのが妥当と考えられる。 
 
② 国道 3号線 
現状では、洪水時は Raikotu－Tasitolu間の国道が雨水の流路となり、タシトル湖方面へと流下

する特性を持つ。国道の嵩上げを必要に応じ検討する必要がある。嵩上げをする際には、海域

への排水を妨げないよう留意する必要がある。 
 

 
出所：調査団作成 

図 3.5-41 タシトル付近の国道(今次洪水時の浸水想定区域図を重ねて表示) 

(3) ヘラ 

① 水害リスク低減の観点からの排水路の整備 
Akanunu 川、Mota-KiiK 共に上流域の水路（道路）幅に比べ下流の水路幅が狭いという、上

下流バランスのとれていない排水形態となっており。下流域で土砂堆積に伴う河道閉塞や溢水

が生じやすくなっている。同問題の対策としては、下流域の排水路を拡幅が考えられる。対策

の実施が難しい場合は、河口域を居住制限区域するなどの対策が考えられる。 

 

② 急傾斜地対策 
Akanunu 川は、河口から約 2.5～3km の中流部における国道との交差部が狭窄部となってお

り、かつ流木が集積しやすい形状となっている。同地点の流木被害を防ぐには、上流域におい

て流木を発生させない対策（抑制策：森林・土壌管理）と、流木が発生しても下流に被害を及

ぼさない対策（抑止策：砂防堰堤の設置検討等）が必要である。いずれも中長期的な検討が必

要である。まずは、対策を実施すべき箇所を特定すべきである。 

 

Hill

Flood waters in this area flow  
through the road to southwest side.
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(4) ティバール 

① 水害リスク低減の観点からの排水路の整備・橋梁部の桁高の改修 
ティバールにおいてもヘラと同様に上流域の水路（道路）幅は広い一方で、下流で水路が狭

い。更に一部の下流の国道-水路交差部橋梁では桁高が低く、排水路の閉塞を起こしやすくなっ

ている。 

同問題の対策としては、1.「上流域の排水路を減幅」するか 2.「下流域の排水路を拡幅」、更

に3.「橋梁部の桁高の改修」が考えられる。これら対策の実施が難しい場合は、河口域を居住制

限区域するなどの対策が考えられる。 

 

② 下流域平地部における排水路の整備 
ティバールにおいては、T2 及び T4 の中-下流域の平地において広範囲の浸水が確認された。

これらは、雨水が小河川に流れずにたまりやすくなっていると考えられ、排水路の整備が必要

である。 

 

③ 産業パーク候補地の敷地境界における護岸の設置 
産業パーク予定地の敷地境界付近は、道路兼排水路となっているため、洪水時に洪水流が流

れる可能性がある。道路兼排水路の境界部分の護岸を設けるなどの対策を講ずる必要がある。 
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3.6 包括無償対象の施設復旧事業の検討 

3.6.1 コモロ川護岸復旧工事 

3.6.1.1 コモロ川護岸復工事の概略的設計 

包括方式無償資金協力による護岸復旧の候補サイトである R5（3.8km 地点、被災延長 100m）
と R6（4.1km 地点、被災延長 110m）の 2 カ所の標準護岸断面図を以下に示す。また、両サイト
の位置を図 3.6-2に示す。 
本調査での概略的設計を他の被災護岸の復旧においても活用していくことが望ましい。 

 

3.6.1.2 コモロ川護岸復旧工事の費用概算 

 図 3.6-2 に示す 2箇所のコモロ川護岸の被災について、護岸復旧工事の概算工事費を以下に算
出した。2箇所の概算工事費は約 3.1億円となる。 
  

図 3.6-1 修復護岸の標準断面図 

10m

護床工

コンクリートブロック積擁壁工

もたれ擁壁工

1.5m1.5m 9.5m

12.5m

8m

護床工

コンクリートブロック積擁壁

もたれ擁壁

1.5m1.5m 9.5m

12.5m

R5 R6 

出所：調査団作成 

図 3.6-2 被災箇所位置図 
出所：調査団作成 
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表 3.6-1 概算工事費 

 

出所：調査団作成 

 

単位 数量 金額（円）

【R5】

もたれ擁壁工 H=8m m 110 ***

コンクリートブロック積み擁壁工 H=4.5m m 110 ***

護床工 個 306 ***

階段工 管理用 箇所 1 ***

防護柵工 m 110 ***

舗装工 表層5cm、基層5cm m2 468 ***

歩道舗装工 インターロッキングブロック m2 165 ***

縁石工 m 110 ***

水路工 m 110 ***

集水マス工 箇所 1 ***

コンクリートパイプ工 直径900mm m 20 ***

土留め工 鋼矢板 m 90 ***

じゃかご撤去工 m3 1,210 ***

既存舗装撤去工 m3 31 ***

掘削工 m3 2,695 ***

盛土工 m3 3,850 ***

残土処分 m3 2,695 ***

直接工事 円 ***

間接費 45% 円 ***

概算工事費【R5】 円 ***

【R6】

もたれ擁壁工 H=8m m 120 ***

コンクリートブロック積み擁壁工 H=4.5m m 120 ***

護床工 個 329 ***

防護柵工 m 120 ***

舗装工 表層5cm、基層5cm m2 510 ***

歩道舗装工 インターロッキングブロック m2 360 ***

縁石工 m2 240 ***

水路工 m 240 ***

土留め工 鋼矢板 m 100 ***

コンクリート撤去工 m3 1,260 ***

既存舗装撤去工 m3 34 ***

掘削工 m3 2,100 ***

盛土工 m3 3,000 ***

残土処分 m3 2,100 ***

直接工事 円 ***

間接費 45% 円 ***

概算工事費【R6】 円 ***

概算工事費【R5+R6】 ***

工種
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3.6.1.3 コモロ川護岸復工事の環境社会配慮予備的スクリーニング 

コモロ川（ディリ県内）は、行政区画上、ドン・アレイシオ郡に位置する。そのうち、コモロ

川の両岸に接する村は５つある。これらの村では、住民のほとんどが堤内地を利用している。 
CPLP 橋、日の出橋の周辺地区における土地の利用目的は、ほとんどが宅地で、そのほか、河川

に沿って整備された道路沿いには生活雑貨店舗、ガソリン販売店舗などが点在する。 
コモロ村フォメント III地区（右岸）とモリス フォウン地区より上流では、宅地は少なくなり、

おもに自家消費を目的とした小規模営農のため利用されている。このほか、河川の利用状況とし

て、砂利採取があり、両岸堤防の数か所で、堤外地に下りる簡易盛り土を築き、小規模民間業者

のダンプトラックが河川の中で砂利採取を行っている。また、上流両岸堤防の 2か所に中規模の
砂利採取工場と倉庫があり、砂利採取を頻繁に行っている。 
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3.6.2 べモス給水施設復旧方針の検討 

3.6.2.1 べモス給水施設復旧工事の概略的設計 

3.3 のとおり、日本側は、取水工の復旧を提案する。 
取水工は、BTL の改修計画と同様に、現況施設の構造断面を変更せず、補強及び補修を行う計

画とする。補修計画を表 3.6-2 及び図 3.6-3 にとりまとめる。表 3.6-2 に示す補修計画は、補強、

復旧（再施工、取替）、補修に大別される。補強は、より強靭な構造への増強、復旧は、元構造へ

の復旧、補修は、表面補修など軽微な補修を示す。表中、より強靭な構造への補強は、①、②、

⑤、⑥、⑰、⑳、㉒が該当し、同等程度の洪水に対して、大きな損傷を受けにくい構造となる。

今回の被災において、施設上部からの落石及び河川上流からの岩石の流下が施設損傷の一つの要

因となっている。落石防止については、計画水位までコンクリート張による法面保護を行うこと

により軽減する。河川の岩石流下対策については、土砂の流下を軽減する護床工や砂防ダムなど

が想定される。護床工は、小さな粒径の石の流下を防ぐ機能はあるものの、今回の様な大きな岩

が流下する場合には、ほとんど効果が無く、護床工自体が破損し、施設に深刻な損傷を引き起こ

す可能性が高い。また、透過式を含めた砂防ダムは、建設費が高いこと、各雨期明けに石を撤去

する必要があること、河川流量によっては、崩壊の可能性があることなどから、今回の復旧計画

には見込まない。将来的には、河川整備計画を検討し、護岸、石の流下対策を実施することが望

ましい。 

表 3.6-2 べモス給水施設改修内容 

№ 構造区分 対象施設 被害状況 改築方針 区分 
① 

取水口 

翼壁 巨石堆積 
翼壁の延伸 補強 

② 翼壁上部の鉄筋 C 嵩上げ 補強 
③ 岩等堆積物除去 復旧 
④ 

流入部側壁 全損傷 

前面壁再施工 復旧 
⑤ 前面壁外部打増し 補強 
⑥ 側壁部重力式擁壁補強 補強 

⑦ 開口上部側壁補修（撤去復
旧） 復旧 

⑧ 取水口部 破損 打ち直し 復旧 
⑨ 

取付水路 

スルースゲート 破損 ゲート取替（戸当たり含） 復旧 
⑩ 

水路 
ｽﾃｯﾌﾟ破損 ｽﾃｯﾌﾟ付替え 復旧 

⑪ 上部破損 側壁上部 50cm 打ち直し 復旧 
⑫ 蓋流亡 取付水路蓋再設置 復旧 
⑬ 

固定堰 

流水部 摩耗 高強度コンクリート再打設 復旧 
⑭ 

静水池 
石堆積 堆積物除去 復旧 

⑮ 護床工流
亡 護床工再設置 復旧 

⑯ 
右岸護岸工 静水池護岸工 破損 練石積ブロック復旧 復旧 

⑰ 法面保護 岩盤線までコンクリート張 補強 
⑱ 天端コンクリート 一部破損 高強度コンクリート再打設 復旧 

⑲ 

左岸護岸工 

護岸天端コンクリー
ト 破損 取り壊し高強度 C 復旧 復旧 

⑳ 静水池下段練石積擁
壁 一部破損 RC もたれ擁壁にて復旧 補強 

㉑ 
静水池上段 破損 練石張にて復旧 復旧 

㉒ 法面保護 岩盤線までコンクリート張 補強 
㉓ 

全体 全体 ひび割れ エポキシ剤注入 補修 
㉔ 表面劣化 高強度モルタルによる補修 補修 
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㉕ 桝、水路、天端コン
クリート上 土砂堆積 土砂撤去 復旧 

出所：調査団 

 

 
3.6.2.2  べモス給水施設復旧工事の費用概算 

今回の無償事業の事業費を算出すれば、表 3.6-3 に示すとおり、約※億円（※※千円）となる。 

表 3.6-3 べモス給水施設概算事業費 

改修対象施設 工事費（千円） 備    考 
（直接工事費）   

2009 年の無償事業費を参照し、下記により算出した。 
（物価上昇） 
表 3.3.3-5 より、物価上昇率を 2009 年と 2023 年の物価比
率 105.52/67.25=1.57、コロナ禍による近年の急激な物価上
昇を加味し、20%増しとし、1.57×1.2=1.9 とした。 
（為替変動） 
2009 年の為替 96.53 円/$に対し、現時点の 111.36 円/$と
し、1.15 倍とした。 

取水工 ※※※   
取付水路 ※※※   
固定堰 ※※※   
右岸護岸工 ※※※   
左岸護岸工 ※※※   
全体 ※※※   
仮設道路 ※※※   
（直接工事費計） ※※※   
その他経費 ※※※   直接工事費の 45%（仮設費、機械経費、輸送費として） 
間接費 ※※※   直接工事費の 45% 
事業費合計 ※※※    
出所：調査団 

表 3.6-4 物価変動指数 

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 
67.25 70.73 80.05 80.05 88.80 97.1 98.02 97.2 97.71 98.02 97.2 101.33 102.95 105.52 

出所：International Monetary Fund, World Economic Outlook Database, October 2021 
(https://www.imf.org/en/Publications/WEO/weo-database/2021/October/weo-
report?c=537,&s=PCPI,&sy=2008&ey=2024&ssm=0&scsm=1&scc=0&ssd=1&ssc=0&sic=0&sort=country&ds=.&br=1) 

出所：調査団 
注)着色は、表 3-6-2 に示す改修範囲を示したものであり、色分けにより改修方法等を区分

したものではない。 
図 3.6-3 べモス給水施設改修計画図 
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3.6.2.3  べモス給水施設復旧工事の環境社会配慮予備的スクリーニング 

 べモス川の上流にアクセスする道路が整備されておらず、コモロ川に沿って整備された道路か

らも離れていることから、べモス取水堰周辺への往来は、困難である。乾季には、途中まで自動

車で河川をさかのぼり、そこから徒歩でアクセスすることができるが、雨季は徒歩での移動に限

定される。このため、取水堰周辺には、定住者が少なく、宅地がほとんど見られない。 
4 月の洪水後、取水堰周辺に重機を運ぶためにオーストラリア国の調査団が切り開いた簡易ア

クセス道路があり、調査団はその小道を使い現場踏査を実施した。その際、小段の平らな土地に、

周辺の山岳地帯に住む住民が自家消費用作物を植えている畑を確認したが、その他の土地利用の

痕跡は見られない。 
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3.6.3  ブルト／マリアナ灌漑施設復旧工事 

3.6.3.1  ブルト／マリアナ灌漑施設復旧工事の概略的設計 

(1) ブルト灌漑施設 

1) ブルト頭首工下流護岸工 
張りブロック護岸＋洗掘防止対策を提案する。 

平面図 

 
断面図 

 

出所：JICA 調査団作成 
図 3.6-4ブルト頭首工下流護岸工改修計画 
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2) ブルト頭首工下流エプロン部の護床ブロック 

図 3.6-5 ブルト頭首工 護床ブロック配置計画 

 

 

 

護床ブロック 

(土砂吐部) 
護床ブロック 

（固定堰部） 

27.0m 

192.9m 27.0m 

頭首工下流エプロン 

固定堰 

土砂吐 

18.0m 

流れ 

 

出所：JICA 調査団作成 
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3) 幹線水路（盛土区間） 
底版コンクリート打ち替え（無筋コンクリート→鉄筋コンクリート）を提案する。 

平面図 
 

断面図 

 

図 3.6-6 ブルト灌漑地域 幹線用水路の改修計画 

出所：JICA 調査団作成 
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(2) マリアナ灌漑施設 

1) マリアナ頭首工固定堰、土砂吐、管理用通路 
① 固定堰の改修 
固定堰の無筋コンクリート（高強度コンクリートσ=35N/mm2）を取り壊し、新規の無筋コン

クリート（同高強度）に改修することを提案する。 

平面図 

 

断面図 アンカー詳細図 

 
 

出所：「マリアナ I 濯湾施設改修計画基本設計調査報告書（2006 年 3 月）」を引用 
図 3.6-7 マリアナ頭首工 固定堰改修計画 

② 土砂吐の改修 

土砂吐下流部の無筋・鉄筋コンクリート（高強度コンクリートσ=35N/mm2）を取り壊し、新

規の無筋・鉄筋コンクリート（同高強度）に改修することを提案する。 
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平面図 

 
断面図 

 
出所：「東ティモール国ブルト灌漑施設改修計画 準備調査報告書（2013 年 9 月）」を引用 

図 3.6-8 マリアナ頭首工土砂吐下流部改修計画 
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③ 管理用通路の改修 
洗掘を受けた管理用通路に埋め戻しを行い、無筋コンクリートにて改修することを提案す

る。 

平面図 

 
出所：「東ティモール国ブルト灌漑施設改修計画 準備調査報告書（2013 年 9 月）」を引用 

図 3.6-9 マリアナ頭首工 管理用通路改修計画 
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2) 排水路狭窄部の断面拡幅 
排水路（側面図） 

 

排水路（正面図） 

 

出所：JICA 調査団作成 
図 3.6-10 排水路狭窄部 改修計画（側面図、正面図） 
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排水路（平面図） 

 

出所：JICA 調査団作成 
図 3.6-11 排水路狭窄部 改修計画（平面図） 
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3.6.3.2  ブルト／マリアナ灌漑施設復旧工事の費用概算 

表 3.6-5 にブルト／マリアナ灌漑施設復旧工事の費用概算を示す。 

表 3.6-5ブルト／マリアナ灌漑施設復旧工事の費用概算 

  直接工事費
（円） 

仮設費
（円） 

諸経費
（円） 

工事費計
（円） 

(1) ブルト灌漑施設         

1) ブルト頭首工下流護岸工の改修 ※※※ ※※ ※※※ ※※※ 

2) ブルト頭首工下流エプロン部の
護床ブロック設置 ※※※ ※※※ ※※※ ※※※ 

3) 幹線水路（盛土区間）の改修 ※※※ ※※※ ※※※ ※※※ 

          

(2) マリアナ灌漑施設         

1) マリアナ頭首工固定堰、土砂吐、
管理用通路の改修 ※※※ ※※※ ※※※ ※※※ 

2) 排水路狭窄部の断面拡幅 ※※※ ※※※ ※※※ ※※※ 

          

合計       ※※※ 

 

3.6.3.3  ブルト/マリアナ灌漑施設復旧工事の環境社会配慮予備的スクリーニング 

(1) ブルト灌漑施設 

マナトゥトゥ県とバウカウ県を隔てるスマセ川にあるブルト灌漑施設周辺は、水路に沿って水田が広が

っている。下流には、小規模村落があり、国道 1号線との合流付近には、公立学校の校舎が存在する
が、包括無償事業対象地である取水口には、管理施設があるのみで田畑・民家はない。 
 
(2) マリアナ I灌漑施設 

マリアナ I灌漑施設は、ボボナロ県ブロボ川に位置する。マリアナ郡は、東ティモール国有数の稲作
地域あり、多くの住民が既存施設の水路周辺で稲作を営んでいる。本事業では、土砂吐きゲート周辺の

下流側護床工の損傷部分及び通路部分にできた陥没部分の補修を検討しているが、集落から離れた

場所に取水ゲートが設置されており、この周辺には、田畑・民家はない。 
上記で利用状況を述べたとおり、対象施設は、いずれも堤外地にあり、検討している包括無償事業に

おいて、大規模な構造物の新設計画はない。このため、非自発的住民移転、及び社会経済面における

重大な負の影響は想定されない。 
包括無償対象施設の環境社会配慮の予備的スクリーニングの検討結果を以下に示す。 
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表 3.6-6 包括無償対象施設の環境社会配慮の予備的スクリーニングの検討結果 

影響のスコープ分類 検討すべき項目 
影響度 

負の影響 正の影響 

（１）人間の健康と安全への影
響及び自然環境への影響 

大気、水、土壌、廃棄物、事故、水利
用、気象変動、生態系及び生物 

小 小 

（２）社会配慮 非自発的住民移転 N/A N/A 

地域経済 小 大 

土地・地域資源利用 小 大 

既存の社会インフラ及びサービス 小 大 

先住民族 N/A N/A 

社会的弱者 
（ジェンダー及び子どもの権利） 

小 大 

文化遺産 N/A N/A 

地域のおける利害の対立 中 小 

感染症 小 小 

労働環境 中 小 

出典：JICA 調査団 

対象事業は、河川にある既設の設備の補修及び改良が主となるため、工事中に公害が発生する要因

はほとんどない。また、対象施設は、いずれもタシ・トル保護区から離れており、自然環境への影響は極

めて小さい。 
今後、サブプロジェクトの選定および準備調査の段階で、（１）人間の健康と安全への影響及び自然環

境への影響については、極めて軽微であることが予測される。本事業の目的が、既存施設利用者の裨益

拡大、生活環境の改善、地方経済の活性化などであることから、今後は、（２）社会配慮に重きをおき、こ

れを中心とした評価を実施する必要がある。 
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3.6.4 包括無償に係る留意事項 

本事業は、包括方式無償資金協力が活用され、３つのコンポーネント（①コモロ川護岸復旧工事、

②べモス取水堰復旧工事、③ブルト／マリアナ灌漑施設復旧工事）を一つの事業（一つの工事請負

契約）として実施を想定する。 

2022年 2月時点の事業概要及び想定事業費（案）を表 3.6-7 に、また、想定工事工程（案）を表

3.6-8に示す。なお、事業内容は、無償事業の協力準備調査で行われる概算事業費積算において、物

価上昇、為替変動の影響を考慮し、事業内容の絞込みを行うことが想定される。 

本事業の実施に当たり、東ティモール側が特に留意すべき主な事項は、下記の通りである。 

(1) 一般事項 

1) 実施機関体制の構築 

本事業の東ティモール側実施体制は、下記の通りである。 

① 監督責任機関：公共事業省（MPW） 
② 運営維持管理実施機関 ：下表参照 

表 3.6-7 運営維持管理実施機関 

機関名 活動内容・役割 担当コンポーネント 
公共事業省／道路・橋梁・治水局

(MPW-DRBFC) 
・東ティモール側の代表実施機関。 
・本事業全体の統括管理。 
・全関係機関の取り纏め。 
・担当コンポーネントの実施管理。 

コモロ川護岸復旧工事 

公共事業省／国家水道公社 
(MPW-BTL) 

・本事業の関係実施機関。 
・代表実施機関への協力 
・担当コンポーネントの実施管理。 

べモス取水堰復旧工事 

農業水産省／灌漑水利管理局

(MAF- DIWM) 
同上 ブルト／マリアナ灌漑施

設復旧工事 
出所：無償事業協力準備調査 

 

2) 事業調整会議の設立と運営 

本事業全体の課題を関係機関で協議するために、事業調整会議（Committee）を設立する。 

表 3.6-8 事業調整会議（Committee）の運営形態 

項目 内容 備考 
1. メンバー構成  外務協力省 

 財務省 
 公共事業省/道路･橋梁･治水局 (MPW-DRBFC) 
 公共事業省/国家水道公社 (MPW-BTL) 
 農業水産省/灌漑水利管理局 (MAF-DIWM) 
 JICA 東ティモール事務所 

 
（共同主催者 Co-chair） 
（共同主催者 Co-chair） 

2. オブザーバー  在東ティモール日本国大使館  
3. 会合開催頻度  定例会合は、原則として半年に 1 度東ティモ

ールで開催する。 
JICA または東ティモー

ル側の要請により、JICA
が招集する必要がある

と認めるときは、適宜会

合を開催することがで

きる。 
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4. 役割 ① 本無償資金事業の円滑かつ効果的な支出のため

の事業実施スケジュールの確認。 
② サブプロジェクトに対する資金配分の変更を含

む、プログラムの修正に係る協議。  
③ 本事業の実施または支出遅延問題の特定と当該

問題の解決策の検討。 
④ 本事業の広報活動に関する意見交換。  
⑤ G/A に起因または関連するその他事項の協議。 

 

出所：無償事業協力準備調査 

 

3) 協定・契約関係 

協定、契約関係の担当機関は、下記の通りとする。 

表 3.6-9 契約・協定関係の担当機関 

① 政府間協定 
項目 日本側 東ティモール側 

交換公文 E/N 在東ティモール日本国大使館 外務協力省 
贈与契約 G/A JICA 東ティモール事務所 財務省 

② 銀行取極め、免税措置等 
項目 担当機関 

銀行取極め B/A (約 6,000 円) 財務省 
支払授権書 A/P (9 回発行、 合計 100 万円) 同上 
免税措置（想定税金負担額 約 2,200 万円) 同上 
輸入資機材の荷受人（consignee） 同上 

③ コンサルタント契約・工事契約 
項目 担当機関 

コンサルタント契約（詳細設計・施工監理） 
公共事業省（大臣署名） 

（立合い署名：農業水産省） 
工事請負契約 同上 
注：３つのコンポーネントを統括し、全体で１つの契約とする。 
出所：無償事業協力準備調査 

 

4) 契約変更の措置 

• 本体工事の入札結果、並びに工事中の不測の事態の発生などにより、計画の前提条件変

更を余儀なくされることが想定される。 

• その場合、MPW は、運営維持管理実施機関と調整の上、設計変更手続き、並びに契約

変更手続きを行う必要がある。 

5) 他ドナー支援等との調整 

• 運営維持管理実施機関は、本事業内容が他ドナーによる支援と重複しない様に、適切に

管理する必要がある。 

• 特に、べモス給水施設復旧では、実施中のオーストラリア支援事業との重複がないよう

に十分に調整する必要がある。 

6) 専任カウンターパートの任命と技術移転 

• 本事業では、緊急な復旧対策工事が、パイロットプロジェクトとして実施される。 

• 当該パイロットプロジェクトの設計技術および施工技術の東ティモール側への移転が必
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要であり、運営維持管理実施機関は本事業の専任カウンターパートを任命する必要があ

る。 

• 同カウンターパートは、移転された技術の水平展開を図り、運営維持管理実施機関の能

力向上に寄与する必要がある。 

 

(2) 銀行手続き 

1) 銀行口座開設 

• 財務省は、関連機関と調整の上、コンサルタント契約並びに工事請負契約に必要な銀行

口座を開設する必要がある。 

2) 銀行手数料の支払い 

• 財務省は、関連機関と調整の上、コンサルタント契約並びに工事請負契約に基づく代金

支払い時に、日本の銀行への手数料支払いを行う必要がある。 

 

(3) 免税措置、滞在許可 

1) 資機材に対する免税措置 

• 免税は財務省によって実行される。財務省は、関係機関と連携の上、請負業者から提供

された建設資機材の情報に基づいて、建設請負業者の免税手続きを促進する必要がある。 

• 財務省は、関連機関と協力して、迅速な免税と通関手続きを確実にする必要がある。 

2) 本事業の日本人および第３国人に対する滞在許可 

MPWは側関係機関を通じて、下記の許可、措置を実施する必要がある。 

• プロジェクトに関連してサービスが必要となる可能性のある日本人および第 3 国人の入

国および滞在許可。 

 

(4) 工事監理 

1) 環境社会配慮のプロジェクト計画書の承認取得 

• 東ティモール国制度に基づく環境社会配慮プロジェクト計画書の環境省への提出（同計

画書の提出の必要性について、確認する必要がある）。 

2) 仮設工事用地の確保 

• 各工事サイトにおいて、工事中の資機材置き場、建機置き場、工事監理事務所などの仮

設工事用地の確保が必要である。 

3) コモロ川護岸復旧時の交通規制 

• コモロ川護岸復旧工事では、護岸天端の国道２号線バイパス道路の復旧も行われる。 

• 同工事中の安全確保のため、道路交通規制を実施する必要がある。 

4) ブルト／マリアナ灌漑施設復旧時の通水制限 

• 灌漑施設の修復工事中の安全確保のため、必要に応じて、当該灌漑施設の通水を制限す

る必要がある。 
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表 3.6-10 包括無償の案件概要と想定事業費（案） 

A. 工事費 
コンポーネント名

（担当実施機関） 
工事概要 工事内容 想定工事費 備考 

１． コモロ川護岸

復旧等工事 
 

【公共事業省/道
路・橋梁・治水局

（MPW-
DRBFC）】 

・ 今次洪水で崩壊

し、住民生活上、

特に危険な個所に

対して、今次洪水

レベルにも耐える

護岸を緊急に建設

する。 
・ 本工事をパイロッ

ト施工として、自

助努力で行われる

他復旧工事への技

術移転を行う。 

① 護岸 R5（110
ｍ）および護岸

R6(120m)の復旧 
② 国道２号線倍バ

ス道路の復旧

（護岸 R5、R6 の
天端部分、合計

約 230m） 

約※億円  

２． べモス取水堰

復旧工事 
 
【公共事業省／国

家水道公社

（MPW-BTL）】 

・ 今次洪水で既設取

水堰が崩壊、流出

されており、安全

な運用が出来ない

状況にある。 
・ 特に損傷の激しい

施設の緊急に復旧

し、並びに洪水に

備えて強度の補強

を図る。 

① 既設取水堰の復

旧（取水口、取

水ゲート、固定

堰、静水池、水

路など） 
② 洪水対策用の補

強工事 

約※億円 ・ オーストラリ

ア支援計画が

進捗中（導水

ピット補修）。

支援重複に留

意。 
・ 仮設道路建設

が必要。 

３． ブルト／マリ

アナ灌漑施設

復旧工事 
 

【農業水産省-灌
漑水利管理局

（MAF-DIWM）】 

・ 今次洪水で既設施

設の老朽化箇所な

どで損壊が拡大し

ている。 
・ 同施設の修復、復

旧を行う。 

A.ブルト灌漑施設 
① 頭首工下流護岸

工改修 
② 頭首工エプロン

下流護床工新設 
③ 幹線水路（盛土区

間）クラック改修 

約 3.6 億円 ・ フォローアッ

プ無償で仮復

旧した籠マッ

ト護岸部を含

む頭首工全体

の補修・補強

工事 
 

B.マリアナ灌漑施設 
① 頭首工の修復 
② 排水路狭窄部の

改修 

約※億円  

  合計 約※億円  

B. コンサルタント費 
コンポーネント名（担

当実施機関） 
業務名 業務内容 想定経費費 備考 

コンサルタント費 
【MPW-DRBFC）】 
【MPW-BTL】 
【MAF-DIWM】  

・ 実施設計・施工
管理 

① 実施設計（入
札図書の作
成） 

② 入札管理 
③ 工事契約管理 
④ 施工管理 

約※億円  

C. 事業費合計（A＋B）：約※億円 
出所：調査団作成 
備考：本事業内容は 2022 年 2 月時点の想定である。無償案件実施時に見直しが必要である。 
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第4章  洪水被害の削減に向けた提言

4.1  防災投資の重要性 

東ティモールでは、2021 年 4 月 4 日洪水によって、全国の死者は 48 名、被災世帯は 3 万世帯
を超え、首都ディリでは一時的に 1.4 万人が避難を余儀なくされた。本災害は、100 年に一度を超

える記録的な大雨によってもたらされた災害であるが、気候変動の影響によって、今後洪水災害

の大型化、頻発化が懸念される。 
日本においても、かつて毎年の

ように台風に起因する大規模な水

害に見舞われ、たびたび数千人規

模の犠牲者を出していた。しかし

近年では、洪水による犠牲者は数

十人～百人程度にまで低減されて

いる。これは、災害リスク削減への

継続的な投資によって達成された

ものである。図 4.1-1 は日本におけ
る洪水災害による死者数とGDP及
び洪水対策への投資の関係を示し

ている。洪水対策への継続的な投

資に伴って犠牲者が少なくなってい

ることがわかる。 
図 4.1-2 は災害マネジメントサイ

クルを示している。多くの途上国で

は、被災⇒対応⇒復旧⇒被災の繰り

返しに多額の予算が消費され、災害

と貧困の悪循環から抜け出せずにい

る。図 4.1-2 に示す災害マネジメント
サイクルの右半分の災害対応と復旧

に予算を消費するのではなく、左半

分の災害リスク削減（強化、予防・軽

減、準備）により多くの予算を投資

すべきである。 

4.2  首都ディリを「安全、強靭で魅

力ある都市」にするために 

首都ディリが観光客の訪問や様々

な民間企業の進出先として、今後さ

らに発展を遂げるためには、「安全、

強靭で魅力ある都市」にならなけれ

出所: High-level Experts and Leaders Panel on Water and Disasters (HELP) 
図 4.1-1 日本における洪水災害による死者数と 

GDP及び洪水対策への投資 

Prevention/
Mitigation

Preparedness

Response

Recovery 

Reinforcement
(Retrofitting
Reconstruction) 

Disaster Risk
Management 

Cycle

出所: JICA 
図 4.1-2 災害マネジメントサイクル 

Dili a “Safe, Resilient and 
Attractive City” 

Urban Planning
Laws and 
Institutions

Capacity 
Development

Strengthening
Critical 
Infrastructure

Flood 
Management

Enhancement of
Hydro-
meteorological  
Observation

1 2 3

4 5 6

出所: JICA Survey Team  
図 4.2-1 「安全、強靭で魅力ある都市、ディリ」の実現

に向けた方策 
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ばならない。そのためには、上記 4.1 に述べたように、継続的な「災害リスク削減」のための様々
な方策が実施されなければならない。主要な方策としては、1)洪水管理体制の強化、2)重要インフ
ラの災害対策、3)水文･気象観測の強化、4)都市計画の推進、5)都市計画、河川管理、森林保全、

土地利用、防災対策等の法制度の整備、6)災害リスク削減のための能力強化等が重要である。「安

全、強靭で魅力ある都市、ディリ」のコンセプトを図 4.2-1 に示す。 
表 4.2-1 は、「安全、強靭で魅力ある都市、ディリ」を実現するための様々な災害リスク削減の

ための方策と進捗状況を示したものである。ここに示した提案の中には、すでに実施中のもの、

今後実施が予定されているものも含んでいる。しかし、重要な方策でありながら、まだ実施され

ていないものも多く含まれている。東ティモールにおける災害リスク管理の調整機関である国民

保護庁（CPA）、公共事業省及びインフラ・ファンドを所管する財務省が協力体制を構築し、それ

ぞれのプロジェクトに責任省庁を定めて、開発パートナーとも連携し『災害リスク削減投資』を

計画的に推進することが重要である。 

表 4.2-1 ディリを「安全、強靭で魅力のある都市」にするための災害リスク削減対策 

分 野 方 策 現 状 

1. 洪水管理 ① 洪水リスク解析

1.1  コモロ川流域 本調査で実施(JICA) 

1.2  他の河川流域の洪水リスク解析 今後実施が必要 

②河川管理計画

2.1  ディリ及び周辺地域 実施を提案中(JICA 技術協力) 

③コモロ川の護岸復旧･改修

3.1  重要箇所の緊急復旧 無償資金協力（日本）想定 

3.2  コモロ川護岸の上記以外の被災箇所

の復旧 

今後実施が必要 

④森林(流域)の管理及び保全

4.1 森林(流域)の管理及び保全 実施中(TL 政府, JICA, EU/GIZ, 

WB, FAO) 

⑤内水氾濫防止のための排水改良

5.1  ディリの排水改良 今後実施が必要 

⑥内水氾濫防止のための洪水貯留施設

6.1  内水氾濫防止のための洪水貯留施設

の整備 

今後実施が必要 

⑦災害リスク削減･復旧のための建設重機の強化

7.1  災害リスク削減･復旧のための建設重

機の強化 

無償資金協力（日本）想定 

2. 重要インフラ

の強化

⑧灌漑施設の機能回復

8.1  ブルト/ マリアナ灌漑の緊急復旧 無償資金協力（日本）想定 

8.2 上記以外の灌漑施設被害の復旧 今後実施が必要 

⑨給水施設の機能回復

9.1 べモス給水施設の緊急復旧 無償資金協力（日本）想定、 

オーストラリア

9.2 上記以外の給水施設被害の復旧 今後実施が必要 

⑩道路、橋梁の嵩上げなど復旧及び洪水対策

10.1 道路、橋梁の嵩上げなど復旧及び洪

水対策 

今後実施が必要 

⑪港湾、空港等の開発
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 11.1 港湾、空港等の開発･改良 実施中(TL 政府, JICA, ADB, 

DFAT) 

⑫病院、政府庁舎、学校等の災害対策強化 

 12.1 病院、政府庁舎、学校等の災害対策

強化 

今後実施が必要 

3. 水文･気象観測

等の充実 

⑬洪水早期警報システムの整備 

 13.1 選定された優先河川流域 実施中 (Mercy Corp (KOICA), 

UNTL (JICA), UNEP (GCF)) 

 13.2 上記以外の河川流域への洪水早期警

報システムの整備 

今後実施が必要 

⑭全国的な自動水文･気象観測システム 

 14.1 全国的な自動水文･気象観測システム

の整備 

今後実施が必要 

⑮地震観測の強化 

 15.1 地震学、地震工学、津波災害軽減の

ための人材育成 

実施中(JICA) 

⑯潮位観測の強化 

 16.1 潮位観測の強化 今後実施が必要 

4. 都市計画 ⑰ディリ都市マスタープランの更新 

 17.1 ディリ都市マスタープランの更新 実施中 (TL 政府, JICA) 

⑱洪水ハザードマップの整備 

 18.1 ディリ及び周辺地域の洪水ハザード

マップの作製 

実施中 (TL 政府, 本調査(JICA)) 

5. 法制度の整備 ⑲都市計画関連法 

 19.1 都市計画関連法の整備 実施中 (TL 政府, JICA) 

⑳土地所有関連法 

 20.1 土地所有関連法の整備 実施中 (TL 政府, JICA) 

㉑森林管理･保全ロードマップ 

 21.1 コミュニティ参加型森林管理・保全

活動 

実施中 (TL 政府, JICA) 

㉒河川管理関連法 

 22.1 河川管理関連法の整備 実施を提案中 (JICA) 

㉓災害リスク管理政策 2008 の更新 

 23.1 災害リスク管理政策 2008 の更新 実施中 (UNDP/ CPA) 

㉔災害リスク削減(投資)計画の策定 

 24.1 災害リスク削減(投資)計画の策定 今後実施が必要 

6. 防災能力強化 ㉕ 防災能力強化（災害対応計画を含む） 

 25.1 防災能力強化（災害対応計画を含

む） 

実施中 (UN CADRI, IOM (日本, 

USAID)) 

㉖防災図上演習 (シミュレーション研修) 

 26.1 すべてのライン省庁や NGO の参加

による災害図上演習 

実施中 (オーストラリア) 

㉗避難訓練 

 27.1 コミュニティ参加型災害リスク管理

活動及び避難訓練 

実施中 (TL 赤十字, IOM (日本, 

USAID), NGOs) 

㉘防災研修体制の整備 

28.1 防災研修体制の整備 今後実施が必要 

㉙防災研究機関の設立 

29.1 防災研究機関の設立 今後実施が必要 

註: 赤文字は、東ティモール政府或いは開発パートナーとともに実施が必要な方策を示す。 
   赤 枠 は、より優先度の高い方策を示す。 
出所: JICA 調査団 
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資料 1 主要面談者リスト 

所属及び氏名 職位 
財務省 (Ministry of Finance, MOF） 
Mr. Antonio Freitas Vice Minister 
Mr. Francisco Alves Director General of External Resources 

Mobilization and Management 
Mr. Elson da Costa National Director of Aid Mobilization 
Ms.Sitalina M Tilman  
Mr. Diamantino Soarres Head of Section 
Mr. Liboro Alves Loan Advisor 
  
外務協力省（Ministry of Foreign Affairs and Cooperation, MNEC） 
Mr. Marcos dos Reis da Costa National Director under National Directorate for 

West, Central, South and Far-East Asia 
Mr. Hernani Magno Program Officer under National Directorate for 

West, Central, South and Far-East 
  
公共事業省（Ministry of Public Works, MPW） 
H.E. Dr. Abel da Silva Pires Minister of Public Works 
Mr. Nicolau Lino Freitas Belo  Vice Minister of Public Works 
Mr. Rui Hernani F. Guterres Director General of Public Works 
  
公共事業省道路・橋梁・治水局（Ministry of Public Works, National Directorate of Road, Bridge and 
Flood Control, MPW DRBFC） 
Mr. Milton Ramanata Monteiro National Director 
Mr. Nene Lobato Former National Director 
Mr. Vital Nai Quei Pereira Araujo Coordinator of Adhoc unit 
  
農業水産省(Ministry of Agriculture and Fisheries, MAF) 
Mr. Pedro dos Reis Minister 
Ms. Maria Odete do Ceu Guterres Director General 
Mr. Martinho Laurentino Soares National Director 
  
公共事業省国家水道公社(Bee Timor Leste, BTL) 
Mr. Carlos Peloi dos Reis President 
Mr. Joao Piedade Braz National Director 
Mr. Avelt Dos Santos Director of Engineer 
  
公共事業省電力公社 (National Electricity Company, EDTL) 
Dr. Paulo da Silva President 
  
公共事業省水資源規制庁（National Authority for Water and Sanitation, ANAS) 
Dr. Domingos Pinto President 
Mr. Francisco Xavier Pereirx Director Water Resource Management and Water 

Supply 
Mr. Rui de Sousa Cordinator for Development Partner (Previous 

Director of DNAS) 
  
公共事業省資機材局（MPW Institute of Equipment Management, IGE) 
Ms. Ermenegilda Da Costa Laurentina President 
Mr. Jose Diamantino De Oliveira Vice President 
Mr. Abrao Pereira Vice President 
Mr. Puintiliano A. Belo Executive Director 
  
国土計画省空間計画（Ministry of Planning and Territory General Directorate of Spatial Planning, 
MPT-GDPS） 
Eng. Deolindo da Silva (dos Santos ) Director General 
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所属及び氏名 職位 
Mr. Jaime Dias Fernandes National Director 
  
国土計画省主要事業事務局（MPT Major Project Secretariat, MPT-MPS） 
Mr. Jaime Dias Fernandes National Director 
Mr. Krispin Rego Fernandes Executive Director 
Ms. Odete de Costa Advisor 
兼田公揮氏 JICA Expert 
Dr. Konstantin Borisov UNDP Chief Technical Advisor 
  
内務省国民保護庁（Ministry of Interior, Civil Protection Authority, CPA） 
Mr. Ismael da Costa Babo President of CPA 
Mr. Agostinho Cosme  National Director of Disaster Management  
Mr. Martinho Filipe Chief Department of Disaster Preparedness, 

Mitigation and Prevention 
Mr. Neil Doherty Advisor 
Mr. Joao Carlos Sing NDOC-GIS 
Mr. Mariano Ana Lopes Chief of Section of Disaster Preparedness and 

Prevention 
  
運輸通信省気象地球物理局（Ministry of Transport and Communication, Dept. of Meteorology and 
Geophisics, MTC-DNMG） 
Mr. Gaspar de Araujo Director General  
Mr. Terencio Tiborcio T. Fernandes Moniz National Director 
Ms. Flaviana Pinto Fernandes Chief of Department  
  
石油天然資源省石油地質研究所（Ministry of Petroleum and Natural Resources, Institute of 
Petroleum and Geology, MPNR-IPG） 
Mr. Oktoviano Viegas Tilman de Jesus Vice President 
Mr. Eugenio Soares Director 
  
東ティモール国立大学工学部（National University Timor Lorosae, UNTL） 
Dr.  Benjamim de Oliveira Hopffer Rego Silveira 
Martins 
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資料 3 現地再委託調査の概要 

3-1 地質調査 

再委託契約名： ディリ洪水対策情報収集･確認調査に係る地質調査 

(1) 契約相手先： Geotechnik Lda. 

(2) 契約金額： USD40,110.00- (約 4,467,000 円、精算レート表 2021 年 10 月: USD1=¥111.364) 

(3) 契約期間： 2021 年 10 月 15 日～11 月 12 日 

(4) 実施内容： コモロ川及びべモス川の取水堰、導水管の河川横断施設、河川護岸等の構造物

及マリアナ灌漑の取水堰並びに水管橋の復旧予定箇所での地質調査 

 ボーリング：深さ 10m×合計 8 本及び土質試験 

(5) 成果物： 報告書には以下の情報を含む（電子データ）。 

  1) サイトの地質学的特徴 

  2) 地質学的プロファイル 

  3) 地質調査結果の概要 

  4) 構造物を設計する際の地質学的なコメント 

  5) ボーリング調査地点の位置（座標と地盤高） 

  6) ボーリングのログと地下レベル 

  7) 土質試験結果 

  8) ボーリング箇所の座標 

  9) すべてのボーリング地点での掘削の写真 

  10) すべてのサンプルボックスの写真 

 

3-2 地形測量(UAV-LiDAR) 

再委託契約名： ディリ市及び周辺 3 地域を対象とする地形測量調査(UAV－LiDAR 測量) 

(1) 契約相手先： PT. Terra Drone Indonesia 

(2) 契約金額： USD234,921.70- (約 25,808,967 円、精算レート表 2021 年 9 月: USD1=¥109.82) 

(3) 契約期間： 2021 年 9 月 30 日～11 月 13 日（当初予定） 

(4) 実施内容： 河川、水路を対象とする UAV-LiDAR を活用した地形測量 

(5) 測量面積： 約 500ha（バッファーエリアを含む） 

(6) 成果物： 報告書には以下の情報を含む（電子データ）。 

 1) LiDAR によるジオリファレンス付き点群データ 

 2) 数値標高モデル（DEM） 

 3) 数値地形モデル（DTM） 

 4) 1m 間隔の等高線を含む地形図と河川周辺の家屋 

 5) オルソモザイク（XYZ 精度：±15cm、GSD±5cm） 

 6) 河川断面図（任意地点） 

 7) 1/5,000 スケール等高線(1m 間隔)＋建物･家屋･道路のベクトル地図。 

 8) 1/1,000 スケール等高線(1m 間隔)＋建物･家屋･道路のベクトル地図 

 9) 最終報告書 
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3-3 追加地形測量及び地質調査 

再委託契約名： ディリ洪水対策情報収集･確認調査に係る追加地形測量及び地質調査業務 

(1) 契約相手先： Geotechnik Lda. 

(2) 契約金額： USD61,110.00- (約 7,008,000 円、精算レート表 2022 年 1 月: USD1=¥114.674) 

(3) 契約期間： 2022 年 1 月 31 日～2 月 28 日 

(4) 実施内容：  
調 査 対象箇所 

地形測量 コモロ川右岸の護岸被災箇所 4 地点 
べモス川の取水堰 
ブルト灌漑の頭首工の被災箇所 
マリアナ灌漑の用水路と交差する排水路の被災箇所 

地質調査 ブルト灌漑の頭首工下流右岸側の擁壁被災箇所 2 地点 
ブルト灌漑の被災した幹線用水路の脇 1 地点 
マリアナ灌漑の用水路と交差する排水路の被災箇所 1 地点 

(5) 成果物： 報告書には以下の情報を含む(電子データ)。 
調 査 対象箇所 成果物 

地形測量 全地点 ・測量計画 
・基準点情報 
・報告書 

コモロ川右岸の護岸被災箇
所 4 地点 

地形図（縮尺 1:500、等高線間隔 1m） 
横断図（縮尺 1:200、200m 毎） 

べモス川の取水堰 地形図（縮尺 1:500、等高線間隔 1m） 
横断図（縮尺 1:100、指定断面） 
縦断図（縮尺 1:100、指定断面） 

ブルト灌漑の頭首工の被災
箇所 

横断図（縮尺 1:100、指定断面） 
断面位置図 

マリアナ灌漑の用水路と交
差する排水路の被災箇所 

地形図（縮尺 1:500、等高線間隔 1m） 
横断図（縮尺 1:100、指定断面） 
縦断図（縮尺 1:100、指定断面） 

地質調査 全地点 1) サイトの地質学的特徴 
2) 地質学的プロファイル 
3) 地質調査結果の概要 
4) 構造物を設計する際の地質学的なコメント 
5) ボーリング調査地点の位置（座標と地盤高） 
6) ボーリングのログと地下レベル 
7) 土質試験結果 
8) ボーリング箇所の座標と標高 
9) すべてのボーリング地点での掘削の写真 
10) すべてのサンプルボックスの写真 
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資料 4 災害情報伝達及び行動についての住民調査 

 
1. 背 景 

 東ティモールでは、2021 年 4 月 4 日洪水によって、全国の死者は 48 名、被災世帯は 3 万世帯
を超え、首都ディリでは一時的に 1.4 万人が避難を余儀なくされた。本災害は、100 年に一度を
超える記録的な大雨によってもたらされた災害であるが、気候変動の影響によって、今後洪水

災害の大型化、頻発化が懸念される。 
 このような災害による被害を予防･軽減するには、計画的なインフラ投資によって地域の災害

リスクの削減を図ることが重要であるが、インフラ整備には資金と時間を要する。このため、

インフラ整備と並行して早期の適切な災害リスク情報の伝達やコミュニティ防災の普及によっ

て早期の避難を実施し人命を護ることが重要である。 
 
2. 目 的 

 本調査の目的は、2021 年 4 月 4 日洪水によって被災した地区に於いて、コミュニティ･リーダ
ーや住民から聞き取り調査を行い、災害情報伝達の現状や住民のとった行動について把握し、

課題を明らかにすることである。 
 
3. 実施方法 

 コミュニティ･リーダー用とコミュニティ住民用の調査票を用意し、UNTL の学生を調査員と
して、住民への災害情報伝達及びそれに基づく住民の行動について聞き取り調査を行った。短

期間、少人数の調査員による限られたサンプル数の調査のため、統計的な分析は行わず、定性

的な実態把握を行った。 

(1) 質問票 
 質問票は、コミュニティ･リーダー向けとコミュニティ住民向けの 2 種類を作成し、予めテト
ゥン語に翻訳して使用した。質問票の構成は表 1 に示すとおりである。 

表 1  質問票の構成 

コミュニティ･リーダー向け コミュニティ住民向け 

1. 基本情報 
2. 緊急避難 
3. 自主防災組織 
4. 災害情報 
5. 住民の意識向上 
6. 2021 年 4 月 4 日洪水について 

1. 基本情報 
2. コミュニティの状況 
3. 2021 年 4 月 4 日洪水について 
4. 防災に対する住民意識 
 

 
(2) 調査期間：2021 年 10 月上旬～11 月中旬 
(3) 調査場所：2021 年 4 月 4 日洪水によって被災した① Culuhun、② Comoro、③ Caicoli、④
Becora、⑤ Bidau Santa Ana、⑥ Camea、⑦ Tibar、⑧ Hera の 8 地区で実施した。図 1 に調査地
点を示す。 
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(4) 実施方法： 
対象地区の Suco 長から調査の実施に
ついて了解を得たうえで、コミュニ

ティリーダー及び住民への聞き取り

調査を実施した。基本的には、学生

2 名が 1 組となり、3 組 6 名でコミュ
ニティリーダー及び任意の住宅を訪

問しインタビューを行った。調査員

として UNTL の大学生を起用した理

由は下記の通りである。 
・ 事前の洪水被害調査の実施を通

じて被災地状況を把握しており、効率的な調査が可能。 
・ 学生が聞き取り調査をすることで住民の協力が得られ易く、より正確な調査結果が期待で

きる。 
・ 将来の災害対策を担う UNTL の工学専攻の学生に実地経験を積ませることで、人材育成の

一助となる。 
(5) 調査件数 
・ コミュニティリーダー：20 人 
・ コミュニティ住民：59 人 
(6) 調査結果 
 1) 課題と対応 
 本調査を通じて明らかになった防災情報伝達及び住民の行動面での課題と対応は表 2 に示す
とおりである。 

表 2 防災情報伝達及び住民の行動面での課題と対応案 

課 題 対応案 
1. 緊急避難 

1-1 避難指示は洪水が発生してから一部で拡声器

や直接の呼びかけにより発出された。 
• DNMG や IPG 等による気象情報に基づいて、

防災の中心機関である DGPC が避難命令を発

令する（Civil Protection Law Article 4 2. d))義務
があるが、DGPC 内にリスクを評価する委員会

等を組織して、避難指示を発災前の早いタイ

ミングで発出できるようにする必要がある。 
• リスクが住民に伝わるわかりやすい言葉で、

テレビ、ラジオ、ソーシャルメディアに加え

て携帯への SMS ブロードキャストを活用して

冗長性を確保して伝達することが重要。 
1-2 近くの学校や教会を一時的な避難場所と認識

しているが、政府や自治体から緊急避難場所

として指定された水害から安全な場所はな

い。 

• 「災害リスク管理政策 2008-2012」によれば、
「村(Suco)の委員会は、災害や重大な緊急事態

への備えの一環として、洪水やその他の危険

からの安全な避難所と、その避難所への安全

なルートを特定しなければならない」として

図 1 コミュニティ聞き取り調査実施地点 
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いる。Suco 単独では技術的視点から安全な避

難場所を特定することが難しいため、DGPC、
DGPC、大学等が技術的に Suco の防災活動を

支援する仕組みが必要である。 

2. 防災組織 
2-1 一部の村には自主的な防災組織があるが、多

くの村にはそのような組織はない。 
• 「災害リスク管理政策 2008-2012」に示されて
いるように、県、Suco にそれぞれのレベルの

防災背策を実施する防災委員会が組織される

べきである。 
• リスクの高い地区を優先的に CVTL 等の協力

を得て、コミュニティ防災活動を実施する(防
災組織の形成、避難計画の作成、訓練の実施

等)。 
• 上記活動はいずれも継続することが重要であ

り、毎年活動のための予算を確保する。 

3. 防災情報伝達 
3-1 多くの住民はテレビ、ラジオ、ソーシャルメ

ディア等を通じて発災前から DNMG からの

サイクロンに関する予報は得ていたが、いつ

もと同じイベントと考え特別な警戒をしなか

った。 

• どのような規模の災害が発生する恐れがある

のか、災害のインパクトが伝わる表現を予報

段階から住民に伝える。 
• また、高齢者や身障者など災害弱者は避難に

時間を要するため、空振りを恐れず十分なリ

ードタイムをもって警報を発令することが重

要である。 

3-2 住民はテレビ、ソーシャルメディア(FB)、ラ
ジオなどから災害についての情報を入手して

いる。 

• 2021 年 4 月 4 日洪水以降に携帯キャリア 3 社
と DGPC との契約により、SMS ブロードキャ

ストが使えるようになっている。携帯電話回

線があれば、インターネット接続がなくても

プッシュ型で情報送信が可能なため、緊急時

の効果的な利用が望まれる。 

4. 意識向上と防災教育 
4-1 一部の村では、避難方法について訓練を受け

ガイドラインが作成されているが、多くはそ

のような訓練を受けていない。 
 避難訓練等も一部の村で行われていが、多く

の村では行われていない。 

• 既に訓練を受けた村では、予算を確保し毎年

避難訓練を行うなど、活動を継続することが

重要である。 
• 災害リスクが高く、まだ避難に関する訓練や

ガイドが作成されていない地区では、DGPC や

CVTL と協力して避難計画を策定し、最低年 1
回の避難訓練を行うべきである。 

   
 表 3 にコミュニティリーダーへの聞き取り調査結果の概要を、表 4 にコミュニティ住民への
聞き取り調査結果の概要を示す。 



 

   
 

資料 4-4 

表 3 コミュニティリーダーへの聞き取り調査の結果概要 

地区 1. 緊急避難 2. 自主防災組織 3. 災害情報 4. 意識向上と防災教育 2021 年 4 月洪水 

Kuluhun • 住民は拡声器、呼びか

け、テレビ、ラジオなど

で避難に関する情報を得

ている。 
• 避難場所としては、Suco
事務所、教会、洪水の影

響を受けていない親戚な

どが使われている。現時

点でも住民を収容してい

る。 
• 避難システムを持ってい

る村では、避難の指示を

聞いたときに、何をすれ

ばいいのか理解してい

る。 
• 避難システムがない村で

は、家に留まり、水が引

くのを待った。 
• 災害発生時、住民は政

府、NGO、地元企業、政

党から支援を受けた。 
• 避難遅れの原因は、①情

報の遅れ、②盗難の恐

れ、③知識不足、④恐怖

心など。 

• いくつかの村では、災害

を管理するための自主的

な組織がある。災害時の

対処法、環境美化、所定

場所へのごみの廃棄につ

いて情報提供。 
• 同組織に必要な費用は、

教会、政党、地元や NGO
から得ている。 

• 一部の村では、災害に対

処する組織がなく、Civil 
Protection から直接支援を

受けている。 
• 緊急事態の際には、多く

の組織が食料、水や毛布

などの支援がなされた。 

• DNMG は、ソーシャルメ

ディア（FB）、テレビ、

ラジオなどを通じて、気

象情報を提供している。 
• Chefe Aldeia は、災害が発

生した場所の行政に情報

を提供する。 
• 住民は、テレビ、ソーシ

ャルメディア（FB）、ラ

ジオにアクセスできれ

ば、発生する災害につい

ての情報を得ることが可

能。 
• 過去の災害の場所を示す

地図など、災害に関する

データを管理している村

もある。 
• 災害後に、政府は洪水を

防ぐためのトレーニング

を行い、ゴミの処理方法

についての情報を提供し

た。 

• いくつかの村では、避難

の仕方についての訓練を

受け、避難のためのガイ

ドラインを持っている

が、持っていない村もあ

る。 

• 災害が発生する前に、住

民はソーシャルメディ

ア、テレビ、ラジオを通

じて気象庁からハリケー

ンに関する予報の情報を

得ていた。 
• 洪水時には、政府機関

（Chefe Suco、Aldeia、
Civil Protection）、Mercy 
Corp.、赤十字からの避難

指示と、自主判断で避難

が行われた。 
• 洪水発生後、ラウドスピ

ーカーを使って直接指示

を出し、住民を避難場所

に誘導した。 
• 洪水後、一部では水路や

家の清掃、ゴミを捨てな

いように住民に呼びかけ

る活動が行われた。 

Comoro • 住民は拡声器で避難に関

する情報を得ている。 
• いくつかの村には、災害

を管理するための自主的

• DNMG は、ソーシャルメ

ディア（FB）、テレビ、

• 一部の村は、避難方法の

トレーニングを受け、避

• 災害発生前に、住民はテ

レビを通じて気象庁のハ
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• 避難場所としては、Dom 
Bosco、学校、旧ラジオ・

ロロサエ事務所が使用さ

れ、避難場所は、現在も

被災者を収容している。 
• 緊急避難をするためのガ

イダンスがある。 
• 災害発生時、住民は

NGO、地元企業、政党、

政治家から支援を受け

た。 
• 避難遅れの理由は盗難へ

の懸念があるため。 

な組織がある。災害に対

応するための情報を提供

したり、住民に環境美化

を呼びかけたり、ごみの

管理を呼びかけたりして

いる。これらの組織の資

金は、政府や NGO から得

ている。 
• 緊急事態の際には、多く

の組織（ACBTL 
Assosiation、NGO）が食

料、水や毛布などの支援

を実施した。 

ラジオなどを通じて気象

情報を提供。 
• Chefe Aldeia は、災害が発

生した場所の自治体に情

報を提供する。 
• 住民は、テレビ、ソーシ

ャルメディア（FB）、ラ

ジオから災害情報を得ら

れる。 
• 村には過去の災害のデー

タがあり、リスクエリア

の地図がある。 
• 災害後、政府は災害予防

のための計画を何も立て

ていない。 

難ガイドラインを持って

いる。 
リケーン予報を得てい

た。 
• 洪水発生時には、政府機

関(Chefe Suco、Aldeia、
Civil Protection)による避難

指示と住民の自主判断に

より避難が行われた。 
• 洪水発生後、ラウドスピ

ーカーを使って直接指示

を出し、住民を避難場所

に誘導した。 
• 洪水後、一部では水路や

家の清掃、ゴミを捨てな

いように住民に呼びかけ

る活動が行われた。 
Caicoli • 住民は拡声器、呼びか

け、電話などで避難に関

する情報を取得 
• 避難場所は、Suco 事務

所、消防署、UNTL（国立

大学）、学校等。避難場所

は、現在も避難者を収容

している。 
• 緊急避難をするためのガ

イダンスはない。 
• 災害が発生したとき、住

民は政府（Civil 
Protection）、NGO、地元

企業から支援を受ける。 

• 災害管理の自主的な組織

はない。 
• 緊急事態には、多くの

NGO や政党が食料、水、

毛布などを支援。 

• DNMG は、ソーシャルメ

ディア(FB)、テレビ、ラ

ジオなどを通じて気象情

報を提供。 
• Chefe Aldeia は、災害が発

生した場所の自治体に情

報を提供 
• 住民は、テレビ、ソーシ

ャルメディア（FB）、ラ

ジオ等から災害情報を得

ることができる。 
• 村には災害の記録データ

があり、過去に発生した

リスクエリアの地図があ

• 一部の村では避難方法の

トレーニングを受けてお

り、避難ガイドラインを

持っている。 

• 災害発生前に、住民はテ

レビを通じて気象庁のハ

リケーン予報を得てい

た。 
• 洪水発生時には、政府機

関（Chefe Suco、Aldeia、
Civil Protection）、赤十字

社からの指示及び自らの

判断により避難を実施し

た。 
• 洪水発生後、ラウドスピ

ーカーを使って直接指示

を出し、住民を避難場所

に誘導した。 
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• 避難が遅れる原因は、盗

難を恐れて避難ないこ

と、認識不足、避難場

所・避難方法が明らかで

ないこと。 

る。 
• 災害後、政府は災害予防

のための計画を立ててい

ない。 

• 洪水後、一部では水路や

家の清掃、ゴミを捨てな

いように住民に呼びかけ

る活動が行われた。 

Becora • 住民は拡声器、呼びか

け、電話などで避難に関

する情報を取得。 
• 住民は洪水の影響を受け

ていない親戚の家に避

難。指定された避難所は

ない。 
• 緊急避難のためのガイダ

ンスはない。 
• 災害時、住民は政府

（Civil Protection）、
NGO、地元企業から支援

を受けた。 
• 避難遅れの原因は、盗難

を恐れて避難しないこ

と、認識不足、避難場

所・避難方法の未設定な

ど。 

• 災害管理の自主的な組織

はない。 
• 緊急事態の際には、多く

の NGO や政党が食料、

水、毛布などの支援を実

施。 

• DNMG では、ソーシャル

メディア（FB）、テレ
ビ、ラジオなどを通じて

気象情報を提供。 
• Chefe Aldeia は、災害が発

生した場所の自治体に情

報を提供。 
• 住民は、テレビ、ソーシ

ャルメディア（FB）、ラ

ジオを通じて災害情報を

得る。 
• 村には災害の記録データ

があり、過去の災害のリ

スクエリアの地図があ

る。 
• 災害後、政府は災害を防

ぐための計画を持ってい

ない。 

• 一部の村では避難方法の

トレーニングを受け、避

難のガイドラインも作成

している。 

• 災害発生前、住民はテレ

ビ、ソーシャルメディ

ア、ラジオを通じて気象

庁からハリケーンの予報

を得ている。 
• 洪水発生時には、政府機

関（Chefe Suco、Aldeia、
Civil Protection）、赤十字

社からの指示及び自らの

判断で避難が行われた。 
• 洪水発生場所で、拡声器

を使って直接住民に避難

誘導が実施された。 
• 洪水の後、一部で水路や

住宅からの土砂や泥の除

去が行われた。 

Bidau 
Santa 
Ana 

• 住民は避難に関する情報

を得ていなかった。 
• 住民は村の近くの教会に

避難したが、洪水の被災

者を受け入れるには不十

分であった。 

• 災害管理を行うボランテ

ィア組織がある。同組織

（Mercy Corps）は、災害
を管理するために地方自

治体と協力している。 
• 緊急事態には、Mercy 

• 住民は DNMG からの予報

を受け取っていない。 
• 村には災害の記録データ

があり、過去に発生した

危険地域の地図がある。 
• 災害後、政府は防災に関

• 村は、避難の仕方につい

ての訓練を受け、避難の

ためのガイドラインを持

っている。 

• 洪水発生後、地方自治体

は住民に緊急避難場所を

示した。 
• 地方自治体は被災者情報

を収集し、支援を得るた

めに政府に情報を提供し
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• 緊急避難のためのガイダ

ンスはない。 
• 災害発生時、住民は政府

の教会、マザー・カノシ

アン・コンベンション、

パウルス 6 世学校から支

援を受けた。 
• 避難遅れの原因は、情報

不足により、避難場所・

避難方法が周知されてい

ないことが原因。 

Corp は食料、水などの援

助を実施した。 
する社会教育を実施し

た。 
た。 

Camea • 住民は拡声器、呼びか

け、電話などで避難に関

する情報を得る。 
• 避難場所は Suco 事務所を

利用、多くの人を収容で

きない。 
• 緊急避難のためのガイダ

ンスはない。 
• 災害が発生したとき、住

民は地元企業や政党から

支援を受けた。 
• 避難遅れの原因は、盗難

を恐れているから。 

• 災害管理のボランティア

組織（赤十字）がある。

同赤十字は、災害を管理

するために地方自治体と

協力している。 
• 赤十字は地域の土砂や泥

の除去を支援した。 

• 住民は DNMG からの予報

を受け取っていない。 
• 村には災害の記録データ

があり、過去に発生した

リスクエリアの地図があ

る。 
• 災害が発生した後、政府

からの支援はない。 

• 村は、避難の仕方や避難

のためのガイドラインな

どの訓練を受けていな

い。 

• 災害発生前に、住民はソ

ーシャルメディア、テレ

ビ、ラジオを通じて気象

庁からサイクロンに関す

る予報の情報を得てい

た。 
• 避難の判断は住民自らで

行った。 
• 洪水後、一部住民は水路

や住宅のの清掃を実施し

た。 

Tibar • 住民は避難に関する情報

を得ていなかった。 
• 住民は、洪水の影響を受

けない親戚の家に避難し

た。 

• 自主防災組織はない。 
• 緊急事態の際には、地元

の指導者やコミュニティ

が協力して洪水に対処し

ている。 

• 災害情報について住民は

DNMG の予報をソーシャ

ルメディア（FB）を通じ

て受信している。 
• 災害発生後、地元のリー

• 村は、避難の仕方や避難

のガイドラインについて

のトレーニングを受けて

いない。 

• 災害発生前に、住民はソ

ーシャルメディア、テレ

ビ、ラジオを通じて

DNMG からハリケーンに

関する予報の情報を得て
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• 緊急避難のためのガイダ

ンスはない。 
• 災害発生時、政府や NGO
から支援を受ける。 

• 避難遅れの原因は、情報

不足により、避難場所・

避難方法が決められてい

ないことがある。 

ダーやコミュニティは、

洪水による被害情報を収

集し、政府に情報を提供

する。 

いた。 
• 洪水発生時の避難指示

は、住民自身と地元のリ

ーダーによって行われ

た。 
• 指定された緊急避難場所

が無いため、洪水の影響

を受けない親戚のところ

に避難した。 
• 洪水後、住民は水路や住

宅の清掃を実施 
• 政府に情報を提供するた

め、洪水による被害情報

を収集した。 
Hera • 住民は拡声器で避難に関

する情報を得ている。 
• 避難場所は、教会、学

校、Sister’s Canossian 
Convenient、Dominican 
Convenient 並びに洪水の

影響を受けなかった親戚

や隣人の家など。 
• 緊急避難のためのガイダ

ンスはある。 
• 災害発生時、住民は Civil 

Protection、宗教団体、

NGO、地元企業、政党、

政治家から支援を受け

た。 

• いくつかの村では、災害

管理のための自主的な組

織を持っている。 
• これらの組織は、災害対

応に関する情報を提供

や、住民に清潔な環境を

呼びかけている。 
• 資金は、政府や NGO、イ
ギリスの東ティモール人

組織から得ている。 
• 緊急事態の際には、Civil 

Protection、UNDP、NGO
などの多くの組織が、食

料、水、食用油、毛布、

台所用品などを支援。 

• DNMG は、ソーシャルメ

ディア（FB）、テレビ、

ラジオなどを通じて、気

象情報を提供。 
• Chefe Aldeia は、災害が発

生した場所の自治体に情

報を提供する。 
• 住民は、テレビ、ソーシ

ャルメディア（FB）、ラ

ジオを通じて災害情報を

得らえる。 
• 村には過去の災害データ

があり、リスクエリアの

地図がある。 
• 災害後、地元のリーダー

• 避難の仕方や避難のガイ

ドラインについてのトレ

ーニングを受けていな

い。 

• 災害が発生する前に、住

民はテレビを通じて

DNMG からハリケーンに

関する予報を得ていた。 
• 洪水発生時には、政府機

関（Chefe Suco、Aldeia、
Civil Protection）による避

難指示と自主的な判断に

より避難が行われた。 
• 洪水発生地域では、拡声

器を使って直接住民に避

難指示がなされ、避難場

所に誘導した。 
• 洪水後、一部住民は水路

や住宅のの清掃を実施。 
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• 避難遅れの原因は、情報

の遅れと準備不足。 
は政府に情報を提供する

ために、洪水による被害

情報を収集する。 
• 地元のリーダーは危険地

域の人々に避難を促した

り、危険地域の近くで活

動しないように働きかけ

をしている。 
 

表 4 コミュニティ住民への聞き取り調査の結果概要 

地区 コミュニティについて 2021 年 4 月洪水について 防災意識の状況 

Culuhun、Comoro、
Caicoli 、 Becora 、
Bidau Santa Ana、
Camea、Tibar、Hera 

• 住民の多くは学校（幼稚園、小学校、高

校）、教会の近くに住んでおり、これら

施設を一時避難場所と認識している。 
• 各 Suco には、青年団、宗教団体、スポ

ーツグループ、漁師グループ、赤十字組

織がある。 
• 村長は、県からの情報を Chefe Aldeia, 

Chefe Do Bairoを通じて住民に伝達する

役割を担っており、自然災害の予測に

関するものも含まれる。 
• コミュニティにおいて最も重要な資産

は、住宅、ペット、農地、マーケット、

重要書類等である。 
• 公共施設（教会、学校）、家畜などが重

要（Bidau Santa Ana、Camea、Hera） 

• 洪水が起こるという情報は、テレビ（気象局、

GMNTV）やソーシャルメディア（DNMG の

Facebook）で得ており、発災前も後も情報を知

っていた人もいるが、サイクロンについての

情報を得ていない人もいた。 
• 避難の指示は、洪水が始まってからなされた。 
• 避難指示は、自治体、消防、Civil Protection に
よりなされた（Caicoli）。 

• 避難は住民自身のの判断により実施された

（Becora、Bidau Santa Ana、Camea、Hera）。 
• 被災した自治体や住民は、学校、教会、カト

リック宿舎に一時的に避難した。 
• 洪水時には、住民はただ自分自身の安全と書

類などの貴重な品物のみを確保した。 
• 洪水後、住民は協力して居住地を清掃し、洪

水で損傷した家を修復した。 
 

• もし災害が命を脅かすもの出なければ何もな

い。このような事態になるという情報を持って

いないので、何もできない。どのような事態に

なるかわかっていれば安全な場所に避難する。 
• 家族間の話し合いで避難することを決めた。 
• 避難の仕方のトレーニングを受け、避難のため

のガイドラインを持ってる村と持っていない

村がある。 
• 子供や災害弱者には、避難の過程で特別な注意

を払わなければならない。 
• 災害時に住民が何をすべきか、地方政府は定期

的に訓練を行い、避難訓練や災害管理のための

ボランティア活動について指導するべきであ

る。 
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東ティモール Dili潮位データ整理 

 

Diliの潮位データの整理及び調和分解を行い、2021年 4月洪水時の推算潮位を算出した。 

 

 収集した潮位データ 

 

 

潮位データ整理の処理フロー 

 

  

潮位観測点 観測頻度 収集期間 

Dili １分 
2018年 5月 19日から 2019年 7月 31日まで 

（2018/11/27～2019/1/11ほか、断続的な欠落期間あり） 

(1)毎分潮位データの整理 

   異常データを除去 

(2)平滑化処理 

副振動等短周期成分除去 

(3)毎時潮位データ整理 

潮位平滑化アルゴリズム 

（日本気象庁方式） 

(4)調和分解・推算潮位の算出 

2021.4 洪水時の推算潮位 
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(1) 毎分潮位データの整理 

収集した 1分毎の潮位データ（CSV）からグラフを作成して目視点検し、一定値など明らかに異常な

値を欠測処理した。 

 

 

異常値の例（2018年 6月 19日 0～6時に一定値が出現） 
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(2) 平滑化処理 

前記(1)で求めた毎分潮位から、波浪や副振動による短周期振動を取り除くため、気象庁の潮位平滑

化アルゴリズムを用い平滑化処理を行った。 

潮位変動は、一般に様々な周期性をもった変動成分の和によって表現される。潮位デジタルデータ

は実際の海面の変動が記録されたものであるが、潮汐成分の他に波浪や副振動などの短周期成分が含

まれており、潮位観測データの品質確保のためにはこれらを除去することが必要である。 

そこで、毎分潮位から、波浪や副振動による短周期振動を取り除くため、平滑化処理を行った。潮

位平滑化アルゴリズムとして気象庁で採用されているデジタル数値フィルターを用いて平滑化処理を

行った。また、デジタル数値フィルターに用いた条件は、以下に示すとおりである。 

 

 1) カットオフ周期 

デジタル数値フィルターを用いて副振動の周期成分をカットし、適正な潮位曲線を求めるため、「カ

ットオフ周期」を設定した。本業務で用いるカットオフ周期は、209分を適用した。 

 

 2) データ解析区間 

データ解析区間は、日本気象庁の手法に準拠し、対象時刻の前後 5時間ずつとした。 

 

 

平滑化処理の例 

  

― 平滑前潮位 

― 平滑化潮位 

― 推算潮位 
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気象庁の平滑化処理に関する解説1 

 

 

 
1気象庁気候・海洋気象部海洋課：潮汐観測原簿（毎時・満干潮、毎時偏差、年）及び津波記録整理表 作成要領, pp.7, 1999. 

付録１ 平滑化処理および毎時潮位・干満潮の抽出 

１．平滑化処理 

波浪や副振動などの短周期変動を除去するためのディジタル数値フィルター（ローパスフィル

ター）を使用する。 
1.1 データ 

15秒サンプリングの潮位データから15秒ごとの平滑潮位を算出する。 
1.2 数値フィルター 

メモリーカードデータ処理で使用していたもの同様、２重のランチョス窓を使った非巡回型フ

ィルターを使用している。15秒ごとの元データXnから平滑化潮位Ynを次の式で求める。 

 

但し、N=1200、Ck(k=0,1,2,････,1198,1199) は平滑フィルター係数。 
 

1.3 平滑フィルター係数 

平滑フィルター係数Ckはサンプリング間隔15秒、カットオフ周期CT分、フィルター項数Nとし

て、次式を求める。 
 

 

 

 

 

ここで、𝜎𝑘はシグマ因子であり、フィルターの透過率を平滑化するためのランチョス窓 
 

で二重平滑化を行う、さらに、各係数を     で割って正規化したものをフィルタ 
 
ー係数𝐶ｋとした、また、各周期t分における透過率H(t)は次の式で算出できる。 

 

1.4 カットオフ周期 

1.3で使用するカットオフ周期は港湾や検潮記録の特性を考慮し、検潮所および津波観測点に

より以下の２つのうちどちらかを選んで使用する。 
①カットオフ周期 160分：和歌山、淡輪、大阪、神戸、洲本 
②カットオフ周期 209分：上記以外の地点 
（参考文献）「ディジタルフィルター 第6章」R.W.Hamming著、宮川洋・今井秀樹訳 科学技術出版社(1980） 
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(3) 毎時潮位データ整理 

平滑化処理した毎分潮位データから、毎正時の潮位を抽出して毎時潮位データを整理した。 

 

(4) 調和解析・推算潮位の算出 

 1) 調和解析 

潮汐は月と太陽に引き起こされるが、天体の運行軌道が楕円形であり地球に対する位置関係は一定

ではない。そのため現実の潮汐の変動は複雑なものとなる。これを取り扱うために現実の月と太陽の

起潮力を、地球の周囲を真円軌道で回る仮想の天体に起因するものと仮定し、潮汐は規則正しい幾つ

もの周期の水面変動の合成として扱うことが潮汐の調和分解の考え方である。 

一つの周期の変動成分を分潮とよぶ。観測資料から分離できる分潮の数は観測資料の期間によって

異なり、15日資料からは 10分潮、30日資料からは 13分潮、1年の資料からは 60分潮が分離できる。

ある時刻 tの推算潮位を表す式は、式 1で示される。 

 


=

++−+=
N

n

nninninii uVtHfHtH
1

00 })(cos{)(    （式 1） 

 

ここで、 )(tH i  ：時刻 tの推算潮位。 

iH 0  ：平均水面の高さ。 

nf   ：文因数。長年月のうちにわずかずつ変化する量で、あらかじめ 

計算によって求めることができる。 

nの値によって個々の分潮を示す。 

niniH ,  ：n分潮の最大振幅と遅角。これら二つは潮汐の調和定数と呼ばれ、 

観測値から計算によってこれらの数値を決定することを潮汐の 

調和分解という。 

n    ：分潮流の角速度。各分潮によって決まった値をとる。 

nuV )( 0 +   ：天文引き数と呼ばれ、天文因数同様あらかじめ計算によって求め 

ることのできる量である。 

 

 

  



資料 5-6 

 

60 分潮に対して、前頁の式 1 に調和定数（最大振幅と遅角）を当てはめ、1 年間の各波形（推算潮

位）を算出し、最後に 60個分の波形を足し合わせることで 1年間の推算潮位が求められる。調和定数

から求めた各波形から 1年間の推算潮位を算出するイメージは以下に示すとおりである。 

 

 

 

 

                      ・ 

                      ・ 

                      ・ 

               60分潮の波形の重ね合わせ 

        

 

推算潮位の算出方法のイメージ（波形の足し合わせ） 

  

1年間の 

推算潮位 
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 2) 調和定数 

調和分解により算出した、60 分潮の調和定数は以下に示すとおりである。調和分解を行う対象の 1

年間は、2018年 7月 1日～2019年 6月 30日とした。また、対象期間の毎時潮位から求めた平均水面、

主要４分潮振幅和（Z0）は以下に示すとおりである。 

・平均水面…173.9cm 

・主要４分潮振幅和（Z0）…122.3cm 

 

 

調和定数表（Dili） 

 

  

潮位観測点： Dili（東経125度34分）
解析期間： 2018年7月1日0時～2019年6月30日23時

No.  記号（日本語名称）
速度

 （度/時）
 周期

（時間）
 振幅
（cm）

遅角
 （度）

 No.   記号（日本語名称） 
速度

 （度/時）
 周期

（時間）
 振幅
（cm）

遅角
 （度）

1  Sa  ( 太陽年周潮) 0.0411 8765.82 1.11 40.5  31   M2   ( 主太陰半日周潮) 28.9841 12.42 56.14 6.7

2  Ssa ( 太陽半年周潮) 0.0821 4382.91 1.43 102.4  32   MKS2 29.0662 12.39 0.38 12.8

3  Mm ( 太陰月周潮) 0.5444 661.31 0.44 353.5  33   λ2   ( 副太陰出差潮) 29.4556 12.22 0.50 11.7

4  MSf ( 日月合成半月周潮)  1.0159 354.37 0.57 289.4  34   L2   ( 副太陰楕率潮) 29.5285 12.19 1.84 36.5

5  Mf ( 太陰半月周潮) 1.0980 327.86 0.54 31.6  35   T2   ( 主太陽楕率潮) 29.9589 12.02 0.42 38.5

6  2Q1   ( 二次太陰楕率潮) 12.8543 28.01 1.30 281.2  36   S2   ( 主太陽半日周潮) 30.0000 12.00 21.20 56.9

7  σ1 12.9271 27.85 0.80 263.8  37   R2   ( 副太陽楕率潮) 30.0411 11.98 0.76 117.3

8  Q1  ( 主太陰楕率潮) 13.3987 26.87 4.75 291.4  38   K2   ( 日月合成半日周潮) 30.0821 11.97 5.69 57.7

9  ρ1( 主太陰出差潮) 13.4715 26.72 0.79 310.9  39   MSN2 30.5444 11.79 0.06 259.0

10  O1 ( 主太陰日周潮) 13.9430 25.82 17.53 295.0  40   KJ2 30.6265 11.75 0.42 44.6

11  MP1 14.0252 25.67 0.67 266.4  41   2SM2 31.0159 11.61 0.13 50.4

12  M1 ( 副太陰楕率潮) 14.4921 24.84 0.50 297.5  42   MO3 42.9271 8.39 0.06 337.3

13  χ1 14.5695 24.71 0.08 305.4  43   M3 43.4762 8.28 0.18 69.6

14  π1   ( 主太陽楕率潮) 14.9179 24.13 0.71 301.9  44   SO3 43.9430 8.19 0.09 97.6

15  P1 ( 主太陽日周潮) 14.9589 24.07 8.43 304.9  45   MK3 44.0252 8.18 0.34 260.9

16  S1  ( 気象日周潮) 15.0000 24.00 3.22 334.3  46   SK3 45.0411 7.99 0.27 13.4

17  K1  ( 日月合成日周潮) 15.0411 23.93 27.52 306.7  47   MN4 57.4238 6.27 0.59 359.5

18  ψ1 ( 副太陽楕率潮) 15.0821 23.87 0.99 69.8  48   M4   ( 太陰1/ 4日周潮) 57.9682 6.21 2.00 38.0

19 φ1 ( 二次太陽日周潮) 15.1232 23.80 0.56 313.0  49   SN4 58.4397 6.16 0.32 75.1

20 θ1 15.5126 23.21 0.27 291.0  50   MS4 58.9841 6.10 2.26 121.5

21  J1 ( 小太陰楕率潮) 15.5854 23.10 2.07 309.6  51   MK4 59.0662 6.09 1.03 163.2

22  SO1 16.0570 22.42 0.30 6.3  52   S4   ( 太陽1/4日周潮) 60.0000 6.00 0.48 217.7

23  OO1 ( 二次太陰日周潮) 16.1391 22.31 0.93 1.8  53   SK4 60.0821 5.99 0.25 243.2

24  OQ2 27.3417 13.17 0.39 288.0  54   2MN6 86.4079 4.17 0.15 205.7

25  MNS2 27.4238 13.13 0.33 306.9  55   M6   ( 太陰1/ 6日周潮) 86.9523 4.14 0.25 278.1

26  2N2 ( 二次太陰楕率潮) 27.8954 12.91 1.51 316.7  56   MSN6 87.4238 4.12 0.18 332.6

27  μ2( 太陰二均差潮) 27.9682 12.87 1.39 342.1  57   2MS6 87.9682 4.09 0.34 358.3

28  N2 ( 主太陰楕率潮) 28.4397 12.66 11.25 343.0  58   2MK6 88.0503 4.09 0.05 224.7

29  ν2   ( 主太陰出差潮) 28.5126 12.63 2.20 343.4  59   2SM6 88.9841 4.05 0.16 49.3

30  OP2 28.9020 12.46 1.10 132.9  60   MSK6 89.0662 4.04 0.08 277.1

173.9 cm 122.3 cm

は主要４分潮　

A0（平均水面） Z0（主要4分潮振幅和）
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 3) 推算潮位の算出 

推算潮位の精度確認として、推算潮位と実測潮位をグラフにより比較し、再現性を確認した。 

 気象擾乱等の影響により、推算潮位と実測潮位との間に大きな差（潮位偏差）が生じる期間があ

るが、観測期間を通じて推算潮位の波形は実測潮位の波形と概ね一致していることを確認した。 

 

 

毎分潮位グラフの例（2018年 7月 26日） 

  

― 平滑前潮位 

― 平滑化潮位 

― 推算潮位 
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 4) 2021年 4月洪水時の推算潮位 

 2）で算出した調和定数により 2021年 4月洪水時の推算潮位を算出した。 
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